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総務常任委員会会議録 

 

 

１．本委員会の開催日時は次のとおりである。 

   平成 24 年９月 18 日（火） 午前９時 

２．本委員会の出席委員は次のとおりである。 

   委 員 長  常盤  信一 君      副委員長  塩井川 幸生 君 

   委  員  宮本  明彦 君      委  員  脇元   敬 君  

委  員  仮屋  国治 君      委  員  脇元   操 君 

   委  員  植山  利博 君      委  員  久保  史郎 君 

   委  員  下深迫 孝二 君 

３．本委員会の欠席委員は次のとおりである。 

   な  し 

４．説明のため出席した説明員は次のとおりである。 

   総務部長      山口   剛 君   危機管理監     宇都  克枝 君 

   総務課長      塩川   剛 君   税務課長      満留   寛 君 

安心安全課長    酒元   博 君   人事研修Ｇ長    橋口  洋平 君 

   固定資産税Ｇ長   江口  元幸 君   防災Ｇ長      石神   修 君 

   企画部長      川村  直人 君   企画政策課長    山口  昌樹 君 

   企画政策Ｇ長    西田  正志 君    

   生活環境部長    平野  貴志 君   環境衛生課長    川路  和幸 君 

   環境衛生課主幹   林   康治 君   生活環境政策Ｇ長  小柳  陽一 君 

   農林水産部長    中村   功 君   農林水産政策課長  木野田  隆 君 

   土木課長      馬場  義光 君   河川港湾Ｇ長    西元   剛 君 

   消防局長      田中  義春 君   消防局次長     蔵元   悟 君 

   総務課長      木佐貫  誠 君   警防課長      木佐木  勝 君 

   情報司令課長    吉村  茂樹 君   中央署長      塚田  修二 君 

   北署長       喜聞  浩志 君   総務課主幹     細山田 孝美 君 

   警防課主幹     竹ノ内  優 君   予防課主幹     兒玉  良一 君 

   経理・装備係長   野崎  勇一 君   消防団係長     矢野  敏朗 君 

５．本委員会に出席した委員外議員は次のとおりである。 

   な  し 

６．本委員会を傍聴した議員は次のとおりである。 

   な  し 

７．本委員会の書記は次のとおりである。 

   書   記  宮永  幸一 君 

８．本委員会の概要は次のとおりである。 

【議案審査】 

議案第52号 霧島市都市計画税条例の一部改正について 

議案第54号 霧島市防災条例の一部改正について 

議案第59号 財産の取得について 

議案第60号 財産の取得について 

陳情第17号 陳情書（川内原発増設計画の中止などを求める意見書の採択について） 

  【所管事務調査】 

（１）市職員の不祥事等の再発防止に向けた取り組みについて 

  （２）天降川の洪水に備えての防災訓練及び防災の観点からの河川管理について 

  （３）国・県の補助事業等に対する要望について 
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［開会 ０９：００］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

ただ今から、総務常任会を開会いたします。本日は、去る９月 11 日の本会議で当委員会に付

託されました。議案４件及び継続審査となっておりました陳情１件についての審査を行います。

また、審査終了後は、所管事務調査を行います。ここで皆様方にお諮りをいたします。本日の会

議は、お手元に配付しました式次第に基づき進めさしていただきたいと思いますが、それでよろ

しいでしょうか。 

［「はい」と言う声あり］ 

それではそのようにさせていただきます。ただ今、仮屋委員が欠席になっておりますけれども、

議長公務の打ち合わせで尐し遅れるということですのでご了解ください。 

 

 

△ 陳情第 17 号 陳情書（川内原発増設計画の休止などを求める意見書の採択について） 

 

○委員長（常盤信一君） 

それではまず、議案審査等を行います。初めに、陳情第 17 号、陳情書、川内原発増設計画の

休止などを求める意見書の採択についてを審査します。陳情書の意見書案に、「社会全体の省エネ

を促進し、ガスなどのエネルギーの多様化を促進すること」の頄目が含まれておりましたので、

本日は執行部の関係各部においでいただき、霧島市のエネルギー政策についてお聞きしたいと思

います。なお、概要説明については、先日の一般質問で配付した資料のとおりご答弁されており

ますので省略をし、さっそく質疑に入ります。この件について質疑はございませんか。 

○委員（宮本明彦君） 

  霧島市再生可能エネルギー庁内検討委員会、これは、今のところまだ１回だけでしょうか。 

○環境衛生課長（川路和幸君） 

庁内の検討委員会は、８月に委員会を１回、専門部会を１回で、委員会のほうが副市長を委員

長として各関係部長でございます。専門部会のほうが関係課長で構成しておりまして、これを１

回開催しているところでございます。 

○委員（宮本明彦君） 

どのような内容をというのが、おのおの１回の内容がわかりましたら、若干でも報告をお願い

します。あと松元深委員長、環福の委員長が出席されたと思うんですけれども、そのほかに議員

の方々も出席されておるのかどうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

庁内の検討委員会でございますけれども、一般質問でも御答弁申し上げたんですけれども、次

世代のエネルギービジョンがまだ策定しておりませんので、そういう策定の検討を行うというこ

とと、それと民間の事業者が今年度から、今年７月から始めました固定買取制度のスタートに伴

いまして、様々な本市においても動きをされているというようなことで、そういうものに対応す

るがために設置をしたものでございます。先ほど、それぞれ検討委員会自体は１回ずつでござい

ますが、そのほかに８月 23 日に農林水産省の課長補佐をお呼びしまして、特に木質系のバイオ

マス発電についての勉強会というようなことで、職員それから森林組合あるいは林業の事業体と

いいますか、関わっておられる方々、それから議員は環福の委員長にご連絡をして出席していた

だきました｡また、先日の金曜日でございますけれども、金曜日は平成 25 年度の国の概算要求等

が明らかになったというようなことで、小里衆議院議員にお越しいただきまして、これも主に木

質系のバイオマス発電関係のお話を、これは職員と、それから議員が２名出席されていたようで

ございます。 

○委員（宮本明彦君） 

最終的にどのようなところを目指しているかと言いますと、霧島市の再生エネルギーの割合を

どれぐらいに持っていこうか。またあとは地質であれ、太陽光であれ、水力であれ、その辺をど
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のように持っていこうかというところまで目標を掲げての委員会とする予定なのかどうかという

ところをちょっとお聞かせもらえませんか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  具体的にどの程度の自給率を目指すかといいますか、そういうものを査定をするということは

考えていません。と申しますのは、市が率先して発電、再生可能エネルギーに関するその事業者

となって行うということにはなっていませんので、あくまでも民間の事業者が発電事業所等の設

置をされる場合に側面から支援をするというようなことでございますので、そのところは、今の

ところは目標値を持っていないということでございます。 

○委員（宮本明彦君） 

松元さん、環福の委員長一人でよろしいということですよね。ということは、民間からの申し

出があったら委員会を開くよというようなイメージに考えていたらよろしいでしょうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  民間から申し出があった場合というよりも、民間事業者が、例えばメガソーラーでありますと、

広い敶地が必要になってまいりますので、そういう敶地を市が、あるいは市の土地開発公社が所

有する土地のそういう場所的なものは紹介してもらえないかということがあった場合に、その土

地を事業者に対して売却するのか、あるいは賃貸するのかといったような、そういうものを決め

ていくときの、庁内のそういう協議をするというものが主なものになってまいりますので、その

事業者が適切であるかどうかというのは、また別な問題でありますし、どういうものをというよ

うなところにもまだ委員会自体を方向づけていくというのにはなっていません。あくまでもまだ

今のところは、民間の事業者が来られるものを受けて、その相手が示される条件とこちらのほう

の条件とを調整するような形のものの部分になっていこうかと思います｡ 

○委員（宮本明彦君） 

そういう方向づけをするようなものには、今はなっていないという理解でよろしいんでしょう

か。ですから、今後そういった、ある程度のどういったエネルギーを霧島市に、これも誘致とい

ったら誘致になると思うんですけども、そういう考えまであってのことと考えてよろしいでしょ

うか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  非常にお答えしにくいんですけど、積極的に誘致をするというものではないと、現在のところ

はですね｡ですから民生用で今賄っているのは 52.1％ということでご答弁申し上げましたけれど

も、それを例えば、いくらに引き上げていこうというようなもので設定をしておりますと、例え

ば、どのような事業者が来られるのが一番いいかというようなことになっていこうかと思います

けれども、そこの数値のところの目標設定はまだしておりませんので、先ほど申しましたように

現在のところまだどういうものを、例えば、再生可能なエネルギーの事業者のどういうエネルギ

ーを使ってされる方を積極的に呼ぼうかなというそういうものにはなっていないと。ですから、

メガソーラーをされることでもありましょうし、あるいは小水力の部分もありましょうし、ある

いは風力の部分もあると、そういうような方々が来られた時の一定の、来ていただくための条件

整備をする中に、市も尐し関わっていくというようなそういう捉え方の部分でございます｡ 

○委員（宮本明彦君） 

この中では、新エネルギーの普及啓発、省エネルギーの啓発ということは、基本的にはそうい

った発電事業プラスもう一つ省電力、家庭、事業所という部分の省エネの普及ということも一緒

にという、そういう２極で考える委員会だという理解でよろしいですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  再生可能エネルギーを使う、そういうものもありますけど、一方ではやはり電力の使用を抑え

るという関係で、例えば照明のＬＥＤ化でありますとか、あるいはこういうような節電の方法も

ありますよとか、そういうものを市民の方々に普及をしていく。その一端としましては、一番身

近なものでは緑のカーテンモデル事業とかいったようなものも行っておりますので、そういうよ

うなもの等の取り組みを今後も引き続き進めていこうという中の位置付け、他にまた、省エネル

ギーにつながるようなものがあれば、それも積極的に市民の方々に普及をしていこうと、啓発し
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ていこうというようなことでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

○委員（下深迫孝二君） 

前田市政はですね、ほかの市町村に比べて、この自然エネルギーにすごく消極的なんですよね。

あの京セラさんだソニーさんだ、こういう大手企業さんに来ていただいていながら、本当にこれ

でいいのかなと。私、前に一回、一般質問をしましたけれども、ガーデンシティというところで

すか。あそこに太陽光を設置したらどうだというような質問もしましたけれども、全く反応なし

で、そして現在、地熱発電にしても凍結状態。話し合いをしてくださいとかというようなことで、

市が積極的に関わっているというようなふうにはちっとも見えないわけですよ｡もう尐しやはり

霧島市も、観光に力を入れておられるぐらいの、もう尐しこのエネルギー問題も力を入れていか

ないと、やはり原発は、おそらく新設することは難しい。あるいは民主党政権でも廃止の方向と

いうことを今、言っているわけですね。そうした時には、自然エネルギーあるいは、そういうと

ころに頼っていかなきゃいけなくなると思うんだけれども、もう尐し庁議などで積極的に市が関

与してやるという話は出ていないのですか｡ 

○生活環境部長（平野貴志君） 

先ほども申したように、民間事業者が事業を行われようとする場合に、やはり事業の採算性が

ございますので、市が保有している土地でありましても、変電所まで遠くなりますと、当然そこ

にまた新たなコストが発生するわけでございますので、そういうものを、初期投資を取り戻すの

には、やっぱりある程度の事業計画との整合性も必要でございますので、なかなかそういう部分

については、事業者のほうも手を挙げられていないというのが現状であろうかと思います｡それか

ら、全国的にいろいろされている中では、やはり景観といったようなものもありますので、その

広大な土地があったとしても、それが再生可能エネルギーのためであっても、景観を損なうよう

なものではあってはならないというなこともありますので、そういう点からもなかなか場所が適

切な、適当な場所がないというのが現状ではないかと思います。それで、市が積極的に関わって

いないのではないかということでございますけれども、霧島市としましては、先ほど申しました

ように民事の５割以上が現在賄っているわけでございまして、あとこの市内にある事業所で、そ

れぞれでは取り組みをされているようでございますけれども、それをまた大々的にされるという

ようなところの考えは、現在のところは持っておられないようでございますので、私どもとしま

しても、そういう事業がその事業所の中にふさわしいかどうかというところ部分は、それぞれの

企業の方々のお考えもあろうかと思いますので、そういうところまではまだ調査を、お話をお聞

きしていないというのが現状でございます。ですから、市が積極的に関与すべきでないかという

ことにつきましては、先ほど申しましたように、あくまでも市としては側面からの支援をしてい

くという。また、申し上げておりますように、事業者が関係の権利者等と調整をされる、そうい

うものが前提となりますので、そういうものがちゃんと見通せるような状態のところで、市のほ

うも後方支援をしていくというなことで関与しているところでございますので、ご理解賜りたい

と思います｡ 

○企画部長（川村直人君） 

ガーデンシティの件と地熱の件が出ました。まず、ガーデンシティにつきましては一度、売却

について公募したわけですけれども、残念ながら公募された企業はなかったということで、再度

条件などを現在見直しをして、募集をしようということになっております。その中で、その業種

ですね。その中にこういった再生可能エネルギー、そういうのを活用するということも今度、つ

け加えるような形で現在検討を進めておりますので、その点についてはご理解いただきたいと思

います。それから地熱につきましては、これは一般質問でもずっと答弁いたしているわけですけ

れども、国などもガイドラインを示しておりますが、これにつきましても、再生可能エネルギー

の促進というのは間違いはないわけですけれども、温泉とのあくまでも共存ということが前提と

いうことでございます。地熱をして、温泉が出なくなったというようなことが、科学的に議論で

きればいいんでしょうけれども、今回の一般質問でもございましたけれども。なかなか地下のこ
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とでありますので、その辺のことが非常に難しいということもありますが、現在非常に技術も進

歩しておりますので、科学的な根拠に基づいた議論というのが非常に大事ではないかということ

で、国のほうも言っております。また、先般のガイドラインでは、協議会等の設置をして関係者

で議論を深めたり、相互信頼を深め進めないといけないというようなことも出ておりますので、

現在も開発予定事業者の方、あるいはそれに慎重な方反対な方、それぞれ市と協議もずっと続け

ておりまして、そういった信頼構築の状況を見守っているという状況でございますので、そこに

ついてもご理解いただきたいと思います。 

○委員（下深迫孝二君） 

  私が言っているのは、地熱発電を即始めなさいと言うことじゃなくて、やはり環境調査ですか、

それで影響があるようであれば、何も無理して地熱発電をすることもないわけです。やはり、ホ

テル関係そういう皆さん方は、枯れてしまったら本も子もないわけですので、ただ環境調査もま

だやっていないというのはいかがなものかなと。この霧島市になって、もうすぐ８年目に入ろう

としているわけですので、前田市政の間はできないんだろうなと、来年の選挙あたりが大きなか

ぎになるだろうと私は思っているわけですけれども。それとアルバック、いろんなああいうとこ

ろは今、正社員の半分を削減すると、そういう状況に来ているわけです。そこになってばたばた

するんじゃなくて、京セラさん辺りは稲森会長が、鹿児島の工場は撤退する事はないと言ってい

ただいているわけだから、それで安心しするんじゃなくて、義理でもですね、いくらか太陽光パ

ネル等も作っていらっしゃるわけだから、誘致企業者に対して霧島市が敬意を示すということで

やれば、それなりに感謝も伝わるんだという気がするんだけれども、全くそういうものに手を付

けないということは、やはり霧島市というのは鈍感になり過ぎているなと、私は個人的には思っ

てるんです。ですから、観光には言わなくてもどっこでん金をつぎ込んでやっていく、そういう

偏ったやり方じゃなくて、もっと大局的に、全体的に目を向けていくということが私は大事じゃ

ないかと思うんですが、再度部長、今の質問に際してご答弁をお願いします。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  例えば、太陽光発電に特化して申し上げますと、住宅用の太陽光発電の設置に対して補助を行

っていますけれども、合併前から合併後を合わせますと約 7.8 メガに相当する太陽光が設置をさ

れております。これについては、地元の企業の方は、非常に積極的にそういう個人向けの住宅の

設置に対しての営業活動をされております。それから公共施設につきましても、すべてでありま

せんけれども、現在整備を進めてきているところにつきましては、屋根に太陽光発電を設置した

形で取り組みを行っておりますので、市が事業主体となっている大規模なものはございませんけ

れども、地元にある企業と連携というものを、そういうものを調整しながら促進をしているとい

うようなことでございますので、ご理解賜りたいと思います｡ 

○委員（植山利博君） 

庁内の検討委員会、これに環境福祉の委員長が参加をされているということなんですけれども、

このような検討委員会に議員が関わっている。先ほど何人とおっしゃいましたか、そこを確認さ

してください。環境福祉の委員長が参加をされているというのは何なんですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  庁内の検討委員会は、生活環境部を所管する南田副市長が委員長でございますけど、副市長、

教育長、関係の部長ということでございます。そして、環境福祉の常任委員長が出席をされまし

たのは、８月 23 日に勉強会をしたときに、市の職員それから民間の事業者、森林組合等も含め

てでございますけれども、そういう中に環境福祉の委員長にも参加、こういう会議を行いますけ

どということでお話し申し上げたら、参加をしていただいたということでございます。 

○委員（植山利博君） 

ちょっと聞き違いをしておりました。それで、その検討委員会の中で、エネルギー法によるビ

ジョン策定を行うということだろうと思うんですけども、先ほど宮本委員の質疑の中で、将来的

なその再生可能エネルギーの比率とか割合とか、こうあるべきだというようなところまでをする

ものではないというようなふうにお答えになっていたと思うんですけれども、ビジョン策定のビ

ジョンというのは、どのようなそのビジョンを想定されているのか。この新しいエネルギー法に
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関わって、霧島市の将来的なエネルギーのビジョンを策定されようとしているわけですよね。そ

れは、どういうことを目指す、どういうようなことをしばっていくものを想定されているのか、

お尋ねしたいんですけれども｡ 

○生活環境部長（平野貴志君） 

現在の状況を申しますと、その都度その都度対応をしている状況でございますので、それは上

位計画の総合計画がございますし、また環境基本計画もございますので、そういう中にあっては、

エネルギーというものが直接的に位置付けられているものではないですけれども、地球温暖化を

防止するという大きな観点の中では、やはりエネルギーを位置付けて、特にこの脚光を浴びてき

た再生可能エネルギーを中心とした取り組みをしていかなければならないと思いますけれども、

市がエネルギーの数字的なものを挙げるのはなかなか難しいのではないかと。ですから、国がビ

ジョンを、概要を示しておりますけれども、そういう中にあって、霧島市の特性をいかしたもの

はどういうようなものがふさわしいだろうかと言うようなことになっていこうかと思います｡で

すから、民間事業所がこの固定買取制度の３年間の間に、どのような取り組みをしていただくか、

不透明な部分もございますけれども、現在のところでは、直接的には関わりませんけれども、事

業者が来られる、そういうものに対しては、市としてはバックアップしていくという、そういう

積極的なバックアップをしていくというのには変わりはないと。ただ、数値目標と言われますと、

なかなかそこは現在のところは難しいですし、ビジョンの中でも、そこのところが明記できるよ

うなふうにはちょっと難しいのかなと思っております｡ 

○委員（植山利博君） 

何を聞きたいかというと、この窓口が移管をされたと。企画が持っていたものを環境福祉のほ

うに移管をされて、当分の間は、バイオマスと地熱の分は、これまで所管していたところが持っ

ているという話です｡これまで持っていたところが所管、当分の間はということは、近い将来はこ

れを全部一本化するという理解でいいんですか。 

○企画部長（川村直人君） 

所管が変わったわけですけれども、これはエネルギー、非常にこの再生可能エネルギーという

のが、環境問題と非常に密接があるというようなことで、他の自治体の所管をしている組織など

も参考にして、今年の４月から環境のほうにエネルギーの所管ということで、事務分掌の移管を

したわけです。今、委員のほうからもございましたように、当分の間ということでございますの

で、この当分の間というのがどの程度かわかりませんけれども、今非常にこの国のエネルギー政

策の転換期で、非常に国も揺れているような状況でございます。市のほうもエネルギービジョン

の策定というようなことも念頭に入れながら、現在、様々な協議が進められているわけですけれ

ども、こういった国のエネルギー政策がある程度固まっていけば、本市としてもとるべき道とい

うのはおのずから決まっていくと思います。また地熱につきましては非常に、このエネルギーだ

けではなくて、先ほども申しましたように、本市あるいは鹿児島県にとって非常に大事な観光産

業にも欠かすことのできない、温泉という非常に難しい問題もございます。また、小水力につき

ましても今、農林水産のほうで所管しておりますけれども、これにつきましても非常に霧島市は、

可能性というのが強いわけですね。これが自然環境とどういった共生をしていくのかという問題

もございますので、その辺の見極めがある程度つけば、将来的には一本化していくということに

なろうかと思います｡ 

○委員（植山利博君） 

私は、できるだけ早い時期にやはり一本化すべきであろうと思っているわけです。というのも、

新エネルギー法によるビジョンの策定というのは、単に電力だけの問題じゃなくて、今おっしゃ

ったＣＯ２をどう削減していくか。それから、化石エネルギー全体をどういう形で、将来持続可

能なエネルギー政策にソフトランディングさせていくかということを考えたときには、例えば、

ガソリンの消費の在り方とか、天然ガスの消費の在り方とか、そういうものも含めて総合的にエ

ネルギー政策がどうあるべきかということ、もちろんこれは国が大きくは指し示すべきですけれ

ども、今おっしゃったように国が、今非常に揺れている状態ですから、これが方向性が見えてく

れば、それに従って、霧島市としてはどうあるべきかということを、霧島市の地域特性を考慮し
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ながら、あるべき姿を目指すというのがこういう政策だろうと思うんですよ。そうなった場合に

は、農林であるとか、それから地熱はどこだったけ、別々にやるんではなくて、やはり生活環境

という視点で所管をして、総合的なエネルギーのあるべき姿というのを求めていくべきだと思う

んですが、そういう状況の中で、単に電力だけではなくて、例えば、私は以前から一般質問の中

でも言っていましたけれども、交通体系をどう作って、いかにガソリンの消費を抑えるかという

ようなことも含めてですね、議論をしていくべきだと思うんですけど、そういうことについては

今は無理だというような表現なんですけど、できるだけ早くそういう方向に持っていくべきだと

思うんですけど、いかがですか。 

○企画部長（川村直人君） 

先ほども申しましたように、エネルギーだけの問題ではないと、いわゆる環境問題と歩調を合

わせていくべきだという観点でございます。しかしながら、エネルギーの将来的に環境のほうが

取りまとめをするにつきましても、それぞれ例えば、バイオマスなどにつきましての様々な補助

事業等を所管しておりますのは農林水産省であったりいたしますので、個々の事業については、

やはり所管するところに残っていく可能性が強いと思うんですけれども、エネルギー全般に対す

る所管というのは、将来的には先ほど申しましたように、一本化をしていくのが望ましいと考え

ます。 

○委員（久保史郎君） 

先ほど企画部長が言われたガーデンシティの、そういうソーラー関係のあれで、公募をしたけ

れどもいなかったと。これは指摘ですけれども、求めていらっしゃる方がいらっしゃらないとこ

ろを、測量なんかをしてお金を掛けたりして公募したと。結局、入札する人はいなかったと。そ

れはまるで無駄ですので、そういうことは今後大いに十分注意をして取り組みをしていただきた

いと思います。一般質問でも言いましたけれども、求めている方がいらっしゃるところは、非常

に難しい対応等をしていて、ガーデンシティのところを測量されたんでしょ、これも市のお金を

持ち出して、測量をして分筆をたぶんされたと思うんですけれども、そういう一たんの無駄なこ

とは、今後は大いに控えていただきたいということをまず１点指摘をしておきます。それから、

今回は陳情に関しての、それぞれ内容をお伺いするんですけれども、こういう電力利用、新エネ

ルギーに対してのそういう専門的な職員さんはまずいらっしゃるのかどうか。それで、今回所管

を変えたということでございますが、庁内の中で、例えば太陽光に関しては詳しい職員がいらっ

しゃる。地熱に関してはこういうこと、バイオマスに関してはこういうこと、そういう職員いら

っしゃるんですか。 

○企画部長（川村直人君） 

まず、あとのご質問の、専門の職員がいるかということでございますけれども。これはもうエ

ネルギーの専門の知識を有する職員というのがいるかということについては、一般事務でござい

ますのでおりません。それから、ガーデンシティの件ですけれども、ガーデンシティについては、

これは市の土地開発公社は我々が担当で、市のほうでも一緒に進めておりますけれども、引き合

いがあったから公募をしたわけです。全然ないところで測量したわけではなくて、引き合いがあ

ったんですけれども、さまざまな条件が噛み合わなかったものですから、公募までには至らなか

ったということでございます。 

○委員（久保史郎君） 

今、それぞれグリーンエネルギーやらその地熱やら、お伺いしたいんですけども、私どももそ

のバイオマスについては大分のほうですか、現場を見てきました。やはり、している中でも大分

では木材林業が非常に、確か大分だと思うんですけれども、違ったら後で訂正しますけど、大変

だと、材料集めが。だから、都市部の住宅の取り壊した、そういう木材等まで運んできて発電を

しているというような現状がありました。こちらの霧島市としましても、たくさんの分野はある

んですけれども、小水力発電も見てきました｡しかし、これも家の２・３件分に匹敵する電力です

よね、若干のものはちょっと広がってあったと思うんですけれども。しかし、掛る費用対効果を

見ると、とてもじゃないけれどもどうかなと。国からの補助をいただいて、ほとんど 100％補助

ということを言われましたけれども、そうであれば、当然採算性はまた合うんでしょうけれども、
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ただし、実施事業者やあるいは行政が手出しをしてやった場合に、採算性は当初から計画の中に

合わないということは出てくるんじゃないかと思います｡そうしますと、当然、霧島市においては

例えば、水力発電それから地熱発電それから太陽光そこら辺の限られた、先ほど言われたように

環境にも配慮した、そういう対策が求められていくと思うんですよ｡ある程度は霧島市としては、

こういうものを取り組んでいくんだという基本的なものは大きな太枞的なものはですね、出して

いただかないと。相対的に今お話を聞いていると、とりあえずそれはそうですよ。国の基準が決

まってからと。国の政策が決まってからということになりますけれども、やはり霧島市は霧島市

の独自のものがあるわけですから、1 つの大きな骨子的なものはですね、そこで何本か柱を出し

ておいていただいて、そのほかに国のビジョン等が決まって、まだこれも含めたほうがよりいい

んじゃないかというのは含めていくというような感じに、私は捉えていくほうがいいんだと思い

ますけれども、いかがですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

私どもが取り組みを本格的に行ってきましたのは、やはり７月からの固定買取制度が始まった、

電力を主としたエネルギーの取り組みでございまして、先ほどから委員の方々が言われておりま

す、総体的なエネルギーの考え方というのは、やはりある程度、国あるいは県もそうですけれど

も、その辺のところを示していただいたほうが、個々の自治体で小さな取り組みをするよりも、

そういう大枞の中で取り組みをしたほうがいいのではないかというようなことで、私どもとして

は現在のところでは、目標値なるものをまだ設定していないというのは、これまでも申し上げて

いるとおりでございます。ただ、小水力のことでお話がありましたが、現在霧島市で進められよ

うとしている小水力発電はですね、960ｋＷのものでございまして、大体 2,000 戸、一般家庭が

2,000 戸程度のものであるとお伺いしております｡それから、重久地区という名称でございますが、

手篭川の関の坂を中心としたものでございます。落差が 105ｍありまして、純粋の高さとしては

100ｍ程度であると伺っております。県道を地中埋設していくというようなことでございまして、

地権者等と現在協議を進められておりまして、そういうところが項調に行きますと、年内にとい

うようなことでございます。ただ、責任管理者といいますか、そういうものを置かなければなら

ないというような法的なものがあって、そういうところの部分がこれからどのようなふうに緩和

されていくのかというようなことがあるようでございますけれども、そういうものがクリアされ

ていくことになりますと、年内になっていくのでなはいかと。ですから、事業費等のお話もお伺

いしましたけれども、20 年間の固定買い取りでございますので、採算性は十分あるというなこと

で事業者のほうからはお話をお伺いしているところでございますので、私どもとしましてはこの

小水力発電に関しましては、地権者の方々がこちらにいらっしゃるのかどうかというような情報

提供あるいは水利権はどういうようなところがあるのかという、そういうものに対しての情報提

供といったようなところで関与しているというので、先ほど申しました後方的なバックアップを

行っているというようなことでございます。 

○委員（久保史郎君） 

  先ほどの、これまでの庁舎内の取り組みの中で、小里議員も来られてそういうことを、お話を

されたというようなお話を聞いたんですが、その内容をちょっとお示しいただけますか。どのよ

うな内容だったのか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

まず、８月 27 日に農林水産省の課長補佐にお越しいただきまして、再生可能エネルギーの研

修会ということで、開催をしたというふうに私は申し上げましたが、農林水産省の食料産業局の

再生可能エネルギーグループの課長補佐でございます｡農水省の再生可能エネルギーの取りまと

めをされているというところのものでございます。また、固定買取制度の農水省のほうの総合的

な窓口でもあるということでお話をお聞きいたしましたけれども、特にこの中で、木質系のバイ

オマスの発電に関するお話をお伺いいたしました。このときはまだ、平成 25 年度の概算要求の

そういう内容等が明らかでございませんでしたので、課長補佐もお帰りなる際に、次年度の予算

等、そういうものが具体的なお話ができればよかったのですが現時点ではまだまとめられており

ませんので、この点については残念ながら話ができません、ということでお帰りになったところ
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でございます。それを受けまして、今回、平成 25 年度の概算要求が明らかになったので、その

内容について小里代議士にお話を伺ったところでございます。平成 25 年度の中では、あくまで

も概算要求のものでございますけれども、木質バイオマス産業化促進整備事業という新たな事業

を設けて進めようということで、地域における木質バイオマスの産業化を促進するため、木質バ

イオマス利用活用、施設等の整備や新たな利用システムの開発を支援しますというような、そう

いう事業内容になっているというようなことでございました。この中では、未利用間伐材を活用

した資機材の購入、整備に要する事業でありますとか、あるいは木質バイオマスの関連施設の整

備でありますとかいったような、そういう予算が要求をしてありますと。補助率は２分の１が考

えられておりますと。それから、木質バイオマスの関連施設の整備に 82 億円が要求されていま

して、トータルでは 135 億 7,000 万円というような、そういう具体的なお話でございました。そ

れから、個々の内容でございますけれども、木質バイオマスの関係で、5,000kW の発電施設を整

備する場合に、売電収入が大体 12 億から 13 億円であると。それから材料の調達でございますが、

原木換算で 10 万立米必要であると。この場合に、原木の調達にかかる費用が７億円から９億円

程度かかるというようなことでございました。そして、これは山本あるいはチップの加工施設、

あるいは運搬関係者等が支払われる金額でございますので、こういったものが地域に還元できま

すということでございました。また雇用につきましても、発電所の運営で 10 名程度。それから

原料の入手、そういうものを含めれば 50 人以上の雇用が創出されるのではないかというような

ことで、発電はもとよりでございますけれども、森林整備の推進でありますとか、あるいは山村

の活性化に寄与するんではないかと、こういうような支出をした場合に、収益的には年間１億円

程度であろうということでございました。収益率として 8 パーセント程度であると、こういうよ

うな内容でございまして、２分の１の補助がありますけれども、あとの補助裏の２分の１の資金

調達について市民ファンドとか、そういうような複数の企業とかいったようなものが投資をして、

そういうので事業的には採算が十分とれるのではないかと、こういう取り組みも積極的に進めて

ほしいというようなお話のことでございましたので、８月 23 日のものと先週の９月 14 日のもの

と関連した中での勉強をさせていただいたということでございます。 

○委員（久保史郎君） 

一応、そういう専門の方がこられて、そうやって採算性についてはそんないいものではないと、

トントンでいって、それだけの働く場が出てきたり、それはいいんですけれども、多分そういう

事業は無理だろうと、こちらではですね。燃料となるそういう木材等をそれだけ確保できるかと

いう。大分が非常に林業が盛んなところであってさえ、そのような現状があった｡それはそれで別

にいいんですけれども、実質的にお聞ききしたいのは、国会議員が来られまして、一番問題にな

るのはこの再生エネルギーをどんなに地元で作ろうとどうしようと、福島原発のあれがいい例で

すけれども、その電力会社の発送電分離についてなどはどなたも質問されないし、していなかっ

たのかどうか、その点についてはまた代議士のほうからも説明はなかったのか。なぜかといいま

すと、地元で電力を作っても地元にそれが使えないというのが現状なんですよね、これが分離さ

れない以上はですね。そういう現実があったわけですので、ですから東電の今回、国が国のお金

を投入して、予算化するときに、これ非常に今、発送電文量をするいい機会なんですね。それで

ないと、やっぱりその権利を有した電力会社が勝手に、電話会社と一緒で、通信網を民間事業者

には、その使用料を取るということで、今後の一番大きな、これがどんどん地域がそういう電力

需要をしだすと、これが一番の今後の問題になってくると思うで、そのような話は全然国会の議

員としてお話はなかったのかどうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

  その部分までのお話はございませんでしたが、国が 14 日に革新的エネルギー環境戦略という

ものをエネルギー環境会議が決定をしております。その中には、原発に依存しない社会の１日も

早い実現、グリーンエネルギー改革の実現、エネルギーの安定供給というような頄目が柱に上が

っておりますが、今委員が言われる電力システム改革の断行という中で、送配電部門の中立化・

広域化ということも明記されているようでございますので、今後、そういうものが具体的になっ

ていくのではないかと思います。 
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○委員（植山利博君） 

先ほどから、再生可能エネルギーに対して支援をするという話は出るわけですけど、後方支援

という言い方をされてるんですね。民間の住宅がソーラーシステムを導入する場合は、国も、市

も補助をしているわけですけれども、事業者が、そのソーラーシステムであるとか、今、小水力

の場合は、予算がついて２分の１の補助が可能になったということなんですけれども、市として、

例えばその事業者のメガソーラーであったり、ちょっと規模の小さいソーラーシステムであった

りとか、それからその他の再生可能な発電の事業を取り組もうとしたときに、市が直接的に補助

をしたり、もしくは国の補助を導入したりするような形にはなっていないという理解でいいんで

すか、現在のところは。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

小水力の発電事業者のお話では、国の補助事業も制度化をされておるということでございます

が、その制度を使って補助事業を使った場合には、売電価格に反映して、固定買取制度のそのも

のには馴染まないような単価になるので、それを使わないほうが、自前でしたほうがいいという

なお話でございましたので、なかなか今回の３か年に限った固定買取制度の価格の設定の部分に

ついては、事業者としては馴染まないのではないかと判断しています｡それと、市がそういう方々

に対して補助をするというようなことでございますが、事業者としてはあくまでも、それぞれの

地域の資源を使った形での再生可能エネルギーの発掘をするというようなことでございますし、

また、それらについては、それぞれの地域に貢献をしようというお考えもあるようでございます。

小水力発電についてもそういうなお話がございましたけれども。ただ、そこに特定の部分のとこ

ろでございますので、そこに補助するのが馴染むのかどうかというところが、例えば発電事業者

はたくさんあるわけでございますので、それが小さいから補助するのか、あるいは大きいからし

ないのかというところになってまいりますので、そこのところは現段階では補助をするかどうか

というのは、補助をすることは考えていないところです。 

○委員（植山利博君） 

この前の一般質問の中でも、企業誘致として捉えられないかということで、いやその雇用が発

生しない事業だと考えているので、企業誘致という観点からは支援はできないという答弁だった

わけですね。今、現在がそういう状況だろうと思うんですけれども。こういう今、環境というか

電力の事情、様々な原発のことも含めてですね、再生可能エネルギーの推進ということを国も地

方自治体も積極的に支援をしていくという方向であれば、今後、条例を見直しながら、そういう

発電の事業者に対してもメガソーラーにしてもそう、様々なほかの発電についても、企業誘致と

いう視点での捉え方とか、もしくは条件もそれぞれ今おっしゃったように、事業規模がどうなの

か、土地の利用がどのくらいの面積なのか。雇用についても今、一定の制限があるわけですけれ

ども、それを緩和するとかですね。そういうようなことも含めて、このビジョン策定の中で検討

する考えがあるんですか。今のこの庁内検討委員会の中で、そのようなことも含めて検討すると

いうような考えはないんですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

今、再生エネルギーを使って発電をするというところに、重点を置いてご説明申し上げますと、

この価格が 24 年度、25 年度、26 年度の３か年間にこういう事業を初められる方々の売電価格に

ついては、20 年間とかですね、規模によって違いますが、24 年間同じ価格で買取しますよとい

うことでございます。その３か年間を過ぎますと、どうなのかというところが全く見えない状況

でございますので、先ほど申しましたように、数字的なもの等もなかなか出せないというのが現

状でございます。ですから、この結果から言えばまたおかしいのかもしれませんが、３か年間の

それぞれの事業者がどのような発電の形態をとって、どれぐらいの発電が可能なのかというとこ

ろの部分を見極めたほうが一番いいのかなということも現実手的には考えておりますが、ただ民

間事業者としては、どんどんそういう事業を進められていきますので、ただ黙って見ているとい

うわけにもいかないのではないかと。そうしますと、やはり一定の考え方というものは、市とし

ての考え方を整理した中で、直接的ではございませんけれども、進められていく中に関与をして

いくことが望ましいのではないかというな考え方を持っておりますので、なかなかその、今言わ



 11 

れるようなところの部分を明確に、ビジョンの中に示せるかといえば、そこはちょっと難しい面

があるじゃないかと、現時点ではですね。考えています｡ 

○委員（植山利博君） 

端的に言えば、この固定買取制度の中で、買い取る金額についてその支援をしているので、初

期投資の部分については、今のこの３年間、事業開始される方には支援はないですよと。その代

わり買い取り価格で向こう 20 年間については、優遇をしているんですから、その中で採算をし

ながらやってくださいという理解でよろしいんですね。 

○企画部長（川村直人君） 

すみません、先ほどの小水力の担当部署の件で、現在本市については農林水産部と言いまして

けれども、ちょっと若干その点で補足をしたいと思いますが、小水力を利用するのは様々な施設

があります。本市については、農業用水路を活用した小水力発電ということでしたので、今農政

サイドのほうが担当しているということを申しましたけれども、あと、例えば河川とか、それか

ら上下水道の施設を利用したりとか、それから既設発電所の放流水とか様々ありますので、今本

市では具体的に話があるのが、農業用水路を活用した小水力ということでしたので、農政サイド

のほうが担当しているということでございます。仮に、これが一般の河川を使ったりとすれば、

またそのときには、担当は検討しなければならないというふうに思います。 

○委員（脇元 敬君） 

先ほどから検討委員会の話が出ておりますけれども、電力の絡みの話がずっとあって、どうい

う形で電力を作っていくかという話が主なんですけれども、霧島市として安定した市民生活、企

業の安定した生産活動のために、どれだけの電力が必要かというのは把握をされていらっしゃる

んですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

民生用だけで申しますと、先ほど申しましたように自給率が 52.1％でございますので、水力発

電、地熱発電で賄っているものが 52.1%でございますので、そういうところのものは、この地域

では賄ってはいるという計算になりますが、ただ、先ほどからありますように、霧島市で発電し

たものが、霧島市で使われているかどうかというところの部分については全く分かりませんので。

ただ、ここの中にどれぐらいの賦存量があるかどうかというところについては、今のところは調

査をしておりません。太陽光がいくらあるとか、水力がいくらあるとか、そういうものについて

は調査しておりません。あくまでも可能性としてのものは調査をしたものも一部ありますが、そ

れをすべて使えるわけではございませんので、そういうところは調査しておりません。 

○委員（脇元 敬君） 

どう使っていくかということと、どう確保していくかというお話ですので、この検討委員会の

中では、これだけの電力が必要だから、こういう形の発電方法、市内のものを活用してというこ

とも検討の一つだろうというふうに思いますので、先ほどありました環境の様々なことに配慮し

ながら、市全体のエネルギー全体のことも考えるということもありますし、そういうところを考

えれば担当の一本化だったり、担当の部署を作ったり、担当の職員さんがいらっしゃるというこ

とにもつながっていくんだろうというふうに思います。せっかく農林水産部の方もいらっしゃっ

ていますので、今バイオマスの関係でバイオマスタウンにもなりました。今どういう状況なのか

教えてください。 

○農林水産政策課長（木野田 隆君） 

バイオマスにつきましては、22 年度にバイオマスタウン構想を作って、先ほどからありますよ

うに、特に木材関係等の賦存量、その辺の把握をした中で、発電ばかりではないいんですけれど

も、木材の発電あるいはマテリアル化ということで、いろんな原材料の中に使える可能性がある

ということでの方向性はお示しをしたところでした。現在それを受けて、企業関係あるいはＮＰ

Ｏ関係の方々が様々な形の中で今、自主的な勉強会等を開いていただきながら、特に木材関係に

ついては発電までは至っていませんけど、特に木質ボイラーですね、ボイラー関係の中に、先ほ

どありましたけれども間伐を含めた建設廃材とかいろんな形の中で、ボイラーの導入を霧島市内

にできないかという形で検討されております。そこに一緒に我々も参加しながら、ぜひ市として
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も、モデル的に市民プール等の公共施設にも導入したいということで、これまで緑の分権事業な

んかを使った中で、庁内それから庁外のそういう関係者の方にも集まっていただきながら、木材

価格を、じゃあいくらならペレットとかチップにできるかということで検討もしました。そして

霧島市の中で、森林組合さんやらいろんな関係者の方々とお話をする中で、仮にそういうバイオ

マス発電なんかの原材料となるチップについては、やはりトン当たり 2,500 円くらいにないと、

チップとしては、まず間伐材は製造できないだろうというようなところの結論までは至っており

ます。そして、ペレットの場合はトン当たり 5,000 円というような形で、話を皆さんで決めまし

た。そういったことから、先ほどから出ておりますように、農水省のほうがこれまでそういうこ

とで農産漁村再生可能エネルギー導入事業ということで、特にバイオマス関係の自然エネルギー

について支援をしますよということで盛んに、先ほどからありますように、農水省の職員やらい

ろんなかたちからのアプローチを受けております。そういったことで、なんとか霧島市内におい

てもそういったものができないかなということでやっておりますが、小水力についても、先ほど

ありましたように、小水力の中でもまたミニ小水力というところが恐らく水路になると思います。

ですので、霧島市内の中には、７つの土地改良区と、それから合計 265 の土地改良区水利組合が

あるわけですので、その中でそういうミニ発電的なものができないかということも検討を今、し

てるんですが、なかなか小水力の中で一番問題になるのが、安定した流量の確保と、いわゆる土

地の高低差、落差なんです。ですので、水利組合、あるいは土地改良区も今流れている水路の中

で、まず渇水期に水がちゃんと取れるかということが一つと、それから落差がある程度ないと発

電ができませんので、水路においてはそういったことが、なかなか条件を満たすところが市内の

中ではたくさんあるんですけど、条件を満たすところは尐ないのかなということでありまして、

ただ、霧島のほうの田口土地改良区が１か所だけそのような場所があるということで、これまで

補助事業を使って調査もやりました。その中では、大体コンマ２トンぐらいの発電が可能なとこ

ろがあるんです。そうしたときに、一応、年間 500 万円程度の売電価格が見込めるところがある

んですけれど、初期投資が 6,000 万円ぐらいかかるということで、先ほどからありますように、

この国の補助事業使った２分の１、3,000 万円は貰えるんですけれども、あとの 3,000 万を土地

改良区がじゃあ賄えるかというところで、なかなか今話が進んでないというようなことで、現在

そのミニ小水力についてはそのようなかたちで進んでないということ。それから木質についても

先ほどからありますように、企業の方々に対しても、いろんな形で森林組合とかお話しをしてる

んですけど、先ほどあったように、5,000 キロのそういう木質発電をした場合に、約 15 億から

20 億かかるということで、２分の１は補助があるんですけど、例えば残りの 15 億としたなら７

億がなかなか資金源に、どういった形でするかというのが難しいもんですから、森林組合さんな

んかとも話をするんですけど、ちょっとそこの問題で進まないということで、いずれにしろそう

いうタウン構想の中で、賦存量を示した中でのバイオマスの賦存量は分かっておりますので、そ

れらを含めて、先ほどから申しますように、緑の分権とかそういった事業の中での導入もいろい

ろ考えておりますが、何せいい補助事業がある中でも、２分の１の補助ということで、その残り

の裏財源を民間の企業の方々がどんな形でうまく作るかというところが今、課題になっていると

いうことで、まだ具体的に進んでないというようなことで、ちょっと長くなりましたけど、今の

詳しい状況としましては、そういった状況にあるということでご理解いただきたいと思います。 

○委員（脇元 敬君） 

バイオマスタウンになったけれども、まだまだその利活用交付金等を活用して、企業が新しい

産業活動を起こしてはいないということでよろしいですか。 

○農林水産政策課長（木野田 隆君） 

まだ起こしてないということでよろしいかと思います。ただ、また今度 10 月２日のほうでも

木質ボイラー、そのような形の自主的な勉強会を、民間の方がやられるということで、まだ発電

的なものまではいきませんけど、そのような利活用の分については、民間の方々が尐し動いてい

るというところはあるということでご理解いただきたいと思います。 

○委員（脇元 敬君） 

分かりました。霧島市としてできること、企業の誘致だったり、そこに係る雇用のことだった
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りとかということもあるんですけれども、やはり安心した、安定した市民生活のために、電力が

これだけ必要で、それを確保するためにどうしていくかということも大事な１点かというふうに

は思います。その委員会の中でもぜひそういう観点を持ってやっていただきたいと思うんですけ

れども、そういったことを含めて今回、この夏、九州電力から計画停電のお話もありました。そ

の計画停電がこの日に、この地域であるかもしれないというのは、情報があったわけですけれど

も、実際その日になって、今日やりますよとか、やりませんよとかいう情報が霧島市のほうに実

際入ってくるのかどうか。もし入ってくれば、その情報をどういった形で、市としては対応され

て、対処して、広報なりされているのか。そこが分かっていたら教えてください。 

○生活環境部長 平野 貴志 君 

幸いにも今回はなかったわけですけれども、恐らくそういうものが実施するとなったときには

私どもの行政も含めて、一般の家庭も事業所も含めて、一斉にされるものというふうに理解して

おります。ですから、前もって何日か前に分かるというものではございませんので、そういうと

ころについては非常に私どもも懸念をしております。ですから、どのような伝達の方法ができる

のかというのも含めて、幸い今年はありませんでしたけれども、こういうものの対応と言います

か、そういうものをちょっと考えていかなければならないと思いますけれども。まずその前に、

やはり先ほどもありましたように、市民の方々に節電を呼びかけるという、そういう地道な取り

組みがまず一番必要なのではないかというふうに考えておりますので、今回も示された中では、

節電計画に入っていない幹線沿いにあるところが入っていたり、非常にそういうところでは、実

際にはございませんでしたけれども、非常に戸惑いもあるじゃないかと。実際はもうしないとい

うのが分かっているけれども、計画停電の中に入ってしまっているとか、いろいろそういう分け

方があったようでございますので、そういうところについても、もうちょっと深く、私どもも勉

強していかなければならないと思いますので、今後の課題になってくるのではないかと考えてお

ります。 

○委員（脇元 敬君） 

市民の生活が危うくなるということです。例えば、病気の方々、何かペースメーカー等、電気

を使ってらっしゃっている方は命にも関わることというふうにもなります。市として、その情報

がどういった形で入ってくるのかというのを、ぜひ積極的に捉えて把握をしていただくようにお

願いしたいと思います。また、それをどういった形で、九州電力さんから一斉に来るのかもしれ

ませんけれども、更にといいますか、まずは市としても広報するべきではないのかなというふう

には思うところでございます。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

計画停電に対応するために、私どもは所管をしております国分斎場で、計画停電が予定をされ

ている時間帯がございましたので、その時間帯をすべて外して、今回は対応さしていただきまし

た。それで、指定管理業者と私どもと、それから葬祭場の方々と調整をして、一番時間帯に利用

が多いところもあるんですけれども、敢えてそういうところはもう計画的に入っておりましたの

で、そういうところをすべて外して、そこは営業しないという形でのお願いをずっとしまして、

そういう取り扱いをいたしましたので、午前の早い時間に葬儀が始まったり、あるいは遅い時間

に始まったりとかいうなことで、市民の方々には迷惑をかけましたけれども、そういう対応もし

ているということでございますので、そのときにすぐ、広報をして済まないものもございますの

で、そういう対応をさせていただきたいということでございます。 

○委員（脇元 敬君） 

ちょっと今、確認をさせてください。今のお話、ちょっと私の取り方がおかしいかもしれませ

んけど、計画停電があった地域のところで、例えばその国分斎場があったから、国分斎場の営業

を尐し時間をずらすことで、そこの地域の電力の消費を抑えたということですか。ちょっと分か

りづらかったです、すみません。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

火葬中に停電になってしまいますと大変なことになりますので、そういう時間に２時間程度か

かりますので、前後準備を合わせて３時間は計画停電が示されておりますので、その予定の時間
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帯をすべて省いたということでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

  ここで連絡します。新町の豊さんという方から傍聴の申し入れがありましたので、これを許可

しますので、ご了解ください。 

○委員（植山利博君） 

その計画停電についてなんですけれども、今回はなかったわけですよね。だから、胸を撫で下

ろしているわけですけれども、私どもが今、議会報告会をする中で、市民の皆さんからそういう

ご意見が出たわけです。もし、本当にあった場合は、ハガキをそれぞれ貰ってるわけですから、

小まめにチェックすれば分かるわけですけれども、なかなか見ても字が小さかったり、現実には

本当に見にくかったりして良く分からなかったと。それで、もし現実になった場合は、市は何ら

かのお知らせなり広報なりをしてもらえるんだったんだろうかというようなご意見なんですよ。

ですから今おっしゃったように、市としては市が管理をする、市の施設公共施設の中で、特に計

画停電で影響を受けれそうなところ、もし停電になったら困るところについてはきちっとした対

応ができたわけですから、それは積極的な対応、前向きな対応であったということは評価するわ

けですけれども、そのことによって、先ほども出たように病院とか、いろんな事業者にはかなり

大きな影響が出ているわけですよね。だからそういう場合に、市民生活を守るというか、市の立

場として、やはり積極的に九州電力と細かな打ち合わせをされるなり、その日になってみないと

分かりませんよねということなんでしょうけれども、過去の例から、どの時間帯の、どういう日

のどの時間帯に可能性としてありますよね、前日、前々日の状況みたときに。そういうようなや

り取りをされた経緯があったんですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

総務課が、庁舎の節電の委員会を設置しております。総務課のほうに事務局はあるんですけれ

ど、不定期で会議を開催しておりますが、その中で、九電の方に来ていただいて、お話を直接お

伺いするとかいったようなものもございますけれども、例えば、今年もございましたが、どこど

この火力発電所が稼働を今中止しているとか、そういう情報的なものはありますけれども、じゃ

あそれがどの程度のものになって、次の日はどうかというのは、あくまでも電力の供給自給の見

通しを九州電力が発表されますので、それに頼らざるを得ないところがございますので、前もっ

て地方公共団体、自治体のほうに連絡が来るというのはちょっと、今の中ではちょっと考えられ

ないのではないかと。あくまでもそういうことにならないような形への市民の方々の節電をお願

いするしか今のところ手立てはないのではないかと。それで、計画が示されておりますけれども、

九州電力によりますと、各世帯にすべて個別に配付したと。それから、広報誌等が間に合えば、

またそういう発行の仕方を広報誌でまた改めてお示しすることも可能になると思いますけれども、

そういうところが今度は初めてでございましたので、なかなか時間的な制約の中では対応できな

かったというのも、先ほど申しましたように課題をいくつかいただきましたので、そういうもの

についてまた検討していきたいと思います。 

○委員（植山利博君） 

幸いにして今回はなかったということなんですけども、天気予報などのメディアの媒体の中で、

明日の需要何パーセントくらいで、範囲の中だというようなことが毎日一定の時期に出ていたと

思うんですけども。だから今後も、例えばこの冬、また来年の夏と同じような状況は続くのでは

ないかなと。その川内の原発が再稼動するのがいつかというのも全然もうあてにならない状況で

すので、だから、今後はやはり今年のようなことを踏まえて、その電力需要がどの状況に、レベ

ルにあって、現実に計画停電に踏み切れなければならない状況なのかどうかという、またその一

定の地域が踏み切った場合に、どこなのかという細かい情報のやり取りというのは、やはりやる

べきではないかと思うんですよ。そこをやった上で、現実にじゃあ明日の何時頃、計画停電にな

る可能性があるよと言ったら、もうとてもじゃないけど、広報とかそういうのでは間に合わない

わけですから、まだ広報車を出すとか自治会を通じてとか、特定の限定された部署になろうかと

思いますから、やはり一定の事前に、ただそのメディアとか媒体の情報だけじゃなくて、市とし

て九電とやり取りをしながら、もし可能性が本当に高い場合には、その特定されるその地域に対
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して、何らかの形の広報をするというような準備だけはする必要があるんじゃないかと思います

けれども、いかがでしょうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

今回の場合で申し上げますと、公共施設で計画停電の区域に入らないところを事前に調査がご

ざいましたので、九州電力のほうにその資料等をお渡ししたんですけれども、結果的にはそのも

のがあまり反映されておりません。ですから、送電線の関係でそういうのが恐らくできなかった

のであろうと思いますけれども、曜日によって、日によって全然その計画停電の区域が異なりま

すので、ある面、逆に市民の方々に不安をあおる面も出てくるんではないかというふうに考えて

おります。あと、事業所の方々で対応していただけるのが可能なのは、自家発電を準備していた

だいてやっていくというのも非常に大事ではあろうかと思いますけれども、そういったもの等の

いろんな組み合わせの中で防いでいくしかないのではないかと。ただ、事前にその計画停電の可

能性があるというので、前もって知らせるというのは、非常に私は現実的にな困難ではないかと

思っております。例えが非常に悪いかもしれませんが、断水の場合なんかは前もって分かって、

それを水を溜めておけばある程度生活ができるわけですけれども、電気の場合はそれがなかなか

できませんので、なかなか難しいので、例えばクールシェアというのがございますが、公共施設

とかデパートとかそういう一定のところの冷房等を使って、そこにの集客をして、一般の家庭の

電気を使わないといったようなことも可能でありますので、そういうところの部分で対応してい

くしか、現実問題としてなかなかができないのではないかというふうに考えております。ですか

ら、そういうのが瞬時に市民の方々に周知する方法ができないものかどうか、今後も重要な検討

課題とさせていただきたいと思います。 

○委員（久保史郎君） 

その件に関しては、議会報告会の場で市民の皆さん方から出されたご意見なんですけれども、

例えば、私は２つの方法があると思うんですよ。一つは九州電力は民間事業者です。ですから、

その計画停電にあたっては、すべての電気を使用している家庭に、全部計画表を配布してあるわ

けですね。ところが、やはりそれが市民の皆さん方があの一覧表を見て、ぱっと何月何日は自分

のところは何時から何時まで停電だと分かるかというと、なかなか見にくかったり、あるいはそ

れを貰っていることさえ知らないで、もう処分をしたり、そういうところが結構あるんじゃない

かと思うんですよ。ですから、市民のそういう議会報告会で出たのは、九州電力はすると、民間

事業者だから。市としてはどのような取り組みをしてくださるんですか、その計画停電に、とい

うことでですね、そういう私は質問だったと私自身は捉えたんですよ。であればやはり、民間事

業者の九州電力が、ああいうのをきちんとした形で全家庭に配ってくださるわけですから、そう

いうのは一切紛失しないようにとか、あるいは壁に貼っていただくとか、やはりいろんな各広報

等を、前もって分かるわけですので、あれが来る前に。紛失しないようにとか、市民サービスの

観点から、まずもってそこら辺は市民に行政として周知をしていただくと。そうであれば、見れ

ば、ある程度分かるわけですから。しかし、もう一旦もう廃棄したものなんかは、自分の家にな

ければ、何月何日の何時から停電されるということは、もう市民は分からないわけですよね。だ

から、議会でお配りする議会だよりであったり、市でお配りする広報であったり、いろんなアン

ケートを取るとほとんどの方が、見ていらっしゃらない方が結構あるんですよ。ですから、ああ

いう九州電力から来たのも、大方の人がそのような形できちっと対応されないと。あるいは特に

１回目でしたので、真剣に自分の生活に影響を与えるんだということまで感覚を持たなかった人

もたくさんいらっしゃるんじゃないかと思うんです。だから、まず１点はそこら辺を主として、

市民サービスとして、どのような行動を取るのかということを求められているんじゃないかと思

いますけれども、いかがですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

先ほど課題としてということで申し上げましたが、九州電力のほうがあらかじめ時間を持って

私どものほうに計画停電等のそういう日程的、あるいは地域的なもの等をお示しをしていただく、

それは一般の家庭の方々よりも早く教えていただくことが可能であれば、例えば広報誌でありま

すとか、あるいはホームページありますとかいったようなもので、事前に把握をしてお知らせを
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することは可能であろうと思いますが、今回の場合につきましては、もう同時でございましたの

で、どうしても広報誌自体に間に合わなかったというものはあります。改めて掲載するというこ

ともあったのかもしれませんけれども、そこのところについては、タイミング的なものでも合わ

なかったということで掲載をしておりません。それから、２通りの考え方があろうかと思います。

１つは 100％にギリギリであるよというようなことの部分でありますと、計画停電がされるのか、

されないのかというので非常に市民の方々が不安を持っておられますので、そういうところのも

のを明日、あさってのものがどうなるんだろうかというような不安のもので、行政のほうが対応

できるというのは、先ほど申しましたように非常に難しい面があろうかと思います。ただ、もう

遥かにその供給量を超えて、120%も 130%ももうあって、どうしてもこれ以上の節電ができない

だよと。ですから、もう計画的にこの地域、この地域というのがもう確定しているんだよという

のであれば、事前にいついつの何時から何時までは、この地域は計画停電ですよというようなお

知らせ、九電さんもそうですけれども、行政としてもそういう対応することは可能であろうかと

思いますけれども、まあ幸いにもそういうところになっていない関係で、非常にその電力の自給

の見通しが非常に難しい面があって、対応が異なってくるのではないかと。大幅に上回った場合

と、ある程度ギリギリのところと、また今回みたいに 80%台もありましたので、そういう状況と

で非常に異なってくるのではないかと思いますので、それらを含めて検討さしていただければと

思います。 

○委員（久保史郎君） 

それは分かるんですよ。分かりますけれども市民が求めているのは、同時だったからどうのこ

うのというんじゃなくて、行政として市民にやっぱりそういうのを周知徹底するという行動を取

ったのかどうかということを求めていらっしゃると思うんですよ。実際、そうやって議会報告会

に行って、市民からそう我々が問われたときに、じゃあ市は何をしたんだと言われたときに、例

えばこういう、一緒にそういう市民と皆さん方と行政も情報を知ることになりましたので、対策

は取れませんでしたよということは言えないでしょう。当然、今回の場合なんかも計画停電があ

るというのは前もって分かっているわけですから、九州電力に問い合わせをしたり、そういう形

の中で、行政としては市民の安心安全を守るためにも前もって連絡もしたいということなのかを

お話をされたら、たぶん情報的なものも、例えば計画停電にする予定だと、あるいはこういう一

覧表で計画をしているということであれば、市はその時点で情報を得られたら、防災無線を使う

なり、あるいは各種の公民館の有線放送を使うなり、いろんな形が取れると思うんですよ。です

から、そういう取ろうという思いあるのかどうかというのが、やはり市民から問われているんじ

ゃないかと思うんですよ。ですから、今回１回目でしたので、もちろんそのいろんな形で、手探

り状態もいっぱいあったでしょう。しかし、今後、また冬、また来年の夏とかいう形でずっと進

んでいくわけですので、やっぱりそこら辺は行政としては、取れるだけの最大限の努力はしまし

たと、最大のお知らせできることは市民にもお知らせしましたという対策をやはり取っていかれ

るという、そういう心構えが必要じゃないんですか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

議会報告会でそういう御意見があったというのも伺いをいたしておりますけれども、私どもと

しては九電さんが各世帯に個別に配布をされたということを受けまして、広報自体は先ほども申

しましたように、時期的なもので間に合わなかったんですけども、その全体の計画停電自体はホ

ームページではお知らせはしております。ただ、ホームページを見ている方が、じゃあどれぐら

いかという、また議論になった場合にその分はなかなか叶いませんけれども、ですから瞬時にそ

うしてお示すするのはそういうものでしかあり得ないのではないかと。ですから、明日、あさっ

て計画停電になるかもしれないというのを事前にお知らせするというのは非常に難しいことでは

ないかというふうに考えているというので、先ほどからご答弁申し上げているとこでございます。

また公共施設につきましても、事前に計画停電のそういう予定的なものはホームページでもお知

らせしてるんですけれども、そういうもの等につきましても、なかなか予約を受け付けていいの

かどうかといったような問題等もございますので、実際に非常に、そういうものを明確に対応し

ていくとなったときには、なかなか難しい面もあろうかと思いますので、やはりもうちょっと時
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間をいただいて、検討させていただく必要があるのではないかと考えております。 

○委員（久保史郎君） 

なぜそれを言うかといいますと、実は、私は６月の一般質問を取り上げる予定だったんですよ、

この計画停電については。でも私もはっきりしないから、上げなかった、自分でそう思ってるも

んですから、だから６月の時点でもう十分問われたら、当局は答弁書を作って、どのように市民

に周知徹底しますよということはできたと思うんです。ですから今、お聞きしてるわけですよ。

だから今、部長が言われるように、各家庭に民間事業者から、九電さんは全部あの計画停電の表

をくれました、大きなのを。だから、一個人としては、いろんなことがあれば、あんたの家にも

ちゃんと来ていたでしょうと言いたいわけですよ。しかし、議員であったり市行政であったりす

ると、やっぱりそれは言っちゃいけない分野だと思うから、今やはり今後、２回３回というあの

形の中でそういうのが出てくれば、前もってできる手立てはしようという、まずそこからの姿勢

でないと私はいけないと思うんです。私の立場もですよ。だからそういうことを今お聞きしてい

るわけですから、今後、検討課題としていただいたら結構だと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

○委員（宮本明彦君） 

久保委員が全部喋っていただいたというのがあるんですけれども、私はどちらかというと、当

日、市内全域、どこかの一部が停電になるよと、計画停電で実施しますよとなったときに、基本

的には九電さんがやることだと思っているんですよ、広報関係はですね。事前のテレビにしろ、

また街宣にしろですね。そういう中で市として考えておいていただきたいのは、漏れがないかど

うかっていうところを、もう一回九電ときちっと話をしておいていただきたいなっていうのが、

これはもうお願いなるかもしれませんけども。そういうことが、まずはできたんじゃないかとい

うことですね。うちもできていないんですけども。もう一回、その辺が今後できるかどうかって

いうのをちょっと。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

今、御指摘のように、今回の場合については、私どもも初めてですし、また九電事業者のほう

も初めてであったので、非常にそういう面では配慮不足の面もあったかと思いますけれども、送

電線のルートが私どもも分からないので、九電さんも恐らく、先ほど申しましたように分からな

い面もあったかと思いますので、適切でない情報が多分いっているところもあったように見受け

ます。ですから、そういうところを再度申し入れするなりして調整をしていただくようなお願い

をしていきたいと思います。 

○委員（宮本明彦君） 

それともう一つ、公共の施設がありますと。そういう中で、今回の計画停電の中で、除外され

ているところがあったのかどうか。例えば、市役所の本庁、それから医師会医療センター、その

辺だけは除外されていたのかどうか、まずお願いします。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

先ほど申しましたように、事前に調査がございましたので、国分本庁は計画停電の区域からは

外れております。ほとんどは総合支所とかそういうのは外れているんですけれども、中にはどう

してもその中に取り組まれているというのもございました。ですので、すべてではございません。 

○委員（宮本明彦君） 

もう一回。医師会医療センターは外した。[「はい」と言う声あり]ああ、分かりました。あと

支所関係も基本的には外れているということは、市民の方から電話連絡というのは基本的には受

け付けられたっていうことでよろしいでしょうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

受け付けをすることは可能です。 

○委員（宮本明彦君） 

最後、もう一点。今回、原子力のことについても、結局、この先ほどの再生委員会、再生エネ

ルギーの委員会なんですけれども、それについてもここでやられるということの認識でよろしい
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んでしょうか。ということは、例えば、総務の所管からは原子力の件は外れるよという理解でも

よろしいんでしょうか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

再生可能エネルギーの中の検討委員会の中には、その原子力に関する所管の部分は入っており

ません。 

○委員（宮本明彦君） 

聞き忘れがちょっと１点ありました。いろんな自然災害等で、停電になったり、断水になった

りしますよね。停電になったら、基本的には九電さんが回られるんでしょうけれども、その場合、

消防団であるとか、市の広報っていうのもやはり回られる、今までの実績として回られることに

なっているんですかね。 

○企画部長（川村直人君） 

そういった非常時の場合、本市におきましては安心安全課というのが総務部にございますので、

基本的には非常時の対応というのは、安心安全課を中心に対応がなされると思います。例えば、

水道などの場合は市の事業ですので、直接市のほうで、もう水道のほうで広報などはいたします

けれども、電気についてはやはり電気事業者がまずは第一ですので、そちらのほうでされると。

それで、幸いにもその長期にわたるような停電というのが、ここ最近ずっとないわけですよね。

ですから、その辺の対応というのは、安心安全課が九電さんとどの程度持ち合わせができている

のかというのがちょっと分かりませんけれども、停電については先ほどから出ているように、ま

ずは電気事業者のほうがやられるというふうには認識をしております。詳細については、やはり

安心安全課の方が所管になると思います。 

○委員（下深迫孝二君） 

今、新しい病院等には、発電機も設置されてると思うんですが、今後は原発事故、そうそう簡

単に終息するというふうには私は思ってないんですよ。ですから、いっときは停電だ、こういう

ことが続くのかなと思っているんですが、発電機ですね、大きな。あれを例えば設置すれば、そ

の停電の間も人命を救うこともできるわけですね。だから、霧島市内の各病院やら、あるいは公

共施設の老人福祉施設だとか、そういうところに、この発電機の設置、これは投資はしますけれ

ども、電気がきていない間は自分のところに売電じゃなくて、自分のとこで電気を起こして使え

るわけですね。やはりそういうことも考えていかないと、九電だけを頼っていると停電はいつか、

あるいは何でということで心配もしなきゃいけないわけです。ですから、今この涼しい間にそう

いうことも進めていかないと、また冬のこの１月、２月、この寒い時期になりますと、相当電気

の使用料が多くなるということもあるんですが、市をあげて、そういう病院関係者、福祉施設、

いろいろなところで、その発電機の設置というようなことについては、協議をされる考えがない

かということを一つお尋ねします。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

ちょっと所管が違うのでお答えしづらいんですが、国が示しております次年度以降の、平成 25

年度予算のそういう主な中でも、再生可能エネルギーと合わせて、蓄電の関係のそういう事業を

積極的に取り組むというふうにされているようでございます。蓄電のそういう性能といいますか、

施設設備等の工場が可能になってまいりますと、今委員が言われるような自家発電施設整備の部

分と重複しますので、非常にその、どのあたりのところまでを目指していけばいいのかというの

があろうかと思いますけれども。まあ一義的には今、現状では今のそういう自家発電の施設を整

備することがいいかもしれませんけれども、蓄電の技術がどの程度なのか正確に把握しておりま

せんけれども、そういうものが可能になってまいりますと、一定の時間的なもので蓄電が可能に

なりますと、発電をしなくてもそのもので賄っていけるというようなこともありますので、そこ

についてはこれからの国の動き等も見ていかなければいけない課題になってくるのではないかと。

二重投資になるとかいろんなものも出てきますので、そういう可能性も。あるのではないかとい

うふうに、所管が違いますので、非常に難しいんですけれども、そういうことでご理解いただけ

ればと思います。 

○委員（下深迫孝二君） 
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所管が違うということでございますので、突っ込んでは聞きませんけれども、蓄電の場合は限

られた電気の容量で、そして自家発電機の場合は止まっている間、自由にこれは燃料で作動する

わけですので、かなり容易に使えるんじゃないかという気がしますので、庁舎内でも、もし協議

されるような場合があれば、やっぱりそういう方向も考えなきゃいけないんじゃないかなという

ことを一つ、これは提案しておきたいと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

先ほど計画停電の中で、本庁はもちろん総合支所もそうですが、医療センターのことで出され

て、正式にちょっと回答を得ていませんので、お答えいただけますか。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

霧島市の医師会医療センターにつきましては、計画停電の区域に入っておりません。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

○委員（脇元 敬君） 

先ほどから計画停電の話で、一斉にその瞬時に情報を流す、伝達する方法はなかなかないんじ

ゃないかということでお話がありましたけれども。昨日も夕方４時 58 分だったと思います。九

州電力管内の電力の消費が 90%になりましたというインフォメーションを私の携帯電話がよく

受けます、昨日も受けました。この時期でもまだこういう状況なんだというのを昨日思ったんで

すけれども、そういった情報は流れてきます。それで、私が先日阿蘇に災害ボランティアに行っ

たときに、ちょうどまだ雤が降っている頃でしたので、避難勧告の情報がエリアメールで流れて

きました。これは阿蘇市が依頼をして、熊本県が流している情報だそうです。こういった形で瞬

時に流す方法もあるかと思います。携帯電話ですと、ある程度の方々が持ってらっしゃるかなと。

日頃メールというのをされない方も、おお、何か来たぞということで、いつもと違う形、同じよ

うなメールの来方は一緒ですけれども、開けてみると違うので、何が来たけ、ということですぐ

見られると思いますので、そういった情報もすぐ流す方法はあるかと思いますので、ご検討いた

だきたいと思います。あと、これはもう本当に人数が尐ないんですけれども、フェイスブックの、

これ武雄市役所のフェイスブックページですけれども、これも１万 8,000 人の方が登録されて情

報を得てらっしゃいます。今週末の敬老会は台風で中止です、というのがすぐ流れてきます。こ

ういった形で、瞬時に流す方法はたくさんありますので、いろいろ検討していただきたいと思い

ます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

○委員（植山利博君） 

先ほどの話で、原発の話なんですけども、これは総務ですか企画ですか、所管は。 

○企画部長（川村直人君） 

安心安全課のほうが、いろんな薩摩川内辺りとのこの協議会で、オブザーバーなんかとしての

出席なんかもされているようでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

○委員（宮本明彦君） 

資料の内容の確認なんですけれども、これは執行部の方も持っておられるんですかね。総務常

任委員会資料、２枚目、太陽光ＦＩＴ価格表、太陽光 10 キロワットから、下が 10kW 以上がい

わゆるメガソーラーの区分。10kW 以上がメガソーラーの区分でよろしいですか。1,000kW 以上

がメガソーラーの区分というような感じかなと。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

売電価格をお示ししたものでございまして、10kW 未満の場合は、同じく 42 円なんですけれ

ども、固定価格買取の期間が 10 年間です。それから 10kW を超えますと、同じく 42 円なんです

けれども、期間が 20 年と長いですよという意味です。ですから、この 10kW 以上の中に、メガ

ソーラーという区分も入りますよという。メガソーラー、1,000kW 以上であっても 42 円ですよ
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と。期間も 20 年以上ですよということでお示しをしているものでございます。 

○委員（宮本明彦君） 

分かりました。10kW 以上だったら 20 年ですよと。メガソーラーもこの区分に入りますよ、

でいいですね。もう一回、４ページをちょっと見ていただけますか。風力発電のところ、串木野

黎明風力発電、10 基で２万 kW 予定ですよね、10 基で。風力発電のとこですね。10 基で２万 kW

でよろしいですよね。こうまた２ページを見たら、風力も大体 20kW なんですよね。それが 20kW

が 57 円 75 銭、20kW 以上が 23.1 円。何かこんな２万 kW も発電するのに、かなり上だなと思

ったんですけれども。これはこの辺の数字も間違いないでよろしいんですよね。20kW でですね。 

○生活環境部長（平野貴志君） 

これも発電量によって、買取価格が違いますので、その区分でお示しをしてございますので、

当然超えますと、安い価格での買い取りになるということでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

   ないようですので、これで質疑を終わります。ここでしばらく休憩します。 

 

［休憩 １０：４５］ 

［再開 １１：０１］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。次に、陳情第 17 号についての自由討議に入ります。委員

の皆さま方のご意見があれば、発言をお願いします。 

○委員（下深迫孝二君） 

もうこの原発の問題も政府が廃止の方向で打ち出したわけですから、もう我々のほうもそろそ

ろ結論を出してはどうでしょうかということを思います。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにありませんか。 

○委員（植山利博君） 

つい先日、国のほうが 30 年までに原発ゼロを目指すということは打ち出しましたけれども、

非常にまだ矛盾を含んだ方針であって、明確な方向性を私は指し示していないと思うんですよ。

ここの資料にあるとおり、まだ再処理の事業は当分このまま続行するということになっているわ

けですので、原子力政策そのものについては、まだ非常に曖昧な方向性しか示していないと言わ

ざるを得ないと思います。それから、この陳情 17 号の提出をされているのは、例えばその新設

の３号機については白紙撤回、中止することということなんですけれども、再稼働についても言

及をされておりますので、この辺のことを、この陳情頄目、１頄目から４頄目まで、このすべて

について結論を出すには、やはりこれまで国の中央官庁の方向性も視察、それから九電とのまだ

聞き取り、そういうことを予定をしておりましたので、その予定をやはりきちっとこなしてから

議論をし、結論を出すべきだというふうに私は思っております。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですが、前回の委員会の打ち合わせの会議でも、国の機関の関係、それから九州電力

の関係を含めて調査をすべきだという意見が、確かあったというに認識をしておりますが、そう

いう意味で今回、結論を出すというところまでは至らないと認識をしてるんですが、何かご意見

がございましたらどうぞ。 

○委員（久保史郎君） 

一応、それぞれ結論を出すべき、それから決まったとおりであるべきということでございます

ので、一応全員でそれなりの継続、継続というよりもそれぞれのいろんな形で予定されたことは
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済ませてから、結論的なものはこれはもう出すのがやはり筋だろうと思いますので、私はそれで

いいのではないかと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですので、これで陳情第 17 号についての自由討議を終わります。ここでしばらく休

憩します。 

［休憩 １１：０５］ 

［再開 １１：０７］ 

 

 

△ 議案第 52 号 霧島市都市計画税条例の一部改正について 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩に引き続きを開きます。次に、議案第 52 号 霧島市都市計画税条例の一部改正について

審査いたします。執行部の説明を求めます。 

○総務部長（山口 剛君） 

それでは議案第 52 号、霧島市都市計画税条例の一部改正について、ご説明いたします。今回

の改正は、現在、合併に引き続き国分、隼人地区で課税している都市計画税について、平成 25

年度から課税対象を市内全域の用途地域及び建築物形態規制地域内に所在する土地及び家屋とす

ることに伴いまして、条例第２条中の「霧島市都市計画税を除外する区域を定める規則（平成 17

年霧島市規則第 60 号）で定める資産以外の」を「同法第８条第１頄第１号に規定する用途地域

及び建築物形態規制地域（都市計画区域内の用途地域の指定のない区域における容積率等の指定

（平成 16 年鹿児島県告示第 951 号）の表２の頄及び３の頄で定める区域をいう。）内に所在する」

に改めるものでございます。以上が条例改正の内容でありますが、詳細につきましては税務課長

が御説明申し上げますので、よろしく御審議賜りますようお願い申し上げます。 

○税務課長（満留 寛君） 

［資料に基づき説明］ 

○委員長（常盤信一君） 

ただ今説明が終わりました。これから質疑に入ります。質疑はございませんか。 

○委員（久保史郎君） 

ちょっと何点かお伺いをしたいんですけれども、今回、新たに隼人、国分を除くところ、溝辺、

霧島、そういう形で含まれたわけですけれども、非常に地域住民がまだこの都市計画区域のそれ

に対して、理解をしていらっしゃらないというような声が。先般の本会議でも地元議員がそうい

うことの一般質問があったんですけれども、ここら辺のこの説明会は、何回程度その各地域ごと

に行われて、当局としてはどの程度市民がこの件について、例えば用途地域、都市計画区域、そ

してその違い、内容、そこら辺をどのように理解していらっしゃると捉えていらっしゃるのか、

そこ辺をまず示しください。 

○税務課長（満留 寛君） 

  都市計画区域拡大の説明会につきましては、建設部の都市計画課のほうで住民の方々に対する

説明会が２回、それから、地区の自治公民館長さん、地域審議会の方々に対する説明会等が開催

されまして、その中で都市計画区域の拡大の説明がなされております。その際に、税務課のほう

も同行いたしておりまして、その中では、都市計画税の説明が求められた場合には、今回の条例

改正に伴います課税対象が用途地域及び建築物形態規制地域になるというご説明は申し上げてき

たところでございます。都市計画税のみの改正での説明というのは、議会の委員会及び議会本会

議での決定をいただいてから市民の方々には周知していくというようなことで、これまでの説明

は、単独では行っていないところでございます。 

○委員（久保史郎君） 
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例えば都市計画区域がこのように、今回は今までなかったところに拡大しましたよと。その中

でも用途地域が、このようになって課税されるんですよというのは、説明まではされたと思うん

ですよね、当然。その金額がどうであるとか、内容は別にして。ただそこら辺の地域の今回、区

域内に入る住民の理解が得られていないということを今、お伺いしてるわけですよ。といいます

のは、霧島の議会報告会に行ったときにでも、これはもう一部の人の考えなんでしょうけれども、

その内容がよく理解できないうちに、ただご理解ください、ご理解くださいという当局からの説

明であったと。ちょっと一方的に言った意見かも分かりませんけれども、そういうことを言われ

るということは、あるいは溝辺地区の地元選出の議員さんもあのような一般質問をされるという

ことは、市民の方から多くの、そういう理解していないという声だと思うんですよね。ですから、

そこら辺が税務課としても声が聞こえてきているのか、あるいは本当にそういう理解されている

ものと捉えていらっしゃるのかということをちょっと伺いたいと思います。 

○税務課長（満留 寛君） 

その点につきましては、都市計画税についての質問、私のほうは溝辺地区のほうでの会議には

同行いたしておりますが、霧島のほうには行っておりません。と申しますのも、今回、霧島地区

のほうは課税対象という形にはならないと、変更がないということから行かなかったわけでござ

いますが、溝辺地域におきましては、確かにそういった都市計画税に関する質問等もございまし

て、その中では先ほど申し上げましたように、区域が拡大されるところについては、課税対象と

してなることはないと、ない予定でありますと。まだ議会が最終的に決定されますので、予定で

あるということでは申し上げているところでございます。それから、その会の中であったのは、

今後もずっとこの区域を拡大されたところについても課税しないのかということでございました

が、今回の条例改正では、その区域拡大については入っていない中で、将来について断言はでき

ないわけですけど、また条例改正を再度しないといけない形になってくるという中では、今後ま

た区域拡大されたところが課税対象になるというのはないのかというようなことではご説明申し

上げているところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

用途地域内に入らないとその課税対象ではないということけれども、実質的に都市計画区域に

指定された場合に、それが他の課税標準額なんかに関わってくるということないんですよね。ち

ょっとそこら辺を確認しております。 

○税務課長（満留 寛君） 

説明会の中でもそのような質問がございました。今回、都市計画税の条例改正をご提案申し上

げているところでございますが、この都市計画税の課税の基本、基となるものが固定資産税の課

税標準額でございまして、もちろん、都市計画事業等が実施されまして、道路整備等が行われ、

道路の拡幅等がなされますと、そういった形で路線価が上昇して、そこの評価額が上がってくる

かと思いますが、今回の区域が拡大されたことによって、その固定資産税の評価基準、評価額が

変わるものでもございませんし、同じく都市計画税の課税標準額が変わるものでもございません

という説明はさせていただいたところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

その区域の、これ議会報告会の中で出た話で、区域の設定の仕方に地元の職員が全然いないと。

その中で、今回そういう区域が、何であんな山林部分が含まれているのかというような意見が出

されたわけですよ。ですから、私どもはその地元じゃないから、区域が自分自身の頭の中にちょ

っと思い描けなかったんですけど、当然これは養豚場建設の反対の方のご意見でしたので、片方

の山林部分が含まれて、何でその養豚場計画のそちらが含まれなかったのかということを言われ

たんですよ、明確に。それはあくまでも、その気持ちの部分が養豚場建設に反対というところか

ら出てきたと思うんですけれども、それはそれとして、ただその地元職員さんたちがその霧島町

に、この計画が関わるときに入ってない中でされていると。だから、誰がそういうことが本当に、

今示された都市計画区域が正当なものであったのかどうかということでまず、疑問のそういう声

も寄せられたんですけれども、その点についていかがですか。 

○税務課長（満留 寛君） 
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都市計画課区域の拡大につきましては、税務課のほうでは関係いたしておりませんで、建設部

のほうで進めているところでございます。その辺の区域設定についての部分については、よく存

じていないところでございます。 

○総務部長（山口 剛君） 

今回の都市計画区域の広がった部分については、税のほうの部分とは違う場所であるんですけ

れども、関わりとしては私も都市計画区域の庁内の委員はしておりますので、そういった意味で

は、ここが適当かどうかというお話の中には入っておりますけれども、直接の事務とかいうのは

ちょっとしておりません。それと今回、先ほど集中改革プランの中でありましたとおり、平成 23

年度にかけて都市計画区域の再編成作業を行い、平成 24 年度に新しい都市計画区域を導入する。

平成 24 年度にかけて都市計画税の見直し作業を行い、平成 25 年度から都市計画税の新しい課税

区域税率を適用するという集中改革プランがあったんですけれども、私どももこの都市計画区域

とは、この拡大とは今回の都市計画税の見直しの中ではリンクはしていなかったんですけれども、

まあ一緒にこうやっていったほうがいいのか、やっていかないほうがいいのかというのもいろい

ろ議論もしたんですけれども、この都市計画域の拡大の部分と都市計画税の不公平が今生じてい

る部分とは別問題であるので、都市計画税だけはこの集中改革プランのとおり、25 年度からやっ

ていこうというような議論をして、今回はお願いをしたところでございます。議員がおっしゃる

とおり、一部溝辺の方々とも話をしたんですけれども、やはり最初は広がる都市計画区域のとこ

ろに課税するというふうにみんな誤解されていたようでございます。ここ辺りは私どももちゃん

と説明不足だったのかなと思っております。それからその誤解は、地元の方々といろいろ話をす

る中で尐しずつ解けていったんですけれども、今度は、じゃあ今かけなくてもやがて用途地域に

指定してかけるんじゃないかというようなご懸念もございました。 

○委員長（常盤信一君） 

ここで暫く休憩します。 

［休憩 １１：３５］ 

［再開 １１：３６］ 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

○総務部長（山口 剛君） 

そういうことで、都市計画区域の拡大と税とは、今回は、本来は一緒にこうやっていくべきだ

ったんですけれども、今回はそのものが、中身が別だったものですから、都市計画税のほうだけ

ちょっと先に、本来あるべき姿に返そうという作業を今、行っているところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

  私は、溝辺のあの区画整理事業のされた、あそこについては、そういう税をかけなかった時点

で、これは旧溝辺町ですが、こちらの不備であったんじゃないかと思うんですよ。ここに示され

ているとおり、この都市計画区域の目的でいいですから、あくまでもそれをするために徴収する

わけですので。しかし、あそこの場合はどういう特例があったのか分かりませんけれども、そう

いう税は徴収しないでも、そういう事業は進めておられたという経緯だったんじゃないかと思い

ます。ですから、それはそれでいいんですけれども、今回示されたこの中でも、地方税法では原

則として市街化区域内に所在する土地、または家屋に課税すると。しかし、霧島のこのような実

態を見ますと、この市街地区域に指定するというのも、国分・隼人の一部になると思うんですよ

ね。しかし、原則としてはそういうところでかけてくださいよということになりますと、やっぱ

り山間部においては、この区域設定においては、これは十分やっぱり注意しなければいけないと

いう点があったんじゃないかと思いますけれども、そこら辺はどのように思っていらっしゃいま

すか。あるいは税をかける立場としてもですね。 

○総務部長（山口 剛君） 

まず、原則的には地方税法及び都市計画法の中では、市街化区域内にかけるというのが原則で

ございます。それで、鹿児島県内では鹿児島市のみが市街化区域を設定しておりまして、それ以

外はないところでございまして、区域については条例で定めるということで、定めているところ
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もそれぞれ千差万別のようでございます。先ほど申しました、合併前の国分と隼人が違ったよう

に、今、かけているところも千差万別だと思っております。その中で、一定の線を引くというこ

とからいきますと、やはり用途地域が最も適正であるというふうに考えたところでございます。

議員が今おっしゃられたのは石峯地区のことかなという気はしますけれども、それを言ってここ

を除外するとなると、例えば用途地域の中でも、例えば今回、隼人の小浜、小野、松永が外れ、

国分の下井、敶根が外れていったところで、外れなかった我々のところとも変わらないじゃない

かという議論なんかも出てくるかもしれませんし、なかなかそこは難しいところがあって、やは

りこれは税の原則で公平、中立、簡素というシャウプ勧告からの原則がありまして、簡素という

のは誰が見ても分かりやすいということになってきます。それで、同じ用途地域であるのに、こ

っちはかけてこっちはかけないとなってくると、その税の三大原則である簡素という部分は説明

できなくなってまいりますので、そうなってくると、やはり用途地域にかけるかかけないかとい

う判断をせざるを得ないということから、今回この用途地域、そして建築形態規制区域というこ

とで課税をするというような意思決定をしたところでございます。 

○税務課長（満留 寛君） 

先ほど説明が漏れておりましたが、お手元に用途地域図を配付いたしているところでございま

す。今回この課税対象を、用途地域及び建築物形態規制地域といたしておりますが、この今３枚

に、これが隼人地区、それから国分地区、溝辺地区というような形で３枚に分けておりますが、

この色が付いた部分、この色が付いた部分が用途地域でございます。それと、２枚目の国分地区

の分でございますが、ここで小さくて見にくいかと思いますが、先ほどご説明申し上げましたよ

うに、国分駅周辺と国分シビックセンター周辺、それから舞鶴中学校周辺、それから一部広瀬の

ほうもございますが、ここの斜線が引いてある部分につきましては、これが建築物形態規制地域

ということで、用途地域とこの建築物形態規制地域、色が付いている部分について課税されると

いうことでございます。申し訳ございませんでした。 

○委員（久保史郎君） 

その用途地域で国分、隼人、それから溝辺、私はそこら辺は問題ないとは思うんですよ。特定

の地域がそういう不平等感があってはいけないわけですので、それはもういいと思うんですけれ

ども。要は、今回の見直しの中で、隼人の小浜、小野、松永というところが外されましたよね。

これはもう以前から議会でも散々、どなたかとは言いませんけれども、ああいうどうしようもな

いところが何でその区域に入っているのかと。どうしようもないと言えば語弊がありますけれど

も、そういう悪い意味ではなくて、例えばそこに計画していて、その都市計画でできるものか、

目的があるのかということは、当然、誰が判断しても分かるわけですよね。ですから、今回例え

ば牧園、横川、霧島にしても、そういうところにやっぱりそういう区域まで入っているところが

あるんじゃないですかということを心配するわけですよ。地域住民からやはりそういう反対の声

が上がってくると。だからそこのところは、たとえその区域が広がろうが狭かろうが、そんなた

いして税に影響はないわけですので、やっぱりここら辺は計画的にはいずれはこういう一つの、

まあ 30 年でもいいですよ。30 年後にはこういう目途が立ちますよというような、やはり市民に

納得していただけるようなそういう区域指定でないと、山もひっくるめて、あるいは今後どうな

るか分からんというなところまで入っているのをちょっと心配、懸念しているところです。そう

いうことを今お伺いしている。そういう懸念はないですか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  今回、議案として上げさせていただいておりますのは、都市計画税条例の改正でございますが、

都市計画区域の拡大につきましては、先ほども申し上げましたが、建設部のほうで区域拡大の案

を作られまして、それの説明会を開きながら地元の皆さまにご説明がされているところでござい

ます。そういった今回、区域を拡大するのについて、どのような主旨でということについては、

十分な説明ができないところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

実はこの説明会に入る前に、委員会で確か私はお願いというか、要望したんですけれども、こ

ういう地図を持っていっても、市民にはどこの道路からどうなって分からないという答えが、そ
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の地域ごとの拡大図を持っていって、明確にそこの人たちが分かるように、まあ、課長も参加さ

れたということで、そういう体制の説明会だったんですか。その点をお伺いします。 

○税務課長（満留 寛君） 

会場の両脇にはそういった形で１万分の１ですか、地図を。これはこの用途地域の１万分の１

の分でございますが、このサイズの大きさのものをそれぞれ何箇所か両脇にも貼って、市民の方々

がそれを見られたら区域の拡大部分が分かるような形での説明はなされていたところでございま

す。 

○委員（久保史郎君） 

その説明会が 2 回行われたということですけれども、特に用途地域に関わる人たちは、どの程

度その参加人員が。例えば、その用途区域内に入る人たちの世帯数の何パーセントの人たちが来

ていらっしゃったということまでは分かっておられますか。 

○税務課長（満留 寛君） 

説明会が溝辺のみそめ館と竹子小学校で行われたわけですが、その用途地域内、今回の図面で

溝辺地区のほうを示しております麓第一土地区画整理事業を行われている麓地区と、あと離れて

石峯地区がございますが、そこの方が見えていたかどうかというのは承知していないところでご

ざいます。 

○委員（仮屋国治君） 

この問題は、先ほど久保委員からいろいろ出ておりますけれども、私、当初は、２つだけの問

題だろうと思っていたんですよね。都市計画区域の指定と課税区域の指定だろうと。ところが、

もう一つ落とし穴があるような気がするんですよね。先ほど説明がありました集中改革プランの

ところで、２つに関して、公平統一化を図るということですよね。だから、都市計画の区域が本

当に公平に統一化されたんだろうと思うんですよ。幹線道路沿いでありますとか、支所等の施設

があるところを中心に都市計画区域を指定されて、１市６町の公平化が図られたような気がして

おります。ところが課税区域は、用途区域と建築物形態規制区域というところに簡素化して、指

定することにしたということで、当初私もそうだろうなと思いでいたんですけど、ところがもう

一つ落とし穴があるとすると、その用途区域というのは公平なのかというところですよね、１市

６町の。だから、この新しくなった石峯地区、ここが本当にこれと同等の街並みのところが霧島

市内にはほかに用途区域でなくてあるのではないかという思いが非常にしているんですよ、今。

霧島総合支所周辺。それから牧之原しかり、それからこのご説明の中で、牧園の下水道区域を今

後の検討事頄としていますよね。これは公平になってないんだろうと思うんですよね。そしたら、

用途区域で縛るのはいかがなものかという思いがするんですが、ここで検討事頄とする考えがあ

るならば、石峯地区も検討事頄で保留にされるべきではないのかなという思うが今、しているん

ですけど、いかがですか。 

○委員長（常盤信一君） 

  ここで暫く休憩します。 

［休憩 １１：４９］ 

［再開 １１：５５］ 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。仮屋委員の質問について、ちょっと整理もしていただいて、

午後から開催をすることにします。ここで暫く休憩します。 

 

［休憩 １１：５６］ 

［再開 １３：００］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

   休憩前に引き続き会議を開きます。午前の部の仮屋委員の質疑に執行部の答弁を求めます｡ 

○総務部長（山口 剛君） 

  まず、ご指摘の部分はやっぱり大きな問題であるという認識をしております。ただ、日本の税
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制というのは戦後、シャウプ勧告に基づいて税制がずっときております。その底辺に流れるのが

公平・中立・簡素という三原則がございます。そういった中で、例えば簡素というのは、いかに

わかりやすいかということになっています。納税者の方々に対していかにわかりやすいか｡そして

公平・中立というのがその字のとおりでございます。公平・中立・簡素というので、今回この都

市計画税制を合併後調整する中で、調整するとした場合、最もこの原則に近い方法が現在考えて、

今回お示ししているものであると考えております。それぞれやはり、尐しずつは公平性、中立性

そういったところも改善の余地があるかもしれませんけれども、お出ししたのがそれで最も問題

が尐ないものであると認識いたしております。 

○委員（久保史郎君） 

  ちょっと確認させていただきますけれども、今回それぞれ用途地域なんかを見直しをされたわ

けですけれども、その中で総体的には金額で減っているわけです。そうしますと、隼人にしても

上記以外の３，４の所では今までは課税をしていたけど、今回見直しで課税をされなくなったと

いうことになりますと、当然、旧隼人町においては、その課税をしていたところは間違いだとい

うことになるんですけれども、そうやって課税されて徴収した金額はどうなりますか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  都市計画税の考え方というのも、狭義に考える分と広く考える部分とあると思います。基本的

には都市計画事業をすることによって、その土地の価値があるということなんですけれども、直

接的にその部分、そこの部分を都市計画税を入れてする部分と尐し離れた部分でも、例えば公園

を作ったり、いろいろすることによって間接的にはその土地の価値というのが上がっていくとい

う部分もあろうかと思います｡今回、用途地域ではないことから外したことなども、やはり旧隼人

町なり、新市霧島市になってからの都市計画のいろんな事業をする中で、間接的な恩恵を受けて

いると考えておりますので、今までのものは今までの考え方に沿ってお出しいただいた税と考え

ておりまして、それを今後云々というのは考えていないところでございます。 

○委員（下深迫孝二君） 

  今、この表を見ますとですね、３ページですか、国分・隼人・溝辺が載っているわけですけれ

ども、ここに載かっていないところはどのようになっているんですか、まず一点｡ 

○税務課長（満留 寛君） 

  まず今、用途地域がある地区というのが、国分・隼人・溝辺でございまして、それ以外につい

ては、用途地域が設定されておりません。 

○委員（下深迫孝二君） 

  例えば、公園を造ってほしいとか、いろんな要望が出てきますよね。当然、下水道の整備だと

か、都市公園いろんなものを造らなきゃならない時に、入っていないところはどうするんですか。

それとも、もうそういうところは造らないということで断言できるんですかね｡ 

○税務課長（満留 寛君） 

  この都市計画税という目的税につきましては、都市計画法及び土地区画整理法に基づく事業と

いう形になりますので、それ以外の事業につきましては、都市計画税を取る取らないで別の補助

事業とか、起債事業とか、そういったものが充当されて実施されていくものと考えています。 

○委員（下深迫孝二君） 

  起債事業にしても何にしても、結局、借金もしなきゃいけないわけですよね。そうした時に例

えば、霧島ではれば駅周辺、都市計画区域に入ってもちょっともおかしくない感じですよね。そ

れに例えば、牧園のほうにしましても温泉地、観光地だと言われるようなところ、総合支所のあ

るあの下の辺ですね｡そして、あるいは福山町にしてみれば、あの総合支所の近辺。そういう所が

あるのに、そういうのをなんでいっぺんに見直しをしないで、こうして中途半端な見直しでこう

出てきているのか。やはりそうしないと、今言ったように一方では山の中のような所までかける、

一方ではまったくそういうのを手はつけてられないということになればですね、これは不公平感

を生じるということで、やはり苦情も出るのは当たり前じゃないかという気がするんですが、そ

こら辺はどのように捉えていらっしゃいますか。 

○税務課長（満留 寛君） 
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  今回、都市計画区域を霧島市として見直しの作業中でございます。それで、霧島総合支所の周

辺、それから溝辺総合支所の周辺、その部分についても都市計画区域ということで設定をする中

で説明をされているところでございます。それと、あとは牧園と隼人結ぶ部分、霧島市の中で都

市計画区域が、一つのエリアという形で結べるような形での設定が考えられた中で、今進められ

ておりますので、そういった区域につきましては、今後、都市計画税の充当は別にしましても、

都市計画事業としては実施していけるものと考えます。 

○委員（下深迫孝二君） 

  であるとするならば、やはりこういう議会に提示される時に、同時にこうして出てくれば、例

えばどこ地域もこうなんですよという説明ができると思うんですよ｡そうでないと、一方じゃ出て

きてない、一方じゃ出てきて、説明に行ってもいろんな苦言が出るというわけですから。これを

例えば、出すのをもう尐し遅らせて、全体が出揃った中でされるという考えはなかったのか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  冒頭でご説明申し上げましたように、先ほど申し上げました都市計画区域の見直しは今、作業

中でございます。本来ならば新しい都市計画区域の導入についても、24 年度に設定される予定で

あったわけなんですが、それが 25 年度にずれ込む予定でございます。ただ、集中改革プランの

中でも、都市計画税については 25 年度から新しい課税区域、税率を適用するということでの集

中改革プランでも設定がされていたところでございましたので、その中で協議していく中で、都

市計画税の課税対象区域を用途地域という形でした場合には、今回の都市計画区域の霧島市とし

ての拡大、一本化というのとは別のものという形で方針が決定しましたので、今回都市計画税の

ほうについては、提案させていただいたものでございます。 

○委員（久保史郎君） 

  確認しておきます。いただいた資料の中で、都市計画税の課税区域というのがあるんですけれ

ども、この中で鉄軌道用地というのがありますよね。これは当然ＪＲの線路の部分、あるいは駅

舎とかそういう部分になっていますけれども、これは今まで減免を多分されているんじゃないか

と思うんですよ。ですからそこら辺は、この内容からいくとどういう対応になるんですか。 

○委員長（常盤信一君） 

  暫時休憩します。 

［休憩 １３：０９］ 

［再開 １３：１０］ 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩全に引き続き会議を開きます。 

○委員（仮屋国治君） 

  鹿児島市で指定してある市街化区域、これの定義と、どのような方法を使って区域を指定され

るものなのかというのを教えてもらえませんか｡ 

○税務課長（満留 寛君） 

  詳しいことはよくわからないんですが、市街化区域というものにつきましては、都市計画法に

基づき指定される区域、区分の一つであるという形で、その都市計画法の定義としては、既に市

街地を形成している区域及びおおむね 10 年以内に優先的、計画的に市街化を図るべき区域とさ

れているようでございます。都市計画区域として指定された区域の内、既に市街地になっている

区域や、公共施設を整備したり面的な整備を行うことにより積極的に整備開発行なっていく区域

として区分されている、ということでございます。 

○総務部長（山口 剛君） 

  ちょっと補足致します。都市計画法の第 7 条に区域区分というのでありまして、この中に都市

計画に市街化区域と市街化調整区域との区分を定めることができるとなっていっていて、その内

の市街化区域というのが、今、満留課長のほうが申し上げたもので、あと残りは市街化調整区域

となって、市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域とすると。ですから、都市計画区域の中に

も市街化を進める所と市街化を抑制する所と二つに分けていくというようなことをしております。

ちょっと手続については、今こう見る限りでは書いていないものですから、今はちょっとわかり
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ません。 

○委員長（常盤信一君） 

  暫時休憩をします。 

［休憩 １３：１３］ 

［再開 １３：１７］ 

○委員長（徳田和昭君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。ほかにございませんか。 

○委員（仮屋国治君） 

  どうなんでしょう。この課税区域の変更見直しのところが、どうも不完全のような気がするん

ですけれども、不完全なままでいって市民に公平感を持たせていくのもいかがなものかという思

いがあるんですが、国分隼人区域は用途指定区域、その他の地域は区画整備事業をしている所と

かそういうことで設定を見直して、用途地域は今後調整を図っていくというようなことでできな

いものかと。すでに議案だ出ているから、私の立場ではあまり言いたくないけれども、そういう

考えもあるのではないかと思うのですがいかがですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  個々具体的な状況を加味していくと、税制としては厳しいものがあろうかと思います。仮に石

峯地区そのものが用途地域である以上は、やはり簡素な税制をしたいという気持ちがございます

ので、ぜひ、こういう格好でしていただきたいと。税制で例外を作ってしまうと、用途地域だけ

れども、例外的にここを外しますよという話をしていくと、同じような地域がうちもその例外と

同じ所であるという主張が始まってくると、税制そのものがなかなか成り立っていかないような

気もいたしますので、やはり制度の中で例外を作るというのは厳しいのかなという気はいたしま

す。 

○委員（植山利博君） 

  今現在の、課税対象地域がどのような表現になっているのかお示しをいただきたいと思います｡  

○税務課長（満留 寛君） 

  現在の都市計画税条例の第２条に納税義務者等という形で規定されております。都市計画税は、

都市計画法第５条の規定により指定された都市計画区域の内、霧島市都市計画税を除外する区域

を定める規則で定める資産以外の土地及び家屋に対し、その価格を課税標準として当該土地また

は家屋の所有者に課するというふうに規定されておりまして、その霧島市都市計画税を除外する

区域を定める規則のほうに、合併前の国分市に属する都市計画区域における土地の内、課税地目

が宅地と、先ほど説明した部分でございます。 

○委員（植山利博君） 

  今ですね、先ほど資料１に書いてあるわけですよね、その除外はどうするかということで。今

回、霧島市全体の都市計画税を統一するに当たって、これまでの課税の在り方についての、今読

まれたところをそのまま運用するという議論はなかったんですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  そのまま運用していくとすると、どこかに合わせないといけないとなってきますので、そうす

ると国分方式にするか、隼人方式にするかという議論になってきます。そうしてくると、おそら

く新たに入った霧島などのその辺りにも、宅地であれば税をかけることになろうかと思いますし、

牧園、横川、溝辺、福山も宅地であれば、都市計画区域内の宅地であれば税をかけることになり

ますので、それをするためには新たにかける用途地域ではない都市計画区域の中に、新たに仮に

かけるとしたら、かけるためのビジョンを示せないとかけることは不可能でありますし、今はや

はりビジョンを示すとしたら、用途地域にしないとビジョンも示せないと思いますので、そうい

うような議論はしたところでございます｡ 

○委員（植山利博君） 

  私はこれまでも何度か一般質問の中で、この都市計画税について議論をさせていただいたと思

うんですが、これまでの議論の中ではですね、私個人が別の議論の中で受けていたのは、当然こ

れまで都市計画課を課税する課税範囲というんですか、それはまあ言えばこれまでの隼人方式か
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国分方式、もしくはその折衷案、そういう考え方で都市計画税の霧島市の統一がなされるものだ

ろうと私は思いながら議論してきたわけです。だから、この用途でやるということに対して、都

市計画区域はもっているけれども用途の指定がしていないという地域が、国分隼人以外は、用途

の規定がないと、溝辺以外はですね｡であれば、その矛盾の拡大というか合理性が非常に担保され

ない状況が出てくると私も考えるんですけれども。であれば、今までの隼人方式もしくは国分方

式もしくはその折衷案、どっちか精査した中で、これまでの課税の、今読まれたその文章のまま

運用した方がはるかに簡素それから中立そして公正、それが私は担保されるのかなと。そして、

これまでの課税の状況も合理性が担保される。先ほど久保委員のほうからも言われましたけれど

も、隼人・国分が大幅に、隼人は 50%ぐらい、これまで課税していたところがもう課税はなくな

るわけですから。納税者にしてみれば、課税がなくなるということは、それは出す分が尐なくな

るわけですからいいわけですけれども、これまで何十年もその矛盾を抱えながらも納税していた

ことは何だったのという、そういう合理性が失われるのではないかなと。公平性が失われた税金

をこれまで支払っていたんではないのかなという矛盾を引き起こすという思いが強いわけですけ

れども、そこら辺がどうも今回のこの課税の在り方、課税の区域を設定するのに用途地域を持ち

出して、もしくはその容積率、用途が指定されていないところについては、容積率とか建ぺい率

で縛った地域だけに限定したということに、それは増税ということに対する危惧、大変難しいと

いう配慮があったんだろうと思うけれども、その公平・簡素・中立という観点からすれば、この

歴史的な流れも考えた場合に、矛盾が広がるのではないかなという思いがするんですけれどもい

かがですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  今言われた部分を、私どもも議論をいたしました。同じような意見がありました。今まで本来

取るべきではなかったという議論も出てくるかもしれないという議論もしました｡ただ、先ほど久

保委員のお話の中でもありましたけれども、直接的だけではなくて、やはり間接的に今回下井、

敶根この辺りも都市計画のすぐ隣接地にありますので、間接的に恩恵を受けているというような

議論もしたところでございます。法の主旨そのものは市街化区域にしなさいということになって

おります。市街化区域そのものは、先ほどもました、市街地を形成している地域及びおおむね 10

年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき地域となっていて、これに最も近いという理念で

いくと、用途地域がこの理念に最も近いのではないだろうかということで、今まで課税した部分

というのと矛盾は生じるけれども、私どもとしてはそこについてはそういう間接的にもいろいろ

な恩恵をもらってきたという考えできております。例えば、最も遠い所は横川ですけれども、今

の都市計画税を投入しているところからすると、間接的に恩恵をもらっているとまでは言えない、

地域的に遠いということがございますので、そういった所と同じ議論というのは、それは説明が

つくんではないだろうかというようなことで私どもは考えたところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  私どももですね、隼人時代から都市計画税については大変多くの議論をしてきました。税率に

ついては対して２%が妥当なのか、１%は妥当なのか、それから小浜であるとか隼人の地域の中

で、今現在課題をしているところは本当に合理性があるんだろうかという議論を、本当に長い間

してきました。そういう中で今おっしゃるように、都市計画税というのは目的税であり応益税が

あるわけですから、その都市計画事業において恩恵をいかに受けているか、その恩恵が自分の資

産に対して直接的に反映させられるものなのか、もしくは直接ではないけれども、その都市計画

事業の恩恵を間接的に受けている。そういう論理で小濱とかいかがなものかという所も何十年に

も渡って、納税をしてきた課税をしてきた経緯があるわけです。それで今回、例えば、石峯地区

と、たまたま例を出された横川地区であるとか、他にも牧園であるとか、霧島であるとか。霧島

は今まで都市計画区域でなかったから、ここはできないんですよと。だけど、他は都市計画区域

があったわけだから、合併間もない頃から課税をすべきではないかという議論もずっとしてきた

わけですね。そして今回、都市計画区域が霧島市全体として一体的なものになるということによ

って、例えば牧園の総合支所周辺であるとか、一部大きなビルがあったり、商店街が形成されて

いるような所も同じように課税をされていくんだなという思いが、私はあったわけです。いきな
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り用途で限定してきたということが、やはりこれまでの執行部の答弁にしてもギャップがあるし、

非常に違和感を覚えたというのが正直な気持ちなんです。だから、その間接的な受益、都市計画

事業における間接的な受益ということを言うのであれば、下井であっても小濱であってもですね、

これまでそういう形で当たり前として納税してきた、このことに対するその合理性。それから、

例えば石峯のこの地域から都市計画税を今度新たに課税するということにとって、他の横川とか、

横川もですけれども、牧園とか霧島とかの中心部の商店街とか総合支所周辺のある所には課税を

しない、ということについては非常に違和感を覚えると。果たして中立性・公平性があるのかな

という気がしてならないわけですけれども、いかがですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  先ほど、間接的な恩恵という話をしておりました。それで、旧隼人町であったり旧国分市であ

ったりすると、その間接的な恩恵という議論が成り立っていたんですけれども、合併して 600 平

方キロになった時点で、その間接的恩恵という理論がなかなか成り立たなくなったというのが、

私どもの考えでございます｡そうなってくると、例えば、旧どこどこ町の役場周辺を都市計画事業

をもって発展させようとするとなると、やはりそこを用途地域に指定して、そしてそこに税をか

けるべきだと。そうしないと、納税者の納得が得られないのではないかと。都市計画区域の中の

用途区域内だけで事業を優先的にやっていく中で、都市計画区域内であればできるんですけれど

も、用途地域がやはり優先していくことになっていった時に、そういったビジョンがない、ただ

区域内の宅地であるというだけで税を重ねるという、逆に不公平感も出てくるのではないかとい

うような議論もして、もっとも説明のしやすい制度が今の制度であろうかと、いうような議論を

したところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  所管が違いますので、用途地域を今後どういう基本的な考え方で張るのか張らないのか。今、

総務課では答弁ができないと思うんですよ。この将来的に今、くしくも部長が、現在では最も公

平で中立で簡素な課税のエリアだと言われました。現在ではということで、幾らかまた矛盾を抱

えているということをですね、部長自らがある程度お認めになったんだろうと。ただ、改善する

余地はあるということであれば、この審査を結ぶまでに建設部に来ていただいて、今後の用途の

張り方をどういうような展望を持っておられるのか。もしくは市街化区域というのは鹿児島市に

しかなくて、県の事務だと伺っておりますので、市街化区域の概念が、例えば霧島市で用途を張

る場合に、今の部長の答弁によると旧庁舎があるところが、本当に合理性があるのかと、合併し

てからは尐し合理性に欠けるのではないかというような発言もありましたけれども、例えば総合

支所の在り方の問題であるとか、地域の活性化の問題であるとかいうことを議論すれば、用途を

張って、せめて近隣商業地域ぐらいにしなきゃいかんのだというような考え方があるのかないの

か。ぜひ建設部を呼んで、審査をしていただくことを求めたいと思いますがいかがでしょうか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  今、合理性があるかないかというのも、私のほうも若干疑問があると言う意味で申し上げたの

ではなくて、そこの議論がないままでするというのは厳しいです、というつもりで申し上げたつ

もりでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

  今、この議案に関して、建設部の意見も踏まえて判断をしたほうがいいんではないかというよ

うな意見だと思いますが、この件について何か他に意見がございますか。 

○委員（仮屋国治君） 

  とりあえず、その件は後ほど自由討議の時間のところで諮っていただいて、今こちらに対する

質疑を継続していただきたいと思います｡ 

○委員長（常盤信一君） 

  それでは、そういうことですので継続して質疑を行います｡質疑、他にございませんか。 

○委員（宮本明彦君） 

  まず、地図の件です｡12 番、工業専用地域、これはないということでよろしいわけですね｡ 

○税務課長（満留 寛君） 
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  霧島市においては、工業専用地域の設定はしていないようでございます。 

○委員（宮本明彦君） 

  もう 1 点｡溝辺の麓地区、これは私が聞いている中では、土地区画整理事業が終わった段階で

っていうふうにも、何か聞いたことあるんですけれども、今回まだ溝辺は終わってないですね。

今年度で終わりでしたっけ｡終っていない中で、25 年度から一斉に課税の徴収を始めるという理

解でよろしいんでしょうか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  その溝辺のお話につきましては存じ上げておりませんが、冒頭申し上げましたように、合併協

議によりまして、都市計画税の課税区域及び税率については、新たな地域と税率については新市

において調整するものとするという形での合併協議がなされ、それに基づいて集中改革プランを

設定されて、これまで進んできたところでございます。 

○委員（宮本明彦君） 

  私も仮屋委員、植山委員、そこと似たような感じで、やはり用途地域で今回設定をされるって

いうのであれば、確かに市街化区域とか用途地域の指定を、やっぱり今の課税されている区域と

かに先に、設定するのができたのかどうかわかりませんけれども、やはりそういう方向が良かっ

たのかなとは思っているんですが、そういう議論は当然あったという理解でよろしいでしょうか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  現在、それぞれ建設部のほうで、都市計画区域の拡大についての議論はなされてきたところで

ございますが、こういった形での用途地域の見直しというところの議論はなかったところでござ

います。 

○総務部長（山口 剛君） 

  本来、この都市計画区域とこの都市計画税の問題は一緒にする予定でありましたけれども、都

市計画区域の拡大のほうが遅れていたという中で、今、案の中に都市計画区域の拡大はあったん

ですけど用途地域の新たな設定というのがなかったものですから、税制そのものには何ら影響は

及ばないと、遅れていったからといって、そこが時間差があったとしても何ら影響が及ばないと

いうことで、当初の計画どおり、都市計画課についてはこのような統一を図ったところでござい

ます。 

○委員（植山利博君） 

  新たに課税をされる所、溝辺には説明会をなされたという理解で、してない。まだしてない。

議会の経緯を踏まえてということなんでしょうけど、よく言われるのは、決まってから言っても

らったって、もう議会で決まったことなんでしょうと。なぜその前に、こういう状況でこういう

ことを考えていますというのは、情報公開といいますかね、そういうことがないのかという御意

見を耳にするわけです。執行部としては、議会で結論が出てからということなんでしょうけれど

も、今度は市民としては、決まったものを今から何の説明だというような側面もあるんですが、

それはそれとして私が言いたいのは、新たに影響を、課税をされるところは、されるつもりでは

いらっしゃるということですが、除外される所に、今まで課税をしていて除外される所に何らか

の説明をされる考えがあるのかお尋ねします｡ 

○総務部長（山口 剛君） 

  住民の説明に際しては私どもも、どういう格好をしたらいいのかとものすごく悩んだところで

ございました。今回、溝辺につきましても、基本的には都市計画区域の拡大という説明ですので、

その中に来年の４月施行ですので、半年前に議会にお出しして議会の御同意を得たいということ

だったんですけれども、その前にしていいのかどうかというのもいろいろ議論したところです。

特に、まだ掛けるほうはいいんですけれども、安くなるほうは議会前にそういったことは避ける

べきであるということで、もし仮に可決になったら最大限の努力をして、中身のお話をずっとさ

せてもらいたいと思っております。溝辺についても基本的にはその拡大の説明会だったので、税

務課が行ったほうがいいのか、どうなのかというところまで議論しました。仮に出た時に、都市

計画化の職員ではそれに対してお答えができないと。今、持っている、こういう案を持っている

ということなどを仮に聞かれたときに、というようなスタンスで最初の頃は行っております。今
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は議会にお出ししましたので、議会にお出ししている案はこういったことですよということで、

土曜日も対象の所に行ってお話をさせていただいたりしたんですけれども、ここが非常に私ども

もどういう手項がいいのかというのを非常に悩むところで、特に住民の方々の利害関係の部分を、

議会の御同意ない中で、こう、どこまでどうやってどう説明したらいいのかというのが、非常に

悩んだところです。そういったことから、先ほど最初に久保委員のほうからお話があった部分も、

あくまでも都市計画区域の拡大のところで、仮に税のことが出たら、今の段階ではこういう考え

を持っているというスタンスでいきましょうということでして、私も行ったほうがいいですかと

言ったら、部長まで来たらこれは都市計画区域の説明会じゃなくて、税の説明会になってしまう

といけないということで、止められたりもしたんですけれども、そういったことで、尐しそうい

った時期を考えながらやっていって、現在に至っているようなところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  もう一回確認させてください。この提案をされてからは、行かれて、税の説明もされたという

理解でいいんですか。今、土曜日とおっしゃったんですよね。だから、この議会に提案をされた

後は出向いて、都市計画税の課税についての説明もされたという理解でいいんですよね。という

のは、溝辺の方々も都市計画区域の設定が、そのまま全部課税対象になるんだというような誤解

もあったようですので、そこら辺のところもきちっと理解をしていただくということが必要だし、

それともう一点の確認は、課税から外れるところについても、決まれば何らかの説明、誠意のあ

る説明をするという理解でよろしいんですよね。 

○税務課長（満留 寛君） 

  最初に、都市計画区域が拡大されて区域が設定されていくところについても、課税されていく

んじゃないのかというのが、説明会におきましてもそういった質問も出ておりました。それにつ

きましては、現在、提案予定、まだ提案前でしたのでその説明会については。提案予定のものに

つきましては用途地域ということでありまして、今回、区域拡大されるところについては、課税

対象には予定いたしておりませんという説明をしたところでございます。それと、提案されてか

らの、先ほどの土曜日の件でございますが、これは溝辺の石峯地区、溝辺の図面の北部のほうに

一つ離れた所でございますが、こちらの地区の自治公民館のほうから、今回、都市計画税条例の

改正がなされて、石峯地区のほうにも新たな課税対象となっていくということを聞いたが、とい

うことで、この総務委員会前にその辺の説明をしてもらって意見交換をしたいということで、私

と都市計画課長が土曜日に石峯地区の自治公民館のほうにお伺いして、今回の提案内容、ほぼこ

の説明資料に近いものでございますが、説明をさせていただいたところでございます。それから

今回、用途地域とすることで、課税対象から外れる部分の説明につきましても必要なのかなとい

うふうには考えております。 

○総務部長（山口 剛君） 

  尐し補足して説明させていただきますと、約１年以上前からこの都市計画税についてはずっと

議論をしてまいりました。その議論の中では、税務課と都市計画課と、当時の都市整備課ですけ

れども、一緒になっていろいろと議論してまいりました。今年の 3 月以前に、都市計画区域の拡

大の部分で、尐し説明会だったのか、説明があった時に、税はどうなるんだという話をされた時

に、当市の都市整備課のほうがそれについてまだ何も意思決定してなかったので、何も言わなか

ったという経緯があります。そのときに、おそらく住民の方々は、新たに都市計画区域が広がる

部分についても課税されるんではないかと。国分・隼人方式でいけば、当然課税されることにな

りますので、課税されるんではないかというご不安を持たれたと思います｡その時点で、私どもと

しては、この用途地域の方向で段々とまとまりつつあったんですけれども、やはりこう、はっき

り言えないという部分がございましたので、議会に出す前なんですけれども、市としての意思決

定というのをまずしたいということで、３月の末か４月の初めの頃だと思いますけど、市として

の考え方を、これでいこうという考えを意思決定したのが、３月から４月にかけてのことです。

というのが、５月に再度、都市計画区域の拡大の説明会をしないといけないと。そのときに、税

について、それは分からないというのでは説明ができないということで、その方向でいっていた

んですけども、市としての意思決定はそこでやったところでございます。ただ、これは市として
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の意思決定であって、最終的なものでも何でもないものですから、そのような状況いったところ

が、その不安の解消にならなかったのかもしれないと反省はしております｡仮に、可決をいただけ

れば、最大限の努力をしていろんな説明をしなければならないと思っております｡ 

○委員（脇元 敬君） 

  土曜日に石峯地区に行かれて説明をされたということなんですが、住民の方々からはどういう

反応があって、どういう御意見があったのか教えてください｡ 

○税務課長（満留 寛君） 

  石峯地区の自治公民館の、それぞれ自治会の役員の方々が中心だったのかなと思いますが、こ

の用途地域の設定が昭和 63 年ぐらいに設定されているようなんですが、それについても、用途

地域の指定がされているということも知らなかった、ということをお聞きいたしております｡それ

で、用途地域を外していただけるような形での嘆願書なり、陳情書を提出したいというようなこ

とでの御意見でございました。 

○委員（脇元 敬君） 

  ちょっと確認をさしてください。隼人駅そして国分駅、この用途地域名でいうと違うのですか

ね、ちょっと用途の地域名が。そこをちょっと教えてください｡ 

○税務課長（満留 寛君） 

  隼人駅につきましては、近隣商業地域という形になっているようでございます。それと国分駅

周辺につきましては、同じく近隣商業地域の部分もございますが、先ほど説明いたしました建築

物形態規制地域というのが、また周辺を取り囲んでいるというような状況でございます。 

○委員（脇元 敬君） 

  私がちょっと見たら、国分は商業地域なのかなと、ちょっと用途が違うのかなと。国分と隼人

の当時の違いがあるでしょうから、当然ちょっと若干の違いはあるのかなと思います。それ含め

て、このまた溝辺地域はまた用途の決定も違うんだろうと思うんですけれども、先ほどもありま

した鉄軌道用地とかですね、そういうところも含まれてくるんですけれども、この鹿児島空港が

含まれていないのはどういったことなんですか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  申しわけございません。先ほどの国分駅につきましては、議員から御指摘のとおり商業地域で

ございます。それと国分駅周辺は、建築物形態規制地域が周辺にあるということでございます。

それともう一点、空港の周辺が用途地域設定されていないのはということでございましたが、そ

の理由につきましては、ちょっと把握いたしておりません。 

○副委員長（塩井川幸生君） 

  石峯のことでございますが、用途指定をされてこれだけ経っているわけですが、この税収は 1

億 3000 万ぐらい減るわけですよね。溝辺を 2,200 万ですから、１億円 1,297 万、1 億 4,000 万

ぐらいですか、こんだけ減るんですが、減るところが今、下井、敶根、小浜、小野、松永、この

分がこんだけあったということですか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  減る部分につきまして、先ほど御説明いたしました下井、敶根、小浜、小野、松永、そういっ

たところの部分が減るというのも当然、この中には入っております｡それと、その３ページのほう

をごらんいただきますと、面積が出ておりますが、この都市計画税課税面積の 17 年１月と、25

年１月見込みを比べていただきますと、2,043.1ha から 1,613.5ha に課税対象面積が減っており

ますので、これに伴っても減る。また、そこの土地の上にある家屋についても課税対象外となり

ますので、減るものと考えております。 

○副委員長（塩井川幸生君） 

  この下井、敶根、小浜、小野、松永の大部分ですよね、面積は。小浜は、とにかく私も何十年

と見ていますけれども、一つも変わらない、良くもならない状況であるんですけれども、小野地

区とか松永とか下井、敶根というところは、石峯などと比べると、小野などはすごく住宅がどん

どん建ったりしている場所がたくさん残っているんですが、用途指定を、部長ができないような

話をされましたよね。するような考えはないと。そうなった時、また今の状態でしないと不公平
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が。こう言った話を持っていたら不公平がもろに出てですね、石峯の方々がもろに怒ってくるの

は当たり前ですよね。１億 4,000 万も削っておいて、ここの 1200 万ですか、溝辺を増やしたと。

あと、今度どんどん住宅が建っていくような所は０だと、そういった部分もその不公平感だけで

も、反対がだいぶ出てくると思うんですよ｡用途地域の指定は、その都度その都度またされるにし

ても、住んでいる方なんかがいいよとは、また一騒動あると思うんですが、そこらはどう考えて

いますか。 

○委員長（常盤信一君） 

  暫時休憩します。 

［休憩 １３：５８］ 

［再開 １３：５９］ 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます｡ 

○総務部長（山口 剛君）    

  おっしゃるとおり、個々の問題がいろいろあろうかと思います。その個々の問題をこの都市計

画税の中に入れ込んでいくと、税として説明ができるような制度ではなくなっていって、ここは

やがてこうだからこう、ここはこうだからこうというようなので都市計画税を入れていったら、

税制としたら難しくなるので、霧島市として用途地域に税をかけますと。ここがこうだったら用

度地域に入れるべきではないかという議論でしていくのが、最もいい話ではないかなという気は

いたしますけれども。 

○副委員長（塩井川幸生君） 

  私もそう思うんです｡だから、今さっきも委員の方が言われていましたけれども、同じスタート

台にみんな揃えてからやられたら、市民もみんな納得すると思うんだけれども、ここをするがと、

ここは０にして、他のところのあちこちあるのを、同じスタートラインに並べぱっとやられたら、

みんな納得しやすいと思ったものだから。何かみんな反発が出そうな議題をぱっと持ってこられ

るものですから、なかなか納得はいかないよねと思うんですよね｡私の要望は、他の議員さんも言

われましたけれども、すべてこの計画税を霧島市はこういう格好でいきますよと。スタートもど

この市町村もこういう格好でいきますから、用途指定をされたらこうなりますよと、みんな周知

の上でスタートしてくれたら、何もかも上手くいくのじゃないかと思ったものですから、そこら

をもうちょっと待てないかとか、そういう再考する事はないかと、部長のほうに聞かれましても

同じ答弁だと思うんですけれども、そこが今回足りなかったのじゃないかと。不平不満が出るの

は当たり前の案件じゃないかなと思いましたので、そこを再考するところがあったら再考してい

ただいて、まずは市民あっての提案でございますので、市民から小言が出ない、みんな納得する

ように説明をしていただきたいと思います｡ 

○総務部長（山口 剛君） 

  今回の都市計画税の税条例の変更につきましては、今回の都市計画区域は都市計画区域の拡大

だけに限るというのを前提にお出しした部分でございます｡そこをご理解いただければと思いま

す。 

○委員（植山利博君） 

  今、部長が言われるのはわからないでもないんだけれども、今の塩井川委員の話を聞いていて

も、例えば、もうちょっと合理性を持たせるためには用途地域を見直しをしなきゃいけないとい

う話になっちゃうと思うんですよね｡そうすれば、今、出たように、例えば私が思うには、霧島の

庁舎周辺であるとか牧園の一部であるとか、そういうところに新たに用途を張らなきゃいけない

という、他の地域とのバランスを考えたときには張らなきゃいけないという方向性が見えてくる

と。そうすれば、今度除外した、例えばその小野とか、それから日当山の松永とかの一部を除外

したのに、また用途地域の見直しを全体として、同じような公平性を持って用途地域の見直しを

すると、今回、除外したところにまた用途地域を張らなきゃならないというようなケースも出て

くるんじゃないかと思うんですよ。そうすれば、今まで何十年も都市計画税をかけとって、今度

の見直しで除外しますよと、今までのを見直しをしましたよと。でまた何年か先に都市計画課を
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また課税しますよというようなことが起きる可能性があるのではないかなと、いう気がしてなら

ないんですけれどもいかがですか。 

○委員長（常盤信一君） 

  暫時休憩します。 

［休憩 １４：０３］ 

［再開 １４：０８］ 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩全に引き続き会議を開きます。 

○委員（植山利博君） 

  例えば、国分の場合も、今まで都市計画区域の中であっても農地ということで課税はされてい

なかったわけですよね。これを用途地域ということで、農地であっても課税をするということに

なるわけですけれども、農地に対して都市計画税を課税するという論理的な背景をいうのをお示

しいただきたいと思います｡ 

○総務部長（山口 剛君） 

  議論の中では、用途地域という地域限定にしましたので、その中で、地目ですべきでないと。

簡素な税制を目指したいということから一つあります｡それと、用途地域内にあるということは農

用地ではないということで、いつでも転用が可能というような場所でございますので、これまで

も介在農地などもかけておりましたので、介在農地に準ずるような形で農地は考えていけると思

っております。それから、隼人のほうも農用地以外の農地に今でもかけておりましたので、その

辺りの整合性も考えていくと、用途地域内の農地というのはかけてもいいという、私どもの結論

に至ったところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  私も全く同じ考え方を有するものですけれども、この地域内の、用途地域内での農地の固定資

産税はどうなっていますか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  都市計画税については、固定資産税の課税標準について課税対象、課税標準について、ただ税

率が 0.2%、固定資産税の場合は 1.4％という形になっておりまして、固定資産税につきましても、

同様に農地については課税されているところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  もちろん、固定資産税は、用途地域の農地については農地という形で固定資産税がかかってい

ますかどうかということを聞いてるんですけれども、国分の場合もですよ。用途地域の農地には、

もちろん固定資産税がかかるわけですけれども、例えば雑種地と農地では税率が違いますね。だ

から、用途地域の中の農地にはどういう税率で課税されていますかということを確認したかった

んですけれども。 

○税務課長（満留 寛君） 

  登記が例えば農地であって、現況がもう農地でなくなっている部分とか、そういったいろいろ

なケースがあるかと思いますが、固定資産税につきましても都市計画税につきましても、１月 1

日基準日の現況によりまして、その現況の地目で判断いたしておりまして、登記の地目が何であ

ろうが、その現況地目によって判断しているところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  私は何を言いたいかというと、今回、国分の用途地域の中の農地が、都市計画税を新たに課税

するようになるわけですね。その考え方は、今部長がおっしゃったとおりだと思うんですよ。だ

から、現況課税をもちろんされているわけですけれども、地目によって農地は農地としての税率

で課税されているんでしょうけれども、この用途地域を張るということは、政策的に土地利用を

誘導しようという政策なわけですよね。ですから、自治体によっては農地に対して雑種地並みの

課税をしたりとか、宅地並み課税をしたりとかいうようなことが政策的に行われているところも

あるわけです。ですから、私が何を言いたいかというと、今回の用途地域における都市計画税を

かけるということを契機に、そういうことまで踏み込んで検討する必要があるんではないですか
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ということをいいたいんですけれどもいかがですか。 

○税務課長（満留 寛君） 

  現在は、現況が農地であれば、当然に農地への評価額に基づいて課税いたしているところでご

ざいます。ただ、介在農地、宅地介在農地と申しますけれども、農業委員会の３条、4 条の申請

があって、転用許可がおりたところにつきましては、農地の課税はせずに、現況での課税をいた

しているところでございます。 

○委員（植山利博君） 

  すいません。この議論はちょっと横道にそれているというような、承知をした上で、今回都市

計画税の課税の在り方を霧島市として全体的に整理をしようということで、用途地域を着目して、

そこに課税をしようとしているわけですから、用途地域の指定をするということは、その自治体

が土地利用を誘導的に政策的に進めようという観点から用途地域を張るわけですから、例えば、

近隣商業地域の中に現況として農地があったり、商業地域の中にも農地があったりするわけです

よね、実態としては。だから、そこら辺の課税の在り方ということもですね、今後はやはりこの

作業の方向性の中で、やっぱり考慮しながら対応していくべきだと私は思っているので、このこ

とを契機に、そういうことの課税の在り方についても、ぜひ、検討していただきたいということ

は、尐し議論は離れましたけれども、つけ加えておきたいと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか｡ 

○固定資産税 G 長（江口元幸君） 

  先ほどの久保委員のご質疑の中にございました、ＪＲ九州の軽減の件ですが、調べました結果、

九州旅客鉄道株式会社が所有をされております土地家屋につきましては、平成 28 年度までＪＲ

特例が適用されておりまして、10 分の３の額で課税がなされております。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか｡ 

［「なし」と言う声あり］ 

  それではないようですので、これで議案第 52 号についての質疑を終わります。ここでしばら

く休憩します。 

［休憩 １４：１６］ 

［再開 １４：１９］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。次に、議案第 52 号についての自由討議に入ります。委員

の皆様方のご意見があればここで発言をお願いいたします。 

○委員（植山利博君） 

  まずですね、先ほど議論の中で言ったように、この用途地域を将来的にどうするかという問題

もですね、かなり大きな要因となると思います。ですから、今の段階で、この石峯地域と同じよ

うな地域が課税対象にならない。また、用途地域がないということで、今まで課税してあった地

域が課税から除外される。それで、今後見直しをしてですね、用途地域を今までないところにこ

う張っていくと、同じような統一した感覚で、一定の合理性のもとに張っていくと、今度除外し

たところもまた用途地域を張れば、また課税をしなきゃならないというような状況が出てきます

ので、ぜひ建設部を呼んで、今後の霧島市全体の用途指定がどういう方針なのかということを聞

いた上で、この議案に対する処理をしたほうがいいと思いますので、ぜひ呼んで審査をしていた

だきたいと思います｡ 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか。 

○委員（下深迫孝二君） 

  ということは、また委員会を開かなくちゃいけないということになろうかと思うんですが、今

日この後、建設委員会がもし早く終わるとすれば、その後ちょっと来ていただくというような対
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応は、できないんでしょうか。 

○委員長（常盤信一君） 

  暫時休憩します。 

［休憩 １４：２０］ 

［再開 １４：２２］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。議案第 52 号の都市計画税条例の一部改正が提案をされて

いるわけですが、税に関わらず、その対象の地域の用途について、皆さん方のほうから意見が出

されています。したがいまして、今出された、用途地域をどうするのかという問題も含めて建設

部を呼んで、質疑をしたほうが判断できるんではないかという意見だと思いますが、そのように

取り扱いをしたいと思いますけれどもいかがでしょうか。 

○委員（仮屋国治君） 

  できましたら、総務部も同席させて合同審査にしてください。 

○委員長（常盤信一君） 

  今、総務も一緒にということでしたが、それでよろしいですか。 

［「はい」と言う声あり］ 

そのことが可能かどうかについて、尐し検討をしたいと思いますので、しばらく休憩をしたい

と思います。 

［休憩 １４：２３］ 

［再開 １４：４０］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。今、自由討議の時間でございますけど、先ほど意見が出さ

れまして、総務部・建設部が両方テーブルについてということでしたけれども、建設部のほうが

今日の常任委員会等で時間がありそうだということで尐し困難なようですが、委員会につきまし

ては予備日も 20 日の日に設定をされておりますので、予備日を活用したいと思いますがいかが

でしょうか。よろしいですか。 

［「異議なし」と言う声あり］ 

はい。それでは予備日を活用したいということで、時間等についてはまたに後ほど、議論をし

ていただきたいと思います。他にこの件について発言ございますか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですので、これで議案第 52 号についての自由討議を終わります｡ここでしばらく休憩

します。 

［休憩 １４：４２］ 

［再開 １４：４５］ 

 

 

 △ 議案第 54 号 霧島市火災予防条例の一部改正について 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。議案第 54 号、霧島市火災予防条例の一部改正について審

査をいたします。執行部の説明を求めます。 

○局長（田中義春君） 

消防局では、平成 24 年６月 28 日に、職員が同僚に火傷を負わせるという事件が発生し、７月

10 日には加害者であります副士長が、傷害容疑で逮捕され、同７月 21 日には略式命令により、

罰金 30 万円の処分がなされました。それに伴い、８月２日には、加害者である副市長の処分を

行い、その他の関係職員につきましても、24 名の厳正な処分を行ったところでございます。現在、



 38 

事件発生を真摯に受けとめて反省し、原因究明を行うとともに、職員一丸となって、今後は意識

改革に向けて努力をしていくところでございます。議案につきましての概要説明はこの後、総務

課長が行いますので、よろしく御審議賜りますようにお願い申し上げます。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

議案第 54 号、霧島市火災予防条例の一部改正についてご説明いたします。第 11 条の２、急速

充電設備についてご説明いたします。対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具

等の取り扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令、これは平成

24 年総務省令の第 17 号でございますが、これの公布により、電気自動車用の急速充電設備を、

対象火気設備等として新たに追加し、急速充電設備を設置する際の位置、構造及び管理に関する

基準を新たに規定するため、本条例の一部を改正しようとするものです。具体的には、電気自動

車の充電に利用される急速充電設備を設置する際の位置、構造及び管理に関する基準について規

定しようとするものであります。電気自動車の充電設備は、100 ボルトまたは 200 ボルトの普通

充電設備と、急速充電設備がありますが、霧島市内においては、平成 24 年９月現在で２台の急

速充電設備が設置されており、鹿児島日産自動車国分店と日産レンタカー鹿児島空港前店です。

トヨタ自動車、三菱自動車の販売店につきましては、主要な店舗に、200 ボルトの普通充電設備

が設置されておりますが、急速充電設備の設置はありません。次に、附則第４条の２から第４条

の５についてご説明いたします。危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令、これは平成

24 年政令第 405 号でございますが、これが公布され、炭酸ナトリウム化酸化水素付加物が、危

険物第１類に追加されることにより、新たに指定数量の５分の１以上、指定数量未満の危険物を

貯蔵し、または取り扱うこととなるものの一定の貯蔵及び取り扱いに係る基準並びに位置、構造

及び設備の基準について経過措置を規定しようとするものです。炭酸ナトリウム化酸化水素付加

物とは、主に漂白剤や除菌剤等として、クリーニング業や製造業等で広く使用され、卸売業者や

ホームセンター等で販売貯蔵される可能性があります。国内製造工場では、非危険物になるよう

調整して出荷しているとのことです。国内洗剤メーカの商品はすべて非危険物とのことですが、

輸入品については把握が困難となります。現在、霧島市内においては、当該危険物を取り扱って

いる施設はございません。また、施行日は公布の日からとします。ただし、附則第４条の２から

第４条の５までの規定は、平成 24 年７月１日から遡及して適用することとなります。以上で火

災予防条例の一部改正についての説明を終わります。 

○委員長（常盤信一君） 

ただいま説明が終わりました。これから質疑に入ります。質疑はございませんか。 

○委員（久保史郎君） 

まずはじめに、総務省令で今回、これはの電気自動車の件だと思うんですよね、ここに今、冒

頭のほうでですね。もちろん、総務省でそのような発令ということでありまして、消防法のほうに

ちょっとそれがもう入ってくると思うんですけど、この２点目これをもうちょっと内容的なもの、

現在どのような漂白剤や除菌剤として、クリーニング業やそういうところは取り扱いと、あるいは

清掃業ですね。内容等がもうちょっと詳しくわかればですね、ちょっと。今は、無秩序に幾らでも

その、買い求めて貯蔵していいのかどうか、そこら辺が全然内容が分かりませんので、分かったら

内容をお示しください。 

 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

我々もですね、ちょっと分かりにくいもんですから、いろいろ話を聞いたところ、まだこうい

う品物は、日本に入ってきているんだけれども、危険物に該当しない範囲で流通させているとい

うことを聞いています。だから今度は、実際そのまま入ってきて、そのまま使えば危険物ですね。

いわゆるガソリンとか、そうゆうふうなものと一緒な形になるわけです。それで、規定数量以上

にたくさん貯蔵することになると許可を、我々の消防のほうで許可をもらうようになっています

ので、もし入ってくれば尐量危険物、条例で規制する危険物になると届け出が必要になります。

ですから、把握できないことはないと。だけど非常に危険な代物ではあるということになります。  

○委員（久保史郎君） 
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としますと、消防署のほうでは、例えばクリーニング業やホームセンター等、そういうところ

でどのような商品をこれに関連するようなのを取り扱っていて、貯蔵量がどの程度あるのかとい

うことは今後、掌握されるんですか。それともそういうことは掌握はしないと。あるいは通達の

ほうで、国のほうからその業者等に対しては、そういう使い方等の、あるいは消防法にひっかか

るから、例えば許可をとりなさいよというような通達でいくのか、そこら辺の説明をちょっと。 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

今質問があったように、例えばですね、刈り仮払い機の混合油がホームセンターでも売られて

おります。あれについては、やっぱりガソリンに非常に近いいもんですから、危険物になりまし

て、ある一定以上になりますと、消防のほうで許可が必要になると。そして、それ一定未満、尐

なくなりますと、今そういうセンター等で売っているのは許可に該当しない、尐ない量なんです

ね。ですから、今度は届け出施設になると。いわゆる条例規制なってくるということで、我々の

立ち入り検査などでそういうものがあれば、うちのほうに届け出をしなさいよと。これ以上ここ

になるとを許可施設だから、できませんよと。こういうところでは売れませんよと。何回も言う

ようですけれども、尐量であれば届け出をするだけで OK ですよと。当たり前の容器に入ってお

ればということになります。それと同じような規制になってきます。 

○委員（久保史郎君） 

ということは、答弁のありましたとおり、構造及び設備の基準については経過措置を規定しよ

うとするということですので、これは当然、電気自動車なんかのそういう設備に関してだと思う

んですよ。それからその後の部分の炭酸ナトリウムとかそういうことに関しては、霧島市内にお

いては当該危険物を取り扱っている施設はありませんということですから、明確にそういう、国

のほうから取り扱うところには連絡がいくと思うんですけれども、そうなった場合に、今、霧島

市内にはそういうのを取り扱っているところはないけれども、取り扱うようになった時点で、そ

の業者のほうから届け出があるという捉え方でよろしいんですか。 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

そうですね。取り扱う事態になりますと、国のほうからも通知が行っていると思いますので、

当然ながら届け出が来るし、指定数量以上になると評価をもらうように、消防のほうに来ると思

っております。 

○委員（脇元 敬君） 

今回の条例改正の件の急速充電設備のお話なんですけれども、先ほど霧島市内には２台あると

いうことで、今現在、このある物は、今回条例改正されるこの基準に合致しているものなのか教

えてください。 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

この件につきましては、今ある品物については、施行以前のものについては合致していなくて

もいいよということですので、あまり基準自体は厳しくなくてですね、条例で規制するのは標識

をつけなさいよ程度ですから、従前ののについては関係ないよというようなことになっておりま

す。 

○委員（脇元 敬君） 

はい。わかりました。それでは、急速充電設備と普通充電設備があるということで、市内には

何箇所かあるんだというお話でしたけれども、普通充電設備についてもこういった形で火災予防

の中に含まれて、何か規定があるものなんですか。 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

充電設備について尐し説明しておきますけれども、今いわゆる条例規制で言う急速充電設備と

普通充電設備に分かれます。普通充電設備というのは、一般家庭にも付けられるもので、コンセ

ントをちょっと介して充電するものなんですけれども、今、日産に付いているのは、この急速充

電設備、そしてトヨタさんなんかにも付いてるんですけど、この普通充電設備も 200 ボルトと 100

ボルトに分かれておりまして、早いやつと遅いやつがあると。今トヨタさんなんかに付いている

のが 200 ボルトの普通の充電設備です。ですから、条例には合致しないと。条例に合致しないと、

一般家庭にも付けられるもんですから、全然条例には該当しませんので、極端な話、勝手に付け
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られたら消防法の規制というのは何もないということになります。 

○委員（宮本明彦君） 

炭酸ナトリウム化酸化水素付加物。これが第１類に入る。特にこの規程の中には、この炭酸ナ

トリウム化酸化水素付加物というのは出てこない。これは１類に入るから出てこないという理解

でよろしいですか。すべて１類に入るから１類と同等の扱いをしてくださいと。ただそれだけの

ことですというか。 

○消防局次長（蔵元 悟君） 

そのとおりでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですのでこれで議案第 54 号についての質疑を終わります。 

 

 

△ 議案第 59 号 財産の取得について 及び 

議案第 60 号 財産の取得について 一括 

 

○委員長（常盤信一君） 

引き続き議案第 59 号、財産の取得について、及び議案第 60 号、財産の取得についてを一括し

て審査します。執行部の説明を求めます。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

それではまず、議案第 59 号から御説明申し上げます。財産の種類及び数量は、先端屈折式 35

メートル級はしご付消防自動車１台。取得の方法は、随意契約でございます。その金額は１億

8,999 万 9,600 円。取得の相手方は、鹿児島県鹿児島松原町 12 番 32 号、鹿児島森田ポンプ株式

会社、代表取締役西之園重雄。提案につきましては、霧島市消防局北消防署に配備しているはし

ご付消防自動車、昭和 63 年式でございますが、この一台を更新するため財産を取得しようとす

るものです。状況につきましては、３社の業者に案内しまして、３社による指名競争入札を平成

24 年７月 12 日に総務部財務課で執行しましたが、不落となり、地方自治法施行令第 167 条の２

第１頄第８号の規定により、最低入札業者と協議を実施し、随意契約となった状況でございます。

引き続きまして議案第 60 号、財産の取得についてご説明申し上げます。財産の種類及び数量は、

水槽付消防ポンプ自動車１台。消防ポンプ自動車１台。いずれも取得の方法は指名競争入札でご

ざいます。取得金額は 6,919 万 5,000 円。取得の相手方は、鹿児島県鹿児島市松原町 12 番 32 号、

鹿児島森田ポンプ株式会社、代表取締役西之園重雄。提案理由につきましては、霧島市消防局北

消防署霧島分遣所水槽付消防ポンプ自動車、平成８年式。及び中央消防署の消防ポンプ自動車、

これは平成 11 年式。計２台を更新するため、財産を取得しようとするものです。平成 24 年８月

９日、総務部財務課で入札を執行しました。状況については、６社の業者に案内しまして、６社

による指名競争入札等となった状況でございます。以上で、消防局分の財産取得に関する説明を

終わらせていただきますよろしく御審議ください。 

○委員長（常盤信一君） 

ただいま、説明が終わりました。これから質疑に入ります。質疑はございませんか。 

○委員（下深迫孝二君）委員 

議案第 60 号のほうですが、自動車が２台となってるんですが、それぞれの金額は分かります

か。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

水槽付消防ポンプ自動車につきましては、3,706 万 5,000 円でございます。もう一つの消防ポ

ンプ自動車につきましては、3,253 万円でございます。 

○委員（下深迫孝二君） 

今回、更新をされるということで、前の総務委員会、私は前も総務委員会でしたので、例えば
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下取りだとか、そういうのはどのようにされてるのかという質疑があったという記憶はあるんで

すけれども、これは、下取り等はどのようになっているんでしょうか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

車両の引き取りにつきましては、受注者が車両を引き取り、そしてその装備品、そしてまたそ

の積載品を処分することといたしております。 

○委員（下深迫孝二君） 

これは、それでは処分費用をひっくるめて、この金額はその下請も入ってるというふうに理解

をしてよろしいんでしょうか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

実質的に下取り価格というものは出てきまいりませんけれども、車両の仕様書の中で、そのよ

うなもろもろも]尐しは含まれているのかなとは考えております。 

○委員（下深迫孝二君） 

議案第 59 号のほうですが、これははしご車でしたかね、はしご車のほう。これは、やっぱり下

取りの車というのは、全くひっくるめた形で、今この金額だというふうに理解をしてよろしいで

すかね。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

議案第 60 号で説明いたしました財産取得と同じような形でございます。 

○委員（脇元 敬君） 

資料を示していただいて、既存車両と更新予定車両ということで、写真を付けていただいてお

りますけども、若干、仕様が違うようですけれども、どういうふうなプラス要素があるのかとい

うところを教えてください。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

それでは 59 号の北消防署における先端屈折式 35 メートル級はしご付消防自動車についての比

較説明をさせていただきます。皆様方のお手元のほうに、最初のページかと思いますけれども、

北消防署、上が更新予定車両、下が既存の車両でございます。この大きな違いというのは、まず

高さの問題でございますけれども、高さが起立角 75 度まで角度が上がるわけですけども、その

状態の中で、既存の車両は 31.1 メートルでございました。今回更新予定の車両につきましては、

同じく角度は 75 度でございますが、約 35 メートルの高さまで、伸ばすことができるということ

でございます。旧車両につきましては、新規購入後、今年の 24 年度で 23 年経過いたしておりま

す。非常に磨耗など損傷が激しいということで、今回更新をさせていただく予定でございます。

それと起立角度ですけれども、高さ、いわゆる角度が立つだけではなくて、マイナス角度なんで

すね。例えば、河川敶等がございますけど、マイナスのほうへも、既存の車両も、マイナス 10

度から。高さについては先ほど申しました 75 度までなんですが、今回更新予定の車両につきま

しては、マイナス各度は 17 度まであります。それに屈折いたしておりますので、図を見ていた

だければ分かりますが、更に曲がっております。この屈折部が 2.5 メートルあるということと、

この角度が約 80 度はございますので、本当に橋の上から、いわゆる河川、そういったところへ

の救出が、容易にできる要素があるということでございます。従来のものは直進式でマイナス確

保はありますけれども。堤防から河川への救助は可能ではございましたけれども、非常に厳しい

ところもございました。それと直線式では回避できない、例えば電線、屋上のフェンス、障害物

がある所も、新しい車両者につきましては、屈折がありますので、そういったことも容易に回避

できて、迅速な救助活動ができるものではないかと思っております。あとは、上の更新予定車両

ですけども、この運転席ですけど、キャビンと言いますけど、ここが特徴としましては鉄じゃな

いんですね、FRP 製なんです。しかし、強度はものすごいものを持ってると。というのが大きな

特徴ではないかと思っております。非常に居住性もあると聞いております。それと経過年数でご

ざいますけれども、23 年 11 か月でございます。60 号のほうは、これは二つ分けてございますの

で。まず水槽付きのほうからまいりたいと思います。60 号の水槽付きでございますが、これにつ

きましては、既存のほうがこれ上に図示しています。上段が既存のものでございます。1,500 リ

ッターの水を積載しておりますが、今後、今度更新する予定の車両も同じく 1,500 リッターでご
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ざいます。それと、経過年数につきましては 16 年経過いたしております。あと大きな違いとい

いますと、基本的には水を積んでいる車両でございますけれども、上の写真の後部、左側後部の

ほうサーチライトが付いてると思うんですが。ちょっと見にくいかもしれません。しかし、下の

車両についてはそのようなものはございませんけども、ちょうど中心部、真ん中のほうに箱があ

ります。ここに投光機、いわゆる名称で言いますとナイトスキャンと呼んでいますけども、車両

に登載された投光機でありまして、リモコンで伸長・点灯し、そして 15 秒くらいで伸ばせると。

そして明るさにつきましても、従来のものより３倍から４倍に明るいということ。旧車のサーチ

ライトですと、ピンポイントというかまっすぐ照らすことは可能ですけども、新しいものは広範

囲に、明るく照射できるというのが大きな違いかと思います。次は消防ポンプ自動車、これは中

央消防署分になるわけなんですが、これは見ていただいたとおり、鼻のない車なんですね。これ

はＣＤ‐1 と呼んでおりますが、Ｃはキャブオーバーのことでございます。いわゆる鼻のない車、

前のない車とご理解をいただきたいと思います。運転席の前が切れているということです。それ

と、Ｄきいというのは、ダブルシートのことでございます。この車両で違うところは、ちょっと

写真では見ずらいと思いますが、下のほう、天井のほうが、下のほうが高いと思います。これが

ハイルーフ式といって、ハイルーフになっています。ですから、居住空間、屋内の空間が非常に

広いということで、車内での活動ですね、選定し作戦を立てているとき、いろんな書類を積んで

いるんですよ。そういうものの収納、それと呼吸器などを着装するときに、中での着装がしやす

いということで、ハイルーフ式で室内を広くいたしております。それと、大きな特徴といたしま

しては、従来の車にも高圧噴霧、ポンプ装置が付いておりまして、、皆さん方ご存知の農作業で使

う動噴ですけども、こういったもので、従来の車は 100 メートルの高圧ホースを積載しておりま

した。次の車も今度は、100 メートルなんですが、容量が 600 リッター積載します。前の車は 150

リッターでした。今回のものは 600 リッター積載し、高圧ホース、これは 50 メートルもを２本

積みまして、いわゆる 100 メートルですと、乱巻きになって、非常に取り扱いにくい点がござい

ますので、50 メートルを２本ということで、必要に応じて接続をするということ。それと、一見

してお分かりだと思いますが、下の新しい更新車両につきましては、シャッター式にいたしてお

ります。ですから、中のものがむき出しでないですので、保護することも有効かと思っておりま

す。 

○委員（脇元 敬君） 

先ほどの下深迫委員の質問とちょっと重複しますけれども、下取りというお話ですが、先ほど

それも含まれているんじゃないかというお話でした。これが、もともとの既存の車がプラスとな

って価格から控えているのか、それとも処分するために、その処分するお金まで載っているのか、

どちらでしょうか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

処分する金額としては載っておりません。今議員、ご質問のとおり、非常に消防車につきまし

ては、高付加価値があろうかと思います。しかしながら、悪用防止対策ということで、引き取り

者がその名称並びに積載品、装備品、無線機、回転灯のすべてを外し、そしてまた塗色、色もで

すけども、色も現状を復さない形にする。そして、これがいわゆる悪用防止なんですね。国から

の通知によりまして、昔はいろんな形で、原型の形に近い状態で車両が出回っておりました。し

かし、国からの悪用防止、いわゆるテロリストの問題かと思いますけども、そのような通知によ

りまして、永久抹消処分と、道路運送車両法の第 15 条に基づきます永久抹消処分をしていただ

きたいというような通知を受けているとこでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかに御ございませんか。 

○委員（久保史郎君） 

何点かちょっと伺いをいたしますけれども、まず、この先端屈折式の入札が２回だめだったと

いうことで随意契約という形で議案が上がっていますが、その内容をちょっとお示してください

ませんか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 



 43 

当然、予定価格に達しなかったということが、まず基本的でございまして、そのうち、２度の

入札を行いましたが、これによりましても不落でございまして、その後、最低指名業者と打ち合

わせをし、総務部財務課と連絡をし、許可を受け随意契約となったところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

最低価格に達しなかったということでいいのですか。結局、予定価格があって、そこに届く金

額がなかったということの内容をちょっと。金額もわかればお示しください。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

最初の予定価格につきましては、１億 9,000 万円でございますけれども。入札に際しましては、

先ほど申しました３者によりますけれども、まず最初は３社とも１億 9,000 万円を超えておりま

した。それぞれの金額は議案に記載してございますので、お目通し願います。 

○委員（久保史郎君） 

  消防車等の買い替えについては、原則何年とか、そういう年数が決まっておりましたよね。そ

こをお示し願いませんか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

ポンプ車、タンク車につきましては、13 年を基準といたしております。はしご付き消防自動車

につきましては、18 年を基準といたしております。その基準というものは、他の非常備、例えば

消防団の車両でございますけれども、当然消防団の車両の走行距離は余り延びません。年間で 500

から 1,000、多くて 1,000、大体 500 くらいだと思います。常備の場合は、大体すでに 10 万キロ

を超えることが当然多いのですけども、ただ、活動階数、出動回数、いわゆる訓練回数、いろい

ろな状況の中で、ポンプ回転を高回転・高磨耗ということになりまして、非常に酷使するために、

非常に消耗が激しいがために、このような常備と非常備の基準を分けて決めております。 

○委員（久保史郎君） 

18 年を 13 年という、これはいつ決まってましたか。 

○消防局長（田中義春君） 

新しく基準を決めたのが 23 年１月 12 で、この基準を決めております。 

○委員（久保史郎君） 

その前の基準は、何年度に作られた基準でしたか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

平成 17 年度の 11 月７日の市町村合併時までは従来の基準でございましたけれども、合併前の

基準は調べておりません。 

○委員（久保史郎君） 

以前、ポンプ車の買い替えのときに、そのときに基準をされたんですよ。何十年もの間、古い

基準をもとに、買い替えがずっと行われていたように、私は記憶しております。そのときからす

ると、道路事情やらポンプの製作の現在、この、製品やらというのは大変な違いがあるわけです

よ。それでもやっぱりその基準をもとに、例えば何年の年数が来ましたから買い替えますよとい

う形でずっと説明を受けたような気がするもんですから、前回のとき聴けばよかったのですけれ

ども、そのときに聞きそびれたものですから、今おうかがいをしているわけです。ですから、車

関係もそうですけど、昔にすればほとんど痛まないというそこら辺を、今回のこの基準を決めら

れたときに考えられて、特殊性はありますよ、確かに消防ポンプというのは。今、説明があった

ように、急激に過激なモーターなんかを駆使するというのは分かるのですが、通常の車の社会的

観念から考えたときにはですね、大部、昔にすれば痛みかたも尐なくなってきたんではないかな

という思いで今お聞きしたんですよ。23 年に基準を変えられたときに、そこら辺も加味されて、

そういう買い替えなどの基準にされたのかというのをお聞きしたいんです。 

○消防局長（田中義春君） 

ポンプ車・タンク車を現在、13 年と申しましたけども、この 23 年の１月 12 日に、見直しを

しまして、３年延長をしております。はしご車についても、それまでは 15 年で更新予定という

ことでございましたけれども、今、久保委員が言われたようなことを考えまして、３年更新の時

期を延長しているところが、23 年１月に見直しをしたということです。 
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○委員（久保史郎君） 

次に、この北消防署の屈折式のこのはしご車。前のやつはですね、30 メートル級のはしご車は

何回出動して、走行距離は、どの程度だったのかお示しください。特定の、結局災害とか火災と

か救助とか、そういうのにこのはしご車が出動した回数です。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

現在、北消防署のこのはしご車について限定して申しますと、平成 24 年、本日現在でござい

ますけども、走行距離につきましては１万 9,385 キロということでございます。その活動につき

ましては、現在の大まかなところでございますけども、３件の出動がございます。しかしながら、

出動に関しましては３件かもしれませんけれども、いろいろな避難訓練や行事、それと展示等で

もはしご車は、フル活用させていただいております。それと補足でございますけれども、18 年が

経過したものという基準をもってきたという補足でございますけども、はしご車に関する部品が

18 年でなくなってしまうんですね。そういったものを含めまして、18 年とご理解いただきたい

と思います。 

○委員（久保史郎君） 

消防車というのは、市民の生命・財産・安全を守るという考えから確かに必要なものでありま

すけれども、その上で結局、それだけの費用もかかるわけですよね。こうやって金額も、結構、

高額なものでありますし、そして、結局、使っても使わなくても、ある一定期間になるとメンテ

ナンスをしなければいけないという需要があるもんですから、それをお聞きしたわけですけれど

も、３年ということで、従前に比べたらそういうことも考慮していらっしゃるということでござ

いますので。しかし、先ほど脇元委員、下深迫委員も言われましたように、下取りがどうなって

いるのか分からないというのは若干、この点は問題もあると思いますよ。たとえ非鉄金属にして

も、ただ通常でいうスクラップにしてもですね、やっぱり明確に金額は出していただいて、その

中で、消防局のほうとしても答えられるような、そういうできれば体制をとっていただきたいと、

要望をいたしておきます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにませんか。 

○委員（植山利博君） 

まず１点ですね。その落札の背景なんですけれども、２回不落だったと。その予定額が。１億

9000 万円、これは消費税を含んでということなんでしょうけれども。予定価格の積算というのは、

消防署のほうでされたのかお聞きします。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

  いろいろなと申しますか、インターネット等も通じ、他の本部等の状況も勘案し、予定価格そ

してまた一般概略的に見積もりも頂いての話でございます。 

○委員（植山利博君） 

見積もりをいただいてという話もありましたし、ほかの自治体の導入状況とか調査をされて、

予定価格を設定されたいということなわけですけれども、見積もりを、結果として３社で指名競

争入札をされているわけですから、３社から見積もりをとったという理解でいいですか 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

他の業者へも見積もりをお願いしましたけれども、見積もりに出していただけない状況でござ

いました。現況といたしましては、現在、はしご自動車メーカーは、実質２社でございます。そ

れと、前ありましたはしご自動車の会社が、森田ポンプの傘下に入っておりまして、そういった

系列で見ますと、森田の独占企業ではないかと思っております。 

○委員（植山利博君） 

尐し違和感を覚えるのは、見積もりをとって、しかも、森田ポンプがほとんど独占の状態など

ではというお話もありましたけども、見積もりをとって入札をするのであればですね、この予定

価格、消防局が準備をされた予定価格というのは、当然向こうも分かっているのではないかと。

そこそこのところはですよ。だから、２回も不落になること自体がどうだったのかなという気が

しないでもないわけですよ。結局は随意契約で、表現を変えると値切ったと。安くさせて、結果



 45 

としては落しどころを見つけたということになろうかと思うんですけど、実態はそういうことだ

ったという理解でいいんですか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

非常に難しいところではございますけれども、他の本部、本当に車両の購入状況、当然、今イ

ンターネット等が普及してわけですけども、そういったもの、当然、他の本部に付きましても、

概算に付きます車両の装備とか、そういうのは若干違ってまいります。平均的なものとして、い

わゆる見積りを立てたところでございます。先ほども申しましたが、他の会社にも見積もり要求

をいたしましたけども、出してこない状況でございました。 

○委員（植山利博君） 

そのところは、できるだけ安く、合理性のある価格で買おうという努力を、消防署のほうがさ

れたという理解をしたいと思います。それと、先ほどの説明の中で、走行距離と出動回数の答弁

がありました。この３回というのは、18 年間の中で、展示とかいろんなのはあるんでしょうけれ

ども、実際に火災とか救助で出動したのが３回という理解でよろしいんですね。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

実際の活動につきましては、２件でございます。 

○委員（植山利博君） 

これは、地域の発展の状況（高層ビル）に伴って必要になったと。私も、最初のはしご車の導

入の経緯も理解をしております。特に牧園が。その当時は、国分市では対象となる建物は尐なか

ったわけですけど、一部事務組合の中で、牧園にやはり、高層ホテルとかがあるということで、

一部事務組合の中で負担をしながらはしご車を導入したという経緯があるわけですけれども、今

は国分市内も相当、高層のビルができて、なくてはならない装備だというふうに理解しています

けれども、例えば、これを購入しなきゃならないわけですけれども、この 18 年間で実質２回し

か出動がなかったということを考慮すれば、今後ですね、例えば姶良市とか、そういう所もはし

ご車が今、現在あるのかどうかよく知りませんけれども、広域的な連携の中で導入をしながら、

お互いが利活用するというような方向性、あのどんどんますます消防機材の高度化、更に充実と

いう課題が出てくると思いますけれども、そういう地域間の連携をとりながら導入して、例えば、

一月の間に、15 日は霧島市の消防本部に停めておく。姶良市に停めておくというような利活用も、

現実的に 18 年間に２回しか出動してないんであれば、可能なのかなという、素人考えに思うん

ですけれども、そのような検討なり、協議なりはされたことはないんですか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

はしご車導入につきましては、伊佐湧水消防につきましては、計画はあるということ。そして、

姶良市消防につきましては、平成 24 年から 26 年までに庁舎建設を行い、その後、はしご車の導

入を考えているというということでございます。今、御質問の内容につきましては、当然、隣接

する消防本部で、大規模な火災、はしご車等を必要とする救助、火災等が発生したならば、相互

応援協定に基づきまして、そのような形で、当然対応・対処していただくのではないかと考えて

おります。 

○委員（植山利博君） 

それはよくわかるんですよ。よくわかるんだけど、こういうのを導入する際に、お互いに利活

用しましょうよと。だけど、財政負担もお互いに応分の負担をしましょうよというような協議は、

なされたことはないのかなと思ったもんですから。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

そのような協議は、ないということはないんですが、例えば、広域化計画がございました。そ

の中でも、やはり自前、自分のところの管轄は、基本自分たちで守るんだということで、その中

でも、姶良市さんにも伊佐湧水さんにも、はしご車の導入をお願いしたところでございます。し

かしながら、そのような状況まで間に合わないときには、いろんな形、先ほど基本に基づきまし

ての相互応援協定が活用できるではないかということで、お話はしたことはございます。 

○委員（植山利博君） 

18 年間に実働２度しかなかったはしご車は、必要だと思います。これは、霧島市の実態におい



 46 

て、当然必要な資機材だと認識はしますけれども、やはり投資対効果を考えたときに、効率よく

限られた財源を有効に使うという視点からすれば、やはり広域での、消防の広域化を進めなさい

ということではなくて、資機材によっては広域での利活用も視野に入れながら調整することが、

財源の効率的な活用ということにつながるのではないかと思いますので、そういうような利活用

をすべき資機材があるのかないのかも含めてですね、協議を、今後はしていただきたいなという

ことを求めておきます。 

○消防局長（田中義春君） 

今の植山委員の、例えばはしご車を霧島市に１台置いておいて、牧園で火災があった場合には

ここから持っていけばいいんじゃないかというような形にもとれると思うんですけども、実際の

はしご車は、30 メートル 40 メートル伸ばして上で活動をするわけです。バス１台の重さが、10

トンなんですけども、はしご車は 20 トンあるんです。ですから、平坦は割と走りやすいんです

けども、尐し坂道になれば人間が走ったほうが速いくらいのスピードになってきます。ですから、

安全性を考えれば、重たく作ってあります。走行するための車両じゃございませんので、例えば、

北消防署にはしご車を置いてますけれども、前林田、今のいわさきホテルで火災が発生した場合、

それじゃ北署からいわさきホテルまで何分かかるかというようなことを考えれば、非常にあそこ

にはしご車を置く自体も、消防職員としては不安な面もありました。ですから、考え方としては、

昼間はもう丸尾に上がっていてもいいんじゃないかなと、走ることを考えれば。それぐらい、走

ることについてははしご車は、なかなか大変なところがあります。そういうのを姶良から持って

きたりとか、あるいは姶良に持っていたりとか、なかなか大変なところが実情としてはあるんじ

ゃないかなというふうに思います。 

○委員（久保史郎君） 

確認しておきます。今回の 35 メートルのはしご車を取得されたことによって、霧島関係、山

手のホテル・温泉がいっぱいありますよね。そこら辺の一番高い建物に対応できる 35 メートル

のこのはしご車であるのかどうか。全部カバーできるのかですね。まだカバーできない、まだ大

きな建物あるとか。そういうところが分かっていたら教えてください。下場のほうも併せて教え

てください。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

現在、私どもの管内におきましては、委員おっしゃったとおり高さというのが非常に気になる

と思いますけども、構造建築物という概念からいきますと、4 階以上というのが 450 棟ございま

す。その中で、高さだけではないんですけど、一番高い建物が 14 階建てというのが５棟ござい

ます。牧園、いわゆる霧島関連で、２棟。国分のほうで３棟ございます。今、委員がおっしゃっ

た高さ、階数丈イコール高さでもないんですね。高さは当然 40 メートル 50 メートルございます。

そういったものに設置は 35 メートルまでだからそこまでしかいかないのではないかとあります

けども、仮にこれが低い建物、20 メートルしかない建物であっても、使えない状況、それは、土

地の状況、進入口、敶地内ですね、進入路関係を含めてのことでございますので、すべてが 35

あるところには 35 持っていけばいいんだというような概念ではございません。 

○委員（久保史郎君） 

お聞きしているのは、一応この 35 メートルのはしご車を備えることによって、北消防署が、

例えば火災から５分以内、10 分以内の中で、大体対応できる消防車なのかということ。下場は下

場のあのはしご車で、そこをお聞きしているわけです。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

丸尾の地域は、皆様よく御存じのとおりだと思いますけども、丸尾から上ですね、そちらのほ

うにホテル街が隣接いたしております。旧の車両ですと、まず、いわさきホテルまで行くのに 20

分から 25 分かかっておりました。しかし、今度の車両につきましては、実際走行したことはな

いですが、通常の中央消防署のはしご車と比較してもお分かりのとおり、もう半分ぐらいでは、

到着いたします。よって、今の北署管内、霧島も含めてですけれども、はしご車的には有効利用

できるものと感じております。下場につきましても、14 階というものが３棟ございますけども、

但し中央地区にあるもんですから、道路狭隘のために、進入ができないという状況が発生してい
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るところでございます。しかし、今後はいろんな形の中で、建物の新設の状況の中で、申請が出

た段階では、隅切りとか、いろんな進入路とか、そういうものを確保していただくようにお願い

することにはなろうかと思っております。 

○委員（久保史郎君） 

あと 1 点。実際、大きな建物、ホテルにしても、各種施設にしても、スプリンクラー制度で、

今非常にこの、特に老保施設建設なんかは国からの補助でスプリンクラーがほとんど設置された

んですね。そうすると、当然ホテルなんかもスプリンクラーの付いてないホテルなんかも許可に

ならないと思うんです、まず造る時点でですね。そうしますと、はしご車の、当然消防局は検査

に行かれると思いますから、やっぱり火災に対する安心な初期のそういうのが、このようなもの

を揃えていただけたら、大分対応できると思うんですで。スプリンクラーなんかでほとんど初期

消火的なものは、特に大きい建物なんかでは対応できると思うんです。そこら辺は、消防局とし

てどのような捉え方をしていらっしゃるのか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

先ほどお話が出ましたけれども、35 メートル級のはしご車ということで。それでは 50 メート

ルの建物には届かじゃないかという素朴な質問が出ますけども、今、委員がおっしゃったとおり、

防火対象施設につきましては、高層建築につきましては、いろいろな設備規制も変わってまいり

ます。防火区画の問題、竪穴問題、階段部分ですけども、そういった意味、それと連結送水管、

いろんな消防用設備がビル内に建物内に配備されています。そういったものの利活用、いわゆる

消防隊専用の侵入、そういった形で対応していくものだと考えております。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

○委員（宮本明彦君） 

はしご車。大分中央署にあるはしご車に似てきたかなと。昔の車両ですね、これと今回買うも

のと、トン数的には大きな差があるもんなんでしょうか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

トン数的には余り差異はございません。20 トン近くということでございます。そんなに差はな

いと思います。 

○委員（宮本明彦君） 

ということは、今まで一部制限がかかっていた。どこに置いて、消化ができるよという制限が

かかっていたということについては、そんなに変更はないよと。新たに規制がかかるなところは

ないよというな考えでよろしいですか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

新たなる規制というのはございませんけれども、確かに、昔のはしご車、31 メートル、30 メ

ートル級のはしご車でありますけれども、この車両につきましては、４ＷＳと申しまして、前輪

が右を向いたら後ろは左を向くと、そういった形で進入が容易であったということは歪めません。

しかしながら、走行に際して非常に支障を来していた。それと、取り扱いに対していろいろ不具

合も出てきたということ。今の車につきましては、ホイルベースは長いですけども、今度は後の

車輪だけが、真ん中の車輪に鳴りますけれども、動くということで、若干、前の車よりは、最小

回転半径は広くなりますけども、そういった意味では、大きな建物、牧園のホテルにつきまして

は、山上ホテルあたりがちょっと入りにくいかなというのは懸念されますけども、入ることは切

り返し等することによって可能かと思っております。 

○委員（宮本明彦君） 

もう 1 点。普通のポンプ車ですか、ピンきりあるんじゃないかなと。いろんな設備、装備によ

ってですね。この今回購入するのはどういうランクと考えたらいいですか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

消防車両につきましてはＣＤ－１でございますので、非常に全国的に普及している一般的な形

でありまして、車両的な価格、グレードといいますか、やや高いほうかと思っております。Ａの

２級というポンプを積んでおりますので、口径４方向ございますど、４方向放水量 2,800 という
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ことで放水量も最大可能な状況は使えますので。ポンプ性能としては非常にすばらしいものだと

思っております。 

○委員（植山利博君） 

はしご車なんですけども、今実際に稼働するのはかなり尐ないわけですが、ただいざというと

きに稼働、運転して、常に良好な状況を保つには、定期的に走らすとか、定期的に一定のはしご

を伸ばしたりするようなこともまた必要かなと思うんですけど、そういうかねての訓練といいま

すか、訓練も含めて、どういうような、例えば一週間に 1 回は走らせなさいよとか、はしごを伸

ばしなさいよとかいう取り決めが何らかあろうかと思いますが、どのようになっていますか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

消防法におきましては、すべての車両、積載品につきましても、一週間に１回点検を行ってお

ります。操縦の問際ですけれども、当然霧島市消防局内は敶地も広いですし、そのような訓練等

もございます。それと、交通量が霧島市内が非常に多くなってまいりました。そういった時間を

見計らって、早朝に操縦訓練、当然昼間もそうですけども、そして積極的に避難訓練等にも持ち

出して、実際に設置し、救助する訓練を行っております。 

○委員（植山利博君） 

具体的に、普通のポンプ車とか水槽付きのポンプ車は一週間に１回ということなんでしょうけ

ども、はしご車については一週間に１回ということではないと思うんですけど、はしご車につい

ては、どういうような形になっていますか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

はしご車につきましても、一週間に１回の点検はいたしております。 

○委員（久保史郎君） 

もう１点だけちょっとお伺いておきますけど、先ほどのお話の中で、メーカーの見積もりをと

ったら、いただけなかったと。鹿児島県内には２社あったけれども、そのうちの１社は同じ会社

になってるというようなことでございますけれども、消防車もしくははしご車でも、消防に関す

るものを販売しているのは、日本で何社くらいあるものなんですか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

実質的には、１社かもしれませんけども、中身的、総体的に見るなら２社なんですね。２社だ

けれども、森田の傘下に入っているということで、国内で実質１社です。そのもう一つの１社は、

海外のはしご車だったんです。それを取り扱っているところがなくなって、森田がその後を引き

継いでいるという形でございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようでので、これで議案第 59 号及び議案第 60 号についての質疑を終わります。ここでし

ばらく休憩します。 

［休憩 １５：４６］ 

［再開 １５：４８］ 

 

 

  △ 自由討議 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。次に、議案第 54 号、議案第 59 号及び議案第 60 号につい

て、一括して自由討議に入りますので、委員の皆様で御意見があれば後発言を願いいたします。 

[「なし」と言う声あり] 

ないようですので、これで議案第 54 号、議案第 59 号及び議案第 60 号についての自由討議を

終わります。 
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  △ 議案第 52 号 霧島市都市計画税条例の一部改正について 

 

○委員長（常盤信一君） 

それではこれより、議案処理に入ります。議案第 52 号、霧島市都市計画税条例の一部改正に

ついてですが、先ほど建設部の意見も求めたいということでございましたので、後日、委員会を

開催いたしますので、そのときにさせていただきます。 

 

 

  △ 議案第 54 号 霧島市火災予防条例の一部改正について 

 

○委員長（常盤信一君） 

次に、議案第 54 号、霧島市火災予防条例の一部改正について。討論に入ります。討論はあり

ませんか。 

[「なし」と言う声あり] 

討論なしと認めます。採決いたします。議案第 54 号については原案のとおり可決すべきもの

と決定することに御異議ございませんか。 

[「異議なし」と言う声あり] 

御異議なしと認めます。したがって、議案第 54 号については、全会一致で原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。 

 

 

  △ 議案第 59 号 財産の取得について 

 

○委員長（常盤信一君） 

次に、議案第 59 号、財産の取得について、討論に入ります。討論はございませんか。 

[「なし」と言う声あり] 

討論なしと認めます。採決いたします。議案第 59 号については原案のとおり可決すべきもの

と決定することに御異議ございませんか。 

[「異議なし」と言う声あり] 

御異議なしと認めます。したがって、議案第 59 号については、全会一致で原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。 

 

 

△ 議案第 60 号 財産の取得について 

 

○委員長（常盤信一君） 

次に、議案第 60 号、財産の取得について、討論に入ります。討論はございませんか。 

[「なし」と言う声あり] 

討論なしと認めます。採決いたします。議案第 60 号については原案のとおり可決すべきもの

と決定することに御異議ございませんか。 

[「異議なし」と言う声あり] 

御異議なしと認めます。したがって、議案第 60 号については、全会一致で原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。 

 

 

△ 議案第 17 号 陳情書（川内原発の増設計画の中止などを求める意見書の採択について） 

 

○委員長（常盤信一君） 
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次に、陳情処理に入りますが、議案第 17 号、陳情書、川内原発の増設計画の中止などを求め

る意見書の採択についてでございますが、これについては、国の機関とを含めてですね、先ほど

議論をしていただきましたけども、九電等も含めながら、更に引き続き調査をする必要があると

いうご意見がございましたので、そういう趣旨から継続にし、今後引き続き審査をしていくとい

うふうに判断をしたいと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

[「異議なし」と言う声あり] 

それでは、そのようにさしていただきます。したがって、陳情第 17 号については。継続審査

とすることに決定をさせていただきます。 

 

 

△ 委員長報告に付け加える点 

 

○委員長（常盤信一君） 

以上で、本日の審査がすべて終了いたしましたが、委員長報告に何か付け加える点がございま

したら。発言を求めます。ございませんか。 

○委員（久保史郎君） 

  私は、議案第 59 号と議案第 60 号の財産の取得、消防局の消防車の取得についてですが、今回、

審査過程で明らかになったことは、下取りについて、何ら明確な、そういう金額的なものが示さ

れていない中で処分されているというようなお話でありましたので、古くなった消防車にしても

明確に、市民の税金を使って購入した財産でありますので、その価格等を出していただいて、そ

して新たに購入した金額の中からその部分だけが明確に差し引かれたという議案を、今後は、処

分する場合には出していただきたいということを付け加えていただきたいと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか。 

○委員（植山利博君） 

議案第 59 号、60 号についてでありますけれども、今、久保委員のほうから老朽化した消防車

の処理の問題について、下取り価格の明確化ということが言われておりますけれども、以前にお

いては消防車を地域の企業なり、それから地域の団体等が自衛消防活動などに利活用するという

ようなこともあったわけです。例えば、火災があったときに燃えやすいような品物を取り扱って

いるような企業、それから、相当多くの施設と従業員を抱えているような企業に、まだ利活用が

できる消防車を置いて、その事業所の万が一の火災のときに、緊急に対応をできるような自衛消

防というんですかね、そういうことに利活用するというようなことで、旧隼人町時代も隼人町の

持っている消防車を払い下げたといいますか、そういう事例もあります。いろいろ企業も、機能

が非常に高度化してきて、火災の内容も非常にこう高度化する、複雑化する状況の中で、もし、

そういう団体とか企業等からそういう要望があって、利活用ができるものであれば、そういうと

ころで使っていただくというようなことも含めて、検討もする必要があるのかなという気がしま

すので、もう一回再利用の可能性があるのかどうかですね。もちろん老朽化しているので、どう

しても無理だという状況であれば別ですけれども、その辺のところも含めて検討をしていただき

たいということが一点。それから、はしご車の関連ですけれども、非常にその高度な消防機材、

しかも高額な消防機材が、１自治体で利活用する場合に使用頻度がごく尐ないと。このはしご車

を見たときに、18 年間で実働回数が２回というようなことで、その活用の在り方については広域

で利活用できないのか、応分の負担をしながら、広域で利活用できないのかという質疑をしまし

たけれども、走行に問題があると。長距離を、しかも坂道など上るのにはなかなか問題があると

いう、執行部の答弁でありましたけれども、はしご車に関わらず、非常に高額な資機材で、利用

頻度の尐ないもの等については、広域での利活用なども検討はできないかということについても、

精査をしながら、検討をしていただきたいというふうに申し添えておきたいと思います。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか。 
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[「なし」と言う声あり] 

ないということですので、今、大きく二人の方から３点出されましたので、その点を報告に付

け加えさせていただきたいというふうに思います。 

 

 

  △ 所管事務調査について 

 

○委員長（常盤信一君） 

閉会中の所管事務調査についてですが、これまでどおり、頄目を総合的な企画行政について、

行財政運営について、消防行政について、及び選挙管理委員会監査委員、公平委員会の事務につ

いてとして、議長に提出をすることにしたいと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

[「はい」と言う声あり] 

それでは、そのようにさせていただきます。日程等については、執行部とも調整をして、委員

の皆様にお諮りをしたいというに思いますので、ご理解をいただきたいというに思います。 

 

 

△ その他 

 

○委員長（常盤信一君） 

その他として、議案第 52 号の審査を９月 20 日の午前９時から開会とさせていただきますので、

ご参集願います。そのほか何かございませんか。 

[「なし」と言う声あり] 

ないようですので、以上で、本日の委員会審査を終了いたします。ここでしばらく休憩します。 

 

[休憩 １６：０３] 

[再開 １６：０６] 

 

 

  △ 所管事務調査 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。これより、所管事務調査を行います。まず、市職員の不祥

事等の再発防止に向けた取り組みについて、調査をいたします。今までこの案件につきましては、

それぞれの委員会、本会議等を含めて説明をいただいておりますので、再発防止に向けた取り組

みについてということですので、ご理解をいただきたいと思います。執行部の説明を求めます。 

○消防局長（田中義春君） 

今回発生しました案不祥事につきましては、我々も職員のアンケート調査を行いまして、どう

いうことでこういうことが発生したのかと、またどういうふうにすれば再発防止ができるのかと

いうなことを考えまして、全職員にアンケートをとりました。また、その結果によって、本部の

総務課辺りが、どういうことを勉強して、また職員にどういうふうにふればいいのかということ

北九あるいは近くでは、大隅曽於地区辺りに研修に行きまして、現在、そういう取り組みを行な

って、職員の意識改革を図ろうとしているところでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

総務部長のほうは特にないですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

市のほうも職員の不祥事については、それがないように色々やってるところでございます。そ

れで、節目節目では、職員に対する注意喚起の文書などを送っておりますし、そういったものの

研修なども行っております。それから、今回の消防局のことに関しましては、事件が発覚して、
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職員に対して注意を促す文書、それから途中の逮捕されたときなどは動揺しないようにというな

ことも文書で送って、全体で３回分の、今回の事件に関しては３回、市の職員のほうに送ってお

ります。今回、このような事件になったこと自体が、職員にとっても、やはり大きな影響がある

ということを自覚しておりますので、私どもも一生懸命やっておりますけれども、職員も事の重

大さを身をもって感じておりますので、そういった意味でも再発防止にも、今後、職員の意識と

いうが高くなっていると思います。さらに、色々な不祥事などがあれば、基準を持っておりまし

て、その基準に従って処分なども行っておりますので、処分はないほうがいいのですけれども、

そういった意味でも厳正な処分をしているということも、職員は分かったと思いますので、今後、

ますます公務員としての自覚を更に強めてやっていってくれるものというふうに思っております。 

○委員長（常盤信一君） 

今、説明が終わりました。これで質疑に入ります。質疑はございませんか。 

○委員（久保史郎君） 

この件につきましては、臨時議会まで開かれて、それで私どもの、一応の決着はみたものだと

思っておりますけれども、しかし、市民の中には議会報告会などに行くと、議会としてどのよう

に対応をとったのかというような話等も、意見等も出ます。それで、以前と比べてというか、私

どもの若者の時代と比べて、今の若い職員の皆さん方の育った環境というのが非常に違うと思う

んですよ。ですから、東北の大震災を踏まえて、消防局の方がたくさん亡くなりましたよね。人

の人命を守るために、あれだけ津波が来るという海岸線を管理しながら亡くなられた、そういう

実態があるんですけれども、実質的に今、若い人たちが消防局員として採用されてきて、本当に

自分の、その使命を自覚してですね、日々のそういう消防訓練に取り組んで、あるいは人のため

に世のためにというような思いで訓練されているかどうか非常に、ちょっと不安的な要素を抱え

るんですけれども、そこら辺が現在の若い人たちを採用されたときの、あるいはかねての訓練状

況なんかを見て、どのような感覚を持っていらっしゃるかをまずお聞かせいただきたいと思いま

す。 

○消防局長（田中義春君） 

確かに、年代が違えば考えも違ってきます。また最近、採用された職員、やはり小さいころか

ら危ないところには行くなと、危険なことはするなというような感じで、育ってきておりますの

で、消防職員になったから、それがすぐできるかと。いや、なかなかそれも難しい面もあります。

ですから、川に入ったこともない、服を着たまま深い所に入ったこともないというような感じで

すね、消防職員として、いろいろ訓練をするんですけども、そういう初歩的なものから、そして

またスレートの屋根の上に登って、どこを歩けばいいのか、そういうことも分からないというよ

うな育ち方をしてきておりますので、本当、１から 10 までいろいろ教えてやらないといけないと。

そういう中で、制服を着ているときに非常に、みんな一生懸命なんですけれども、一旦プライベ

ートの時間になって、制服を脱げば、育ったそういう環境がオープンな気持ちになって、自覚が

足りない面もあるのではないかというふうに思います。そこら辺を加味しながら、３年以内の職

員が 30 名ぐらいいますので、まず、そこら辺の職員から先輩を、誰かアドバイスができる人を付

けて、トレーナー制度というものを取り入れて、仕事の中で教えられることももちろんですけれ

ども、非番のそういう気持ちも教えていきたいというような形で、取り組みの一つに入れていま

す。 

○委員（久保史郎君） 

今回の経緯を踏まえて、例えば新しく入ってきた人たちが、いろんな悩みを抱えると思うんで

すよね、今局長が言われたように、育ってきた環境と、いざ今度は社会人になって、消防局とし

ての環境が非常に起立正しいものであれば、ギャップ等があると思うんです。若い人たちの今回

のこの件の後、若い人たちがいつでも気軽に意見を述べられて、あるいは思ってることが、例え

ば、上司の耳に届くような体制等は、何か作れたのかどうか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

先ほどより、局長のほうから答弁いたしましたけれども、いわゆるコンプライスの問題、法令

を守る、遵守、これがなかったということの一言に尽きると思います。確かに、日々の今現在行
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われている職務を粛々とやることが、実際、市民の皆さん方に貢献することではございますけれ

ども、しかし、当然この日常の中で、公務員としての倫理に欠けていたということ、これも歪め

ないものでございます。こうしたことを未然に防げなかった我々にも責任があると思っておりま

す。そういった中で、若い職員、10 年未満の職員が 69 名おります。そして、今３年を対象とす

る職員が 30 名ほどおります。こうした職員をどのように今後導いていくか。そして幹部職員も含

めてそうですけれども、私がこの間大隅曽於消防本部のほうに行ってまいりました。この間の一

般質問の答弁の中でも、池田議員の一般質問にお答えしたところでございましたけれども、警察

のほうでも、いろいろな企業のほうでも、名称はいろいろありますけども、トレーナー制度また

はブラザー制度と呼んでおります。こういった中で、消防局といたしましては、トレーナー制度

と銘打って、今、若い職員が非常に大量退職、大量採用ということで入れ替わっております。こ

ういった人たちへの職務上の倫理観、それと職務上の仕事の大切さ、意義、それと一番大事なの

は私生活の問題、個人的な面、いろいろ相談できるものが欲しい、人が欲しい、先輩が欲しい、

そういった身近な人、こういった人たちをいわゆる相談相手として対象を立てまして、しかしこ

の人に重みがかかってはいけませんので、それを全体で包括するために、その所属の体調、当然

所長までですけども、みんなでこれを一つの]指導する者に対して、その使途が必要としている。

職場での仕事の内容、また私生活のことでもいんですけれども、どういうことを君は今後、やっ

ていきたいのか。職場にいかしたいのか、どういう仕事をしてみたいのか、そういったものを聞

きながら、それをお互いに話しながら、そしてそれを計画を立て、その中で３か月経ちましたら、

みんなでそれの進捗状況を見て、更にその状況を勘案しながら、更に３か月、その方向性をまた

立て、６か月目には、消防局町までそれを報告し、皆で、この人どれだけ成長したか、いろいろ

な私生活の面まで相談できるような体制が必要ではないかということで、トレーナー制度という

のを]今度の 10 月設けたいと考えております、以上でございます。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか。 

○○委員（下深迫孝二君） 

消防局の皆さん方には大変、今回はですね、ご心配いただき、本当にご苦労をされたというふ

うに思います。やはり、今回の事件を振り返ってみますと同じ意味で、同じ仲間が何回もそうい

うことを繰り返さということで、心の緩みが出てしまったんじゃないかなというふうに、私は自

分なりにこう考えたわけですけれども、同じ家を使ってやっぱり飲ん方をするということは、余

りよくないのではないかということを私は思うことでした。馴れというが出てくると、どうして

もそうなります。やはり打ち上げをするにしても何をするにしても、外で、他人の店でやってい

れば人目もありますし、また時間が来れば。帰らなきゃならないというのもあるわけですので、

そこら辺を今後、徹底して指導していかれるといったようなことになれば、こういう問題も、も

う二度と起こらないのではないかなということも考えましたので、参考にしていただいたらとい

うふうにます 

○委員長（常盤信一君） 

  再発防止ということで、私は２点ぐらいあるのかなと思ってます。まずは、やはり最初に通報

といいますか、連絡を受けた際に、やはり、口頭で報告を受けられたんじゃないかなと。最初は

電話というお話で伺いましたから、そういう中で、最後の時には、最終的にはといったらいいん

ですかね、皆さん一緒に飲まれた 13 名の方々にきちっと報告書を書いていただいたというのがあ

ります。ですから、そこのところも、やはり報告もあったかと思いますけれども、きちっとやは

り文書で報告を受ける。もう早い段階で広告受ける。その中で、またかくしごとがあったらとい

うのはあるかもしれませんけども、まずそういったところ、もう一回今回の事例からして、報告

書はどういう段階で提出されたのか。今後は、ちゃんと報告があったときにきちんとまず報告書

を出すような形になっているのかどうかお尋ねします。 

○中央署長（塚田修二君） 

言われたとおり、28 日に１中隊の中隊長に、ケガをさせたということで、電話があったと。詳

細については、翌日に報告しますとにことで、その日４は、それでは分かったと。明日その状況
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を聞くからということで、私のところに 28 日の８時 10 分に、所長室に中隊長とその副士長がま

いりまして、実はケガの内容はやけどをさせたと、二人で飲んでいてやけどをさせたということ

で、事情を聞きながら、やけどの内容も聞きましたけども、我々もやけどについては、寝ている

ものに悪ふざけで火を付けたところ、やけどをさせてしまったと。しかしながら、何で衣服に火

を付けたなら、すぐ消せたはずだけどと、いろいろちょっとそこで疑問がありましたけれども、

とりあえず、やけどをさせてことは事実だということで、すぐにまた次長と総務課長には連絡し

たわけです。その後に、私も、すぐに形成外科のほうに行かないといけないということで、市立

病院のほうに私が向かいまして、それで本人と会いまして、そのやけど内容とか、そういったも

含めて聞きました。そこでもやはり、二人でやったと。あとで結局分かったのが 29 日の夜に、伊

佐湧水消防組合の予防担当者会がありまして、そこに私は出席しないといけなかったものですか

ら、その席で本当に二人でだったのかと、疑問が出てきまして、署長にもう尐し詳しく聞いたほ

うがいいのではないですかということで、そこの席から中隊長に、本当二人だったのか、再度確

認してくれということで、私が連絡しまして、そのあとはすぐに帰りまして、自宅に帰りました

ら 11 時過ぎに、署長、本当は二人ではないようですと。14 名の者が加わっておりましたという

こと聞きましたんで、じゃあ、私はそこで、13 名のものについてすべて、書類でその日の始まり

から書類報告をしなさいと。私が 30 日の昼から出てくるから、その書類を預かるということで、

そこで私は指示しております。 

○委員（宮本明彦君） 

確かに、もう一回、29 日にきちっとやはり書類報告をしていただく、本人さんからは 29 日の

書類で報告があったんですか、もう一回。29 日に書類で報告があった。 

○中央署長（塚田修二君） 

29 日ではなくて、29 日私が書類を出しなさいとで、受けたのは 30 日の午後でした。 

○委員（宮本明彦君） 

ということですから、交通事故の違反があっても基本的には報告書で、報告するような形にな

ってるかと思います。ですから、そこをまずはね、間違いなく、本当のことを書いていただくと

いうのが、第一義にありますけれども、まずはもう１回そこをきちっと、事故があったら早めに

報告書でということをお願いしておきたいと思います。それともう一点。やっぱり、これは個人

がやったこと、体質的なことっていうこともあって、再発防止というのは非常に難しいと思うん

ですけれども、体制のことですからね。ただやはり、もう一つ思うものは、副士長が口止めをさ

れたと、一緒に飲んでおられた方々に。これもやっぱり副士長の個人的な見解といったら、個人

的な行動というところがあるかもしれませんけれども、もう一回その辺に対する、幾ら上司でも、

正しいことが何なのかっていうところをおのおのが分かっておいていただかないと、また次の機

会、上司があんなに言ったから黙っていないといけないという体質にならないような形。もう一

回そこをどういう、先ほどトレーナー制度と言ってましたけども、そういう中で行われるのか、

もう一つ何か考えないといけないことがあるのか、そこの説明をお願いします。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

確かに、「報・連・相」と申しますけど、こういったことが一番大事かと思います。ささいな

ことでも必ず報告をする。我々の職場は、車両の問題もそうですけども、接触、例えば駐車場、

自分の車庫内でもそうです。または自分が、機材・器具を持っていて車両を築ける。そういうと

きも、必ず。機器損傷報告書を出させております。今回、宮本委員がおっしゃったとおり、やは

り先輩である職員の口止めが強く働いたのか、そこはそのときの状況でありますけれども、やは

りそのような度合いが高かったのかと思っております。しかし、これは陰湿的なことであっては

いけませんので、すべてのことに対して、ささいなことでもそうですが、日常のこと、特に公務

に関する点については、今以上に報告を求め、そしてまた私的な面につきましても、飲み方をす

るなということではございません。飲み方をするときは必ず報告をする。そのようなことも含め

て今後、対応・対策をしていていきたいと考えております。 

○委員（宮本明彦君） 

今、お伺いしました、まあ、大きくやはりトレーナ制度でしたか、それできちっとそういった
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ところの再発防止をするということで理解をいたします。あとは本当、沈滞したムードがないよ

うな形で、ある意味ハッパをかけるということで、もう一回明るい職場戻していただけたらと思

います。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございますか。 

○○委員（脇元 敬君） 

臨時会のときにも、非番の過ごし方といますか、非番だからいいんですけれども、特に大雤洪

水警報なり、注意報が出ているときの非番の過ごし方というのを、今後どういう形でやっていく

のかというのが、決まっていたら教えてください。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

議会答弁の中でお話をさせていただきましたが、かねがね悪天候、通常、注意報・警戒が出る

前の段階でもそうなんですが、勤務をしている状況の中で、定時交代というのを行います。その

交代の中で、昨日の雤量等を情報司令課のほうへ聴き、そしてその状況を勘案しながら、朝礼等

でも、今日は、これは災害応急対策要綱というのを設けておりますけれども、その基準に達しな

くても、今日はこうして雤が降るようだから、みんな自宅のほうで、待機に近い状態、待機もあ

りますけれど、待機に近い状態、すぐ連絡が取れる状態、このようなものを確実にとれるような

ことにしておきなさいというのは、かねがね言っていたところでございましたが、今回このよう

なことになって申しわけございません。しかしながら、今後はますますこのような点を強化しな

がら、職員のほうには、指示・伝達をしていきたいと考えております。 

○委員（植山利博君） 

先ほどの答弁の中で、コンプライアンスがなかったと言わざるを得ないとゆうような表現をさ

れたんですけれども、私はコンプライアンスがなかったという表現でいいのかなという気がする

んですよ。だから、その全体としてのコンプライアンスという意識というのはあるんだろうけれ

ども、消防局、私が以前に質問したときも、消防局というのは階級制度がありますので、そこに

おける構造的なパワーハラスメント的なものはなかったですかとお尋ねしたら、なかったと。そ

ういうものはないということだった。それから、全員にアンケートか聞き取りをされたというこ

とで、そういう中にも、一部、問題のあるような表現もあったということでしたけれども、そこ

のところがですね、私はコンプライアンスとはまた別な領域ではないかなと。はっきりコンプラ

イアンスがなかったと言い切ってしまわれるとですね、何なのかという気がしますので、そこの

ところは尐し整理をされて、発言をされたほうがいいのかなと思うんですけど、その構造的な階

級、まあ言えば、普通の市役所の本庁と違って、消防局という、ある意味階級制度が尐し明確な

ところが、構造的にパワーハラスメント的なのが、ややもするとあるんじゃないかという思いは

あるわけですけれども。聞き取りをされたときの内容があったのかなかったのか。それから、本

当にコンプライアンスがなかったという、幹部職員の認識なのか、そこをもう一確認させてくだ

さい。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

コンプライアンスの意識に欠けていたということに訂正せていただきたいと思います。基本的

なこととして、小さいときから言い伝えられているいろんな決まりごとですね、こういったもの

が大人になって、また消防職員としてもなって守れなかったということの意味で、ちょっと過言

であったかもしれませんけども、コンプライアンスの欠如ですね、できなかったということ表現

をいたしましたが、欠けていたということで御了解いただきたいと言えます。そして、その意見

の中にも、誹謗中傷するような非常に辛らつな意見もありますけれども、やはりここは建設的な

意見というのが非常に多かったです。そういったものをくみ上げていかなければいけないと。し

かしながら、辛らつな意見も当然、私たち幹部職員の中では、こういう意見があったというのは

分かっております。しかしながら、他の職員へは建設的な意見を伝え、そしてまたこれを改善し、

これをまた育てていくという意味で、今後はこの制度を有効に、どのような点からしていくか、

まだ未定でございます。大隅曽於消防本部につきましても、何もこの実態をつかむことはできな

い。しかしながら、これをしたことによって、特段大きな問題は発生していないということをお
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聞きしまして、私どもも何かやらなければならないということから、こういった身近な職員と、

やはり昔の我々入ったころの職場の環境、いろんな世代の違い、考え方の違いあるといます。そ

ういったものを尐しでも縮小・縮減して、すり合わせることができたらいいなと思って、この制

度を取り入れていく次第でございます。 

○委員（植山利博君） 

私も気になったのは、コンプライアンスがなかったということは、消防局そのものに法令遵守

という、もちろんこれは公務員ですから、すべて法令遵守という中で運用しているわけですから、

これがなかったという表現はやはり、いかがなものかという気がしました。それと、ぜひ、この

ことでお互い、何と言うんですか身をきられるようなそれぞれの立場で、霧島市民の方々も、議

会人としても、市長をはじめ執行当局も消防局も、本当に身を切られるような痛みというのがあ

ったと思うんですよ。ですからぜひ、このことを災いを転じて福となすというか、雤降って地固

まるというか、これは我々も含めてこのことを試練として、今後いい方向に、すべての人たちが

立ち向かっていくように、前向きに取り組めるような形で、再発防止に最大限の努力を求めてお

きたいというふうに思います。 

○委員長（常盤信一君） 

今の意見を含めて、課長のほうから何かございませんか。 

○消防局総務課長（木佐貫 誠君） 

いろいろなご意見ありがとうございました。本当にコンプライアンスの問題、非常に難しいこ

とですけれども、やはりそのような観点といいますか、しっかりとわきまえながら、今後はやっ

ていく。そういったことを守るという基本的なことが、若干、欠けていたと申しますか、守れな

かったことが、こういった大きなものに発展したのではないかと思っております。本当に申し訳

ございませんでした。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

他にないようですので、これで市職員の不祥事等の再発防止に向けた取り組みについての質疑

を終わります。ここでしばらく休憩します。 

 

［休憩 １６：３４］ 

［再開 １６：４５］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

休憩以前に引き続き会議を開きます。５時が迫っておりますが、あらかじめ５時が過ぎること

もご了承をいただきたいというふうに思います。それでは次に、天降川の洪水に備えての防災訓

練及び防災の観点からの河川管理について調査いたします。執行部の説明を求めます。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

それでは、天降川の洪水に備えての防災訓練ということで説明させていただきます。 

［配付資料（河川水位と危険レベル）に基づき説明］ 

○委員長（常盤信一君） 

  ただいま説明が終わりました。これから質疑に入ります。質疑はございませんか。 

○委員（植山利博君） 

天降川の洪水に備えての防災訓練ということで、きょうはこれが１点ですね。それから河川管

理というのが別に１点あるわけですけれども、天降川の洪水に備えての防災訓練は、今お話にな

った 20 年に実施をした訓練以降は、実施がないという理解でよろしいですか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

そのとおりでございます。訓練につきましては、もう、今年の１月 26 日の新燃岳の避難訓練、

昨年の県と市の共催によります総合防災訓練ということで、牧園であったあの総合的な火山に対

する訓練をはじめとして、水防訓練、そういったものを総合的にやっております。 
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○委員（植山利博君） 

今回、所管事務調査でこの件について議論をしようというのは、議会報告会の中で、前回の６

月議会の議会報告会する中で、地元の自治会の皆さんから要望があってといいますか、天降川は、

あの辺の東郷とかは、ちょっと雤が降ると床下浸水とか、床上浸水が多いところだと。だから、

そういうことで天降川の氾濫に対して、定期的な防災訓練はするべきじゃないか。定期的な防災

訓練は必要ではないかというような趣旨の御意見を受けて、こういう機会になったわけですけれ

ども、今後も霧島市全体の防災訓練ということではなくて、あの地域の限定的な地域の中で、自

治会や公民館などを対象にした防災訓練を、先ほど野口の自治防災で毎年やっているというふう

におっしゃいましたけれども、そのような規模での防災訓練をやるというような取り組みは考え

てらっしゃらないかどうかということだろうと思うのですが、いかがですか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

来年も総合防災訓練の年に当たっておりまして、今それを現在、企画段階から練っておるとこ

ろでございますけども、天降川に特化した訓練というのは、市では現在考えておりません。来年

は津波ということで大々的な、海浜公園、そういったところを中心とした津波、当然水防訓練も

やりますけど、そういった総合防災訓練ということで考えております。もう一つは、総合防災訓

練をやらない次の年は何もやらないかというと、土砂災害警戒訓練というのをやっておりまして、

そういったことで地域地域によって、ぐるぐる回しながら、そういった訓練をやっておるところ

です。それを地域ごとにやるかどうかっていうのは、やっぱり、あくまでもその地域に対応して

いただかないと、なかなか限られた枞では、企画からなんか全てをお膳立てをしてやってもらう

というようなことは、ちょっと現在の編成では難しいというふうに考えています。 

○委員（植山利博君） 

そうなりますと、地域で自主的にやってくださいということだろうと思うんですけど、その際

に、地域と連携をとりながら、例えば隼人の地域振興課であるとか、もしくはその一部、本庁の

とかの部署であるとかが、相談があったときに、地域の自治会なり公民館単位でこういうことを

定期的にやりたいんだけれどもと、そのノウハウであるとか支援、そういうようなところをどこ

に相談に行けばいいのか、自分たちでゼロから立ち上げるというのは、なかなか厳しい状況があ

るので、そういうことを手伝っていただける、支援していただいて、1・2 回やれば地域が主体と

なって取り組めるのでしょうけれど、今こういう非常に、東日本大震災やら大きな災害があって

間もなくて、地域特性のある災害というのがそれぞれあるわけですね。津波だったり、新燃だっ

たり。だから、限定的な地域の中で、そういう避難活動とか訓練とか、そういうものをやりたい

んだけども、どうしたらいいだろうかというような相談窓口なり、支援をする部署なり、という

のが必要ではないかと思うんですけれども、そういうことについての考え方はどうですか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

現在も相談の窓口としては、機能していると思っております。いろんな各地区で防災訓練をや

られるときには、色んな相談がまいります。最も基本的なところでは規約はどうぢたらよいのか

とか、女性部なども訓練で炊き出しをやりたいのでメニューなどはどうしたらいいのだろうかと

か、炊く場所、材料、釜、そういったものの準備から始まってどうしたららいいかといった相談

は、たくさん受けているところでございます。 

○委員（植山利博君） 

そうなれば、このような市民の方々の相談があった場合には、市が主導的に地域地域での防災

訓練を、今やる状況にはないけれども、地域の公民館もしくは自治会として取り組みたいという

要望があれば、安心安全課のほうご相談に行ければ、適切なアドバイスや進め方についてのノウ

ハウは、指導がいただけますよということだという理解でよろしいですか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

そういうことでございます。 

○委員長（常盤信一君） 

ほかにございませんか。 

○防災Ｇ長（石神 修君） 
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ただいま植山委員から申し出のありました相談もそうなんですけれども、私どものほうでは、

例えば、今度野口地区で防災訓練をする際には、市内のすべての自治公民館長さんに案内を出し

まして、どうか視察をお願いしますと。それを地域の防災に役立でくださいというような案内を

出して、視察の御案内もしておりますので、ノウハウが分からない、そういった御相談プラス実

際目で見ていただくというようなこともお願いしております。 

○委員（久保史郎君） 

これまでですね、いろんな訓練が行われてきたわけですけれども、実質的に今、先ほど植山委

員も言われましたように、東郷地区の水が溢れるという件、それから私も議会でも取り上げまし

たけれども、西瓜川原の件ということで、実質的に今までですね、天降川が溢れて、平成５年に

してもですよ。そしてそういう水で浸かったという事例があるんですか、そこら辺は掌握してい

らっしゃいますか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

お手元に配っていますこの地図です。防災マップですが、この防災マップのピンクの部分でご

ざいますが、ここは鹿児島高専の疋田先生が、平成５年のときに浸かった所を実際に現地調査を

して、その当時を知っていた人にどこまで浸かっかというのを具体的に学生と一緒に調査して、

そのデータをいただいて、今回の５月の防災マップには、ピンクの所で実際浸かった実績として、

表示をしておるところでございます。 

○委員（久保史郎君） 

私が聞いているのは、天降川が決壊して浸かったのですかということを聞いており、多分これ

は内水の水がここの低いところに溜まってきてですね、浸かった実績だと思うんですよ。そうし

ますと、その後、排水機場をつけたり、いろんな形で対応策を今とってきているわけですよね。

そういうことではないんですかね。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

今、委員が言われたとおりでございます。天降川から逸水をして、外側に溢れたということは、

私が来てからはありません。 

○委員（久保史郎君） 

であれば、自主的に防災訓練、これは定期的にやっていただいて、やるのが一番いいのですけ

れども、実は東日本大震災を踏まえて、津波なんかの被害に遭わないための講師があちこちで話

をしていかれる話をニュースで聞いたんですけど、その講師がなんて言っていらっしゃるかとい

うと、想定を信用するなということを言ってらっしゃるんです。例えば行政などが、想定で何メ

ートルの津波が来るよとか、予測しているとか、そういうのを信用するなと。そして、家庭内に

おいては、ばらばらであってもかねてからよく話し合いをしておって、まず自分が逃げると、助

かると。それが第一だと。だから、それが家庭内で話をしとってくださいということの話をされ

るのを耳にしました。生きていたら、必ず会えると、その講師は言われるんです。だから、家族

が家にいるから、あるいは子供が家にいるから迎えに行くとかそういうことじゃなくて、みんな

ばらばらに、まず自分が避難をして、自分の命を守ると、津波に対して、高台に逃げて。そうい

うことをずっと子供たちに説明して回っていらっしゃるというニュースをちょっと見たていただ

きましたけれども、例えばこの天降川の洪水対策にしても、河川というのは必ずどちらかの堤防

が低くなってるんですね。必ず一方が水が溢れたときには、そちらに流れ込むようになってるん

です。ですから、そこら辺を踏まえたときに、昔は田んぼに流れるようになっていたんですよね。

しかし今、両方に家が密集してきますと、高いとか低いとか関係なく、低いほうに流れたときに

も家があるわけですよ。ですから、そこら辺を考えたときの今後の天降川ですよ。あるいはほか

の川でもいいですけれども、川に対する対策は、そこら辺を中心に考えていかないと、堤防を嵩

上げして両方を一緒にして、住民生活を守るということは、本来自然の姿からは、恐らく外れて

いるんじゃないかと私は思ってるんですよ。ですから、そうであればやっぱり、そこら辺を考慮

したところの防災訓練であったりしないと、例えばよく、小さな川でも何でもそうですけれど、

溢れるときに土嚢を積んだり、入って来ないように、自分の家でもそうしますよ。しかし、小さ

い川ならそれでいいですけど、天降川みたいに大きなところが溢れてくるときに、土嚢を積んで
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守ろうなんていうのは、そこに参加している人たちが災害に巻き込まれる可能性もあるんですよ

ね。だから防災計画の中では、そこら辺も踏まえた一つの、万が一溢れたときには、その水はど

こに流れるんだと、どこに持っていくんだというようなところまでの検討が必要ではないかと思

うんですけれどもいかがですか。例えば、今度野口で訓練をされるときに、やはりそうやって住

民を守るということは結構なんですけれども、本人たちもどこに避難をしたらいいのかというよ

うなところを兼ね合わせた防災訓練でなければいけないと思いますけど、そこら辺はどうなんで

すか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

やはり何事も、そのハザー・ソフトあとヒューマンということで、人も絡んできて、防災対策

というのは総合的なものが求められるわけなんですけども、どこに逃げるかという話になってき

ますと、要するに地震でも水害でもいろんなケースがあるわけなんですけども、それぞれに行政

がすべてにタッチできるかというとそうではなくて、やはりそこに住む人たちがどこに逃げるか

と、普段から避難経路なり、どこに避難所とか、そういったものも自ら確認をして、経路から何

から、要するに地震でもブロック塀があるようなところは避けるとか、水害のときには橋を渡っ

て反対側に渡るとか、そういうようなのを普段から、どこに逃げたらいいんだというものは常日

頃考えて、それぞれの地域で検討しておかないといけないというふうに思っています。 

○委員（久保史郎君）  

私は、防災という観点からは、やっぱりその避難経路なんかを、あるいは避難場所なんかを住

民に周知徹底することが一番大事だろうと思うんです。防災の津波対策として、何ｍという看板

を作られるという話でございましたけれども、それももちろん大切です。自分が住んでいる地域

が、海岸の０ｍから何メートルの地域にあるというのを知るというのは大切ですけれども、それ

よりも、高いところはどこにあり、どうやって、どの避難経路を使って逃げるんですよというこ

とをまず示される、それがやっぱり行政としての責務じゃないかと思います。例えば、今、山手

の下に住んでいらっしゃる方がいらっしゃいます。山手は、防災のがけ崩れ防止のためにずっと

フェンスいいますか、防護柵を張ってあるんです。だから、一部においてはその防護柵の間に、

山に逃げられるように、上がり口なんかを作って取り組んでいる市町村もあるんですね。ですか

ら、私はやっぱり、せっかく防災訓練や、市民の命を守るという、生命財産を守るという対策は

とっていらっしゃるわけです。一番大切なのは、どうやって市民の命を守るかということをまず

基点に考えていただくと、当然そこら辺の考えは既決するんじゃないかと思うんですけれどもい

かがですか。 

○安心安全課長（酒元 博君） 

今、久保委員のおっしゃるとおりだと思います。各公民館、自治会にそれぞれの避難路、避難

の館、そこまでに行く項路を、行政のほうでつくってあげれば、本当にいいかもしれません。た

だ、そこに住んでいらっしゃる地域というのは、地域の方が一番良く知ってらっしゃると思いま

す。道であり、どういった工作物があるとか。ですから、先ほどから言いますとおり、自分たち

の命、生命・財産は自分たちで守るという観点から、日頃から津波が来たらどこに逃げるんだ、

どの道を通るんだということを、その自治会あるいは公民館で日頃から考えておいていただいて、

詳しいというか安全なところを通ってそこに逃げていくということが一番ベストかなというふう

に思います。たくさんある公民館の中で、行政のほうが、こう逃げなさいということはなかなか

厳しいと思いますので、自主防災組織を作っていただいで、そこの中で、常日頃からいろいろ学

習、勉強という言い方は失礼かも知れませんか、災害のときは、津波のときはこう逃げるんだ、

地震のときはこう逃げるんだということを頭に置いて、そういった訓練・活動をやっていただけ

ればベストかなという気がします。 

○委員（久保史郎君） 

平成５年の大災害がありましたよね。大雤が降って天降川橋も流れました。その時に、うちの

新川地域の国道より下のほうですよ。あの人たちはあの下にある公民館に避難されたんですよ。

だから住民意識というのはその程度なんです。公民館があるから公民館に避難すれば、あれで堤

防が決壊でもしていたら、公民館とも全部流されていますよ。国道よりだから上に逃げる。今言
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われるんですね。そういう話なんですけど住民が考えなければ、只、各公民館に行って防災なん

かの話しをされる時に、まず１番最初の時点では、例えば津波が来た時にはどうやっていいます

かというような、そういう意思発表を行政のほうからしてもらったら、皆町民も考えると思うん

です地域にも。ところがそういうのが何もなくて、只自分たちで考えてくださいよというと、先

ほど平成５年に新川地域の皆さん方があの低い公民館に避難したという一例がありますので、私

は大きくたいていその程度の意識だと思います。ですから、何も行政がこの道を通ってこうでは

なくて、そういう意識啓発の提案だけはしていただかないとどこにおいても。例えば、河川があ

ふれそうな時期には、この地域の人たちはどこに避難されますかという意識を投げかけてくださ

れば、あとは住民が考えると思うんです。意見も出ると思います。そこら辺は今後のそういうい

ろんな防災的なあれで、地区住民と語る機会があれば、そういう提案を市民からなかなか出ない

と思います。公民館の中なんかでは、出していただけたら、あとは地域住民がしっかりと考えて

いくと思いますので、ぜひ、していただく提案をしておきます。 

○委員（植山利博君） 

あと一点、調査頄目が、天降川の洪水に備えてその河川管理、防災員の観点からの河川管理と

いうことで言われているわけです。だから、天降川を浚渫をしなければ流下能力が減退すると、

そのことによって、堤防を越えて氾濫する可能性があるんじゃないかというふうに不安を持って

いらっしゃるわけですけれども。現実にこれまで、平成５年も含めて、天降川が氾濫というか、

あの堤防を超えて水が、もちろん内水面があふれて床下とか床上浸水になったことはあるわけで

すけれども、河川が氾濫をして、そういう状況になったということはありますか。 

○土木課長（馬場義光君） 

平成５年からこちら、そういったことはないと思っております。河川を超えることはですね。

それで今、県のほうでも昨年は天降川の水道部の前、あるいは泉帯橋の上流、それから手篭川の

中流域、それから鎮守尾川の辺り、そういったところをおよそ１万 9,000 立方程度の土砂の浚渫

をしていただきました。およそ 7,000 万ぐらいを投入していただきました。今年も今、やり残し

たところ。今、これにつきましては平成 21 年度から 25 年度を目途に、今やっているところでご

ざいますけれども、総合流域防災事業ということで、土砂の浚渫等を目的にして今やっていると

ころでございます。皆さま目に止まらないと思うんですけれども、水道部の前あるいは野口橋の

左岸のほう、そういったところを今、重点的にやってもらっているところでございます。そうす

ることによって、川の断面をより広く確保して洪水を防いでいくということを目的にしておりま

す。そしてまた、久保委員のほうからのお話の中で、ちょっと若干お答えとは違うかもしれませ

んけれども、我々土木課のほうでは今、ソニーの隣の堤防を下流側のほうに補強して幅員を確保

して通れる。そして幅員の確保をするということは堤防の補強、それから野口橋の下流、リサイ

クルセンターのほうに向かって天降川東通り線という名のもとで、今その同じような拡幅と堤防

を上げていく工事。それから住吉方面、今度は右岸のほうですね。山形屋から来て今度は南のほ

うに 10 号線のほうに抜ける、あの道路につきましても、今改良していくというような状況で、堤

防を強化していくという工事を今進めているところでございます。 

○委員（植山利博君） 

平成５年の大水害以降はなかったということですけども、平成５年の水害においては、天降川

の堤防を越えて逸水したという認識でいいんですか。 

○土木課長（馬場義光君） 

平成５年の時の水害でも超えたところは無かったというふうに聞いております。ただ、昭和 47

年頃、私入れていただいた頃、松永のほうの天降川の上流、そこでちょっとしたオーバーするか

な、どうかなという状況があったということだけは記憶しておりますが、そこでオーバーしたと

いう記憶はございません。 

○委員（植山利博君） 

そうすると、天降川の決壊、オーバーフローですね。堤防を超えてオーバーフローというのは

これまでなかったと。私もそういう認識で、同じような認識を持ってるんですけども、５年の水

害を踏まえて新川橋も架け替えられて、その設置部分も補強されて、より橋も高くなって、設置
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部分も高くなったということで、さらに強化をされたという理解でよろしいですか。 

○土木課長（馬場義光君） 

そうですね、そうだと思います。 

○委員（植山利博君） 

それと、今ここ１、２年、22 年度からこれまでに浚渫を、県のほうがやってきたので、天降川

の流下能力は今ここの防災の観点から河川管理としては前向きに浚渫などをやっているので、適

切な管理がされているという理解でよろしいですか。 

○土木課長（馬場義光君） 

  その通りでございます。 

○委員（脇元 敬君） 

  今回の議会報告会の中で、今回のこの天降川の防災訓練、そして様々なことが出てきたもので

すから、今回の所管事務調査に至っているわけですけれども、その中で出てきたのが、隼人地区

ですかね、姫城地区公民館に行った時にこの話が出たということなんですけれども、防災用のヘ

ルメリットそして腕章等の保管する場所を何か確保して欲しいという旨のお話だったように思う

んですけれども、以前はそういう場所があったんだということを、私はその場所に行っていない

ので、はっきりと分かりませんけれども、そういう話があったそうですが。そこら辺どういう認

識がされていて、どういうふうな対応をされようと考えますか、お聞かせください。 

○防災Ｇ長（石神 修君） 

  今、隼人姫城公民館からというようなお話がありましたけれども、昨年度だったかと思うんで

すが、姫城の公民館長さんがそういった倉庫みたいなものを造ってほしいということを、共生協

働推進課を通じて話しがございました。安心安全課としてはそのような事業は持っておりません

でしたので、共生協働課のほうで地域振興補助金の６割を使って造るのであればできるというよ

うな回答でございました。また、場所が姫城の公民館の敶地内ということでしたので、共生協働

推進課のほうが生涯学習課にも話をされたみたいですけれども、生涯学習課でも、そういった事

業はないというなことで、結論としては地域振興補助金を使って、地域で整備していただきたい

ということで回答されたというふうに聞いております。今現在でも、そういった事業は私どもは

持っておりませんので、そういった補助金を活用して整備をしていただきたいというふうに考え

ております。 

○委員（脇元 敬君） 

  わかりました。 

○委員（仮屋国治君） 

  題名が天降川が頭に付いてますから、やり難いんですけれども、その他の河川管理について。

私も一般質問でいろいろ御質問さしていただいた経緯があるんですけれども、天降川に関しては、

先ほどおっしゃった総合流域防災事業が５年間付いてやられているということで、その他河川。

手篭川、郡田川、検校川等々の堆積土砂の除去とか寄り州の除去とか、その辺のところの事業の

進捗状況といいますかね、今年度どの程度の事業が県においてなされるのか。また市においてな

されるのか。それから、抜本改革ということも御要望申し上げておりましたけれども、この土砂

堆積を防ぐための方策等の要望はどのようなものを考えておられて、上げておられるのか等につ

いて、ちょっとお示しをいただきませんか。 

○河川港湾Ｇ長（西元 剛君） 

  ２級河川につきましては、もちろんの県の管理でありますので市のほうでも年次要望して、対

応をしていただいているところでありますけれども、今現在、浚渫に関しましては、緊急性があ

るところを中心にやっていただいているところであります。年間を通しまして、約１万 5,000 立

平程度の２級河川の浚渫をしていただいているところでありますけれども、その中でも、どうし

ても２年・３年経ちますと同じような形態になってきますので、繰り返し的なところもあるんで

すけれども、我々も県単要望といたしまして毎年、要望は出してはいるのですけれども、県とい

たしましては、緊急性のあるところから年次、項々にやっていきますので、県は年間を通して、

限られた予算で定期的に行なっていきたいという程度の回答をいただいてはいます。 
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○土木課長（馬場義光君） 

  それに狩川、手篭川その辺りにつきましては前年被害を受けたということで、狩川につきまし

ては流出を含めた防災計画書を作って、今後何らかの利用で改善していこうという動き。それか

ら手篭川等につきましては、４つあるトンネル、そういったものを拡幅していこうという計画を

進めていただいているという情報は得ておりますが、その他の２級河川につきまして、今具体的

にどこをどうするということは、この霧島市については余りにもいろんな要望があり過ぎるとい

うことからですね、具体的な状況はまだありません。 

○委員（植山利博君） 

  確認をさせてください。この地図の赤い丸の説明をいただいたんですけれども、ちょっと聞き

のがしましたので、これの屋外防災無線とは違うんですよね、防災行政無線とは違いますね、こ

の赤丸は何だったのかが一点と。それから、先ほどこの氾濫危険レベルのところで、8.4ｍとおっ

しゃった。ＴＰからというＴＰという意味がよくわからないので、ＴＰの言葉の説明をお願いで

きますか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

  隼人町のこの地図の赤丸は現在、今年は霧島と牧園を整備しておりますものと同じ、霧島市で

199 基、今整備中の屋外拡声子局の位置でございます。それから、ＴＰというのは東京ペールと

いうことで東京湾平均海水面のことでございます。そこが垂直関係の海抜とかの基準ということ

で、海抜表示のことでございます、標高でございます。ＴＰというのはですね。東京ペールとい

うのはオランダ語みたいですけれども、そういうことでございます。 

○委員（植山利博君） 

  屋外拡声子局と、その防災行政無線、この違いを尐し説明していただけますか。 

○危機管理監（宇都克枝君） 

  防災行政無線というのは、市町村が防災の避難情報とか、そういったものを流すために整備を

する無線の総体でございます。その防災行政無線の中で、今回霧島市が取り組んでおりますのが、

その屋外拡声子局に電波を飛ばして、そこで放送するというその一帯の、屋外拡声子局というの

はその防災行政無線システムの中の機材のことでございます。 

○委員（植山利博君） 

  ラッパですよね。具体的に言えば、浜之市のふれあいセンターにも付いています。あれもラッ

パが付いていますよね。機能は同じですよね。そこの確認。 

○委員（下深迫孝二君） 

  今、防災行政無線の設置がどんどんされてるわけですけれども、これは雤降りの時は聞こえな

くて、そして地震とかそういう時にはいうんでしょうけれども、そして普通の時はうるさいとい

って地域住民から、特に下場の住宅密集地では聞いているんですけれども。やはり、そこら辺の

調整といいますか、天気の時にはそのボリュームをちょっと下げるとか、あるいはまた大雤の時

なんかは、何か室内に設置できるようなことも考えないと、現実的に大雤で聞こえないというよ

うなことも聞くんですが、そこら辺はどのように考えていらっしゃいますか。 

○防災Ｇ長（石神 修君） 

  防災行政無線の、今お話のありました屋外拡声子局のボリュームですけれども、天候によって

ボリュームを操作するというのは、ちょっと厳しいかと思います。と言いますのは、こちらから

放送するものもあるんですが、国からこの間、ジェイ・アラートの試験放送がありましたけれど

も、国から直接入ってくるものもございますので、ボリュームの調整はちょっと厳しいかという

ふうに思います。それと、家庭内での放送ですが、今、デジタル化の整備を行っているところで

ございまして、今、国分・隼人地区が終わりまして、今年度牧園それから霧島地区を整備する予

定にしておりますが、そういった整備の終わったところから項次、地域のコミュニティ無線、公

民館とか、自治会で整備されているかと思いますけれども、そういったところの無線と接続する

ための設計それから工事を項次進めていくように予定しております。国分地区におきましては調

査が終わったんですけれども、それをもとにしまして、来年度工事をするべく、今ちょっと予算

化をお願いしているところでございます。 
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○委員（下深迫孝二君） 

  消防詰所に、今、無線がこう設置をされていますけれども、恐らくああいうものにも接続がで

きるように考えていらっしゃるんだろうと思うんですけれども。やはり私の地域などはですね、

上之段の今、もと小学校の跡にスピーカーが設置されてるんですけど、それから１山２山越えな

きゃいけない所で、その周辺だけが聞こえても、全く周辺部は聞こえないというのがあるんです

が、そういう地域はどのように整備というか設備というんですか、考えていらっしゃるんですか。 

○防災Ｇ長（石神 修君） 

  市民の方々への伝達方法というのは、防災行政無線だけとは私も考えておりませんで、例えば、

携帯電話を持っていらっしゃる方は、携帯電話に直接災害情報が入るような仕組みを、今携帯会

社３社と協力をお願いして、できるようにしております。今のその申し上げた携帯電話への情報

伝達と申しますのは、例えば避難情報ですとか、あるいは、国民保護の情報、そういった緊急か

つ大きな災害が発生されるような場合には、強制的に霧島市内にいる方全員に通知ができるよう

に仕組みをとっております。これは市民に限らず、車両通行されている方、そういった方々もす

べて入るような仕組みになっております。ただ、携帯電話を持っていらっしゃらない方もいらっ

しゃいますし、パソコンもない方もいらっしゃいます。防災行政無線の届かないところに住んで

いらっしゃる方も、地域コミュニティ無線の届かないところに住んでいらっしゃる方もいらっし

ゃるかと思いますが、あと防災行政無線には、個別受信機というのがございまして、市役所から

発せられた情報がすべて黒石岳の中継所に集まるんですけれども、そこから直接受診できる個別

受信機というものもございます。土砂災害警戒区域ですとか、土砂災害危険箇所になるところに

対しましては、将来的にはそういったものの配付もできるのではないかと考えておりますが、現

在のところは、先ほど申し上げました防災行政無線の整備、それに並ぶ地域コミュニティ無線と

の接続、そういったものを申し上げないんですが、先に進めさせていただきたいと考えておりま

す。 

○委員（下深迫孝二君） 

  やはり、犠牲になられるのはやはりお年寄りなんですよ。今おっしゃったように携帯電話も持

っていない。そして、いろんな情報が入ってこないという人たちが、霧島でも大雤の集中的な大

雤で亡くなられたという方は、一軒家に帰ってきておられた方が裏山からの土砂崩れで亡くなっ

たと。やはり８・６災害でも、私どもの周辺部で亡くなられたのは、ほとんどお年寄りでした。

逃げ遅れということでですね。ですから、やはり大災害がこうして発生するような時には、もし

そうなれば当然電話も不通ということになりかねないわけですけれども、やはり公民館長さん、

ここら辺りには連絡が欲しいなという気がするんですけれども、そこらはどのように考えていら

っしゃいますかね。 

○防災Ｇ長（石神 修君） 

  災害がおきる場合は、通常大雤の場合を例にとりますと、いきなりということはあまりござい

ませんで、雤が降り始めまして、気象庁が大雤注意報、大雤警報を出しまして、それから土砂災

害警戒情報というようなものも発されております。通常大雤警報が出ますと、市の防災担当職員

はすべて登庁しまして、情報連絡体制に入ります。それから、土砂災害警戒情報が出ましたら、

土砂災害起きる可能性がかなり高くなってきますので、地区自治公民館長さんですとか、あるい

は危険箇所にある福祉施設ですね、そういった災害時要援護者施設にはファックス等を送りまし

て、市民の皆さんに警戒をお願いしますというような依頼もいたしております。そしてまた、浸

水の被害があるようなところ、そういったところにも公報車を出すなりして、警戒を呼びかける

ようなことをいたしております。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

  ないようですので、これで天降川の洪水に備えての防災訓練及び防災の観点からの河川管理に

ついての質疑を終わります。これしばらく休憩します。 
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［休憩 １７：４０］ 

［再開 １７：４２］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。河川管理あるいは洪水に備えての防災等を含めて、県のほ

うに要望をするという、今議会全体として準備を進めております。したがって、市として、市民

の要望等も踏まえてですね、特別この件について、御意見や要望をしてほしいとか、要請とか、

議会のほうにございましたら。この場で簡単に整理していただいて、述べていただければと思う

んですが、何かございませんか。先ほど、２級河川の浚渫のことだとか、要望はしてるけども、

緊急を要するところからとか、随時とかいう話がございましたけど、もちろんそのことは聞いて

おりますので、指摘はしたいと思いますが、そのことも含め何かほかにございますか。 

○土木課長（馬場義光君） 

  先ほどもちょっと仮屋委員のほうにお答えさせていただきましたが、広い霧島市の中で河川に

関する要望等は本当にたくさんございます。その中で、やはり実際しなければならないところに、

緊急項位を付けて、その中で集中的にやはりしないと、あれもこれもの中では県も予算が縮小し

ている中で、積み残されるという案件がかなり多ございますので、その辺りを十分に絞ってお願

いしていただきたいと考えます。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかには何かないですか。項位を付けるともう何か項位をつけていらっしゃるんですかね。お

たくのほうでは。特別ないすか。 

○土木課長（馬場義光君） 

  今、進めをしてもらっております。２級河川天降川のあるいは手篭川のこの土砂の浚渫これを

早めていただくということと、これとを重点的にとにかく進めていただくということを要望して

いただければと考えます。 

○委員（仮屋国治君） 

  今現在、要望されていらっしゃるところもあると思うんですが、当局のほうで緊急性があるん

だという所をマップで後もってご提出をいただけませんか。ここはまだ年間の１万 5,000 立米の

中に入ってないというようなことも含めて、どことどことどこの部分を早急に集中的に改善して

ほしいというマップの提出を求めたいと思いますが、よろしくお願いします。 

○土木課長（馬場義光君） 

  はい。分かりました。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかには何かございませんか。総務全般何かございませんか。 

○委員（植山利博君） 

  総務部は特にないというですけども、例えばその権限移譲であるとか税源の移譲であるとか、

総務部として、ここの例えばその防災という観点だけじゃなくて、ぜひ、そういうことですね議

長。例えば総務部で権限移譲が本当はこういう事務事業が霧島市に早く移譲をしてもらいたいん

だけどというようなのがあるとか、もしくはそれに伴ってであれば財源もこうですよねというよ

うなのがあれば、私としては権限移譲であるとか財源移譲というようなところで具体的なものは

何かないのかなという思いがあるんですがいかがですか。 

○総務部長（山口 剛君） 

  今、まさに言われた財源移譲をお願いしたいと思います。と申しますのが権限は、いっぱい移

譲をしていただきました。権限を移譲していただいたんですけども財源の移譲が、市民税で一部

移譲があったんですけど、全体的にはないと。それから補助金を廃止したんですけども、交付金

になっているという中で、よく御指摘いただくんですけれども、市として何かこうやりたいとい

う時に、例えば来年度予算を立てる時に、財源の移譲がないものですから、やはりこれ国は見取

って国がいつ頃どういうふうに交付金をくれるのかとか、そういったのを考えながらやらないと

いけないと、そうなってくると、交付金の目途が財源の目途がついてから、初めてなってくると
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この前も御指摘いただいたんですけれども、当初予算として出せなくて、例えば９月で財源の目

途が立ったので出しますと、これは権限移譲とは言えないです。財源のない権限移譲は市の自立

は全くないと思いますので、やはり財源を移譲していただけないと、９月補正で、本来４月にや

るべきものは、財源の目途が立ったのでやりますというような説明しかできないのが今の現状で

す。そうすると、やはり市町村の自立というのはないと思っております。それは強く感じており

ます。いつも、私も財務部の担当部長になって、そこが一番市町村の国と地方は対等協力と言い

ながら、全く対等ではないというのを非常に感じておりますし、その交付金も国の舌なめただけ、

いくらくるかわからないという、そういった中で我々は権限移譲だけいただいてやっていくとい

うのは、非常にやりにくい部分だというのを常に感じております。 

○委員（植山利博君） 

  そこでですね、私もそこだと思うんですけども、例えば県民税から市民税への一部移転という

のがあったわけですよね。その時に、そのことが今度は納税者にとっては、市税が高くなったと

いう見識を持っていらっしゃるわけです。そうすると説明はするんですけれども合併してから市

税が高くなった、市税が高くなったんじゃなくて、県民税が市民税に一部移管になったんですよ

ということを十分にアナウンスをしないと、なんかやたら市民が合併したら、市民税だけ高くな

ったというような認識を持たれる納税者がいるので、その辺のところもしっかりうまくアナウン

スをしていかないといけないのかなという気がしてならないんですよ。それとその今おっしゃっ

た、例えば消費税の取り扱いもあって、地方消費税がこうですよと段階的に示されておりますけ

れども、果たしてそれでいいのかというようなところもありますのでね。例えば消費税を将来 10%

にするんであれば地方消費税の部分のこうこうではないかと、こうしてほしいというような要望

も含めてするべきではないかなという思いが強いんですけど。その消費税についてはいかがです

か。 

○総務部長（山口 剛君） 

  まず、最初の権限移譲の中での税源移譲だったんですけども、ちょうど所得税の一部が市県民

税のほうに移ってきたのと合併が一緒でした。その関係で市県民税が上がったんですけども、そ

れは権限移譲による市県民税が上がって、その分所得税が下がったんですけれども、それを合併

になって市県民税が上がったというふうに勘違いされた方がかなり多かったです。これはいろい

ろアナウンスはしたんですけれども、これはまあニュースなんかでも、そういう権限委譲の中で

財源を移譲しますというニュースなんかもあったんですけれども、やはり、私どもも一生懸命し

ないといけないし、住民の方々もやはりそういったのは、情報はいっぱい仕入れて欲しいなとい

う気はします。そうでないと、そういった部分では出てまいりますので、やはりこういったどん

どん制度が変わっていって、中央分権という制度が変わっていく中では、住民の方々も注意深く

その辺りは見て、何でこうなったんだろうというのも、自分なりにわかっていただければなと思

いがいたします。そのから消費税の関係なんですけども、やはり前消費税が上がった時に、私が

本会議で言った時にこう首を捻られた方も何人かいたんですけれども、見る限りはちょうど金融

危機とそれからアジアの金融危機とそういったのが重なって、消費が一時的に落ち込んだという

のがあったんですけど、それと買いだめがありますので、買いだめの反動として次の年が買い控

えになってしまうということで、次の年は完全に落ちたんですけれども、それの有効な部分とし

ては段階的に上げるというのは、有効であるというような話も聞いております。その中で地方消

費税というのを位置づけしていただいて、消費税が上がるということは地方交付税は率が下がり

ますので、率が全体的には下がりますので、やはり地方の財源が枯渇しないというか、そこまで

ちゃんと考えたような制度にしていただきたいという気がします。今、全体の国税の中の 20 何パ

ーセントが 10 何パーセントまで下がると思いますので、結局消費税をすれば国税が上がるのでそ

の何パーセントという率が下がっていくよという話ですけれども、それ下がったのを補うのが消

費税だと思いますので、やはりそれと、今使い道そのものはもう決まっていますけれども、国の

消費税なんかが国の 100 兆円規模の何とかありますので、そっちのほうに持っていかれないよう

にちゃんと守っていただきたいと。市は、今 10 年後を見ていった時に、保健福祉部いわゆる福祉

予算というものがどんどん上がってきますので、それをするためにはどうしても消費税をいただ
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かないとやっていけない状況なんですけれども、その消費税の一部を削って公約違反みたいにな

って、100 兆円規模の公共事業をやってもらうと、市はもうやっていけないということになって

きますので、使途の明確化というのを法律中でうたってるんですけれども、それをちゃんと担保

していただきたいというのがすごく思うところです｡ 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかに何かございますか｡ 

○委員（下深迫孝二君） 

  建設部のほうにお願いておきます。敶根から牧之原に上がっている高橋川ですね。これも、ぜ

ひ、要望を議長に出されるときに出していただかないと、10 号線の上之段から上の辺は、かなり

土砂が溜まっていて建設部なんかのほうで、たまに災害が出たときに取り除いたりもしてもらっ

ているようですけれども、かなりの量になっておりますのでよろしくひとつお願いしておきます。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかに何かございませんか｡ 

［「なし」と言う声あり］ 

それでは、県への要望等につきましても一応伺いをしましたので、これで終わります。これで

しばらく休憩します。 

［休憩 １７：４７］ 

［再開 １７：４８］ 

 

○委員長（常盤信一君） 

  休憩前に引き続き会議を開きます。次の会次第にあります国県への補助事業等についての要望

等については、今総務、建設聞きましたし、企画については後日ということでございますので、

次に進めさせていただきたいと思います｡本日の所管事務調査に伴う案件全て終わったわけでは

ございませんけれども、終わった時点についての委員長報告に伴う、付け加える点等がございま

したら、発言を求めたいと思いますがいかがでしょうか｡いいですか。消防の関係等については、

いろいろ委員会やら本会議やら臨時会も含めて出されましたので、今日あった点、指摘をした点

もございましたので、それはそれとして委員長、副委員長のほうで整理をして報告をさせていた

だきたいと思いますので、ご理解いただきたいと思いますけれども、その点はいいですか｡ 

［「はい。」と言う声あり］ 

要望等については、また後日話をする事になるかと思いますので、その点を含めてお諮りをし

たいと思います｡皆さん方のほうから何かございませんか｡ 

［「なし」と言う声あり］ 

○委員（下深迫孝二君） 

  行政視察のほうは、もう確定したんですかね｡ 

○書記（宮永幸一君） 

  まだ確定しておりません｡決まり次第ご連絡いたします。 

○委員長（常盤信一君） 

  ほかにございませんか｡ 

［「なし」と言う声あり］ 

  なければ、以上で所管事務調査を終了いたします｡これで本日の総務常任委員会を閉会いたしま

す｡20 日は午前９時開会ですので、よろしくお願いいたします｡ 

 

［散会 １７：５０］ 


